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４．実験の紹介 

 

4.1 実験一覧 

（１）分類別 

59 件の実験を分類別にまとめると、水質浄化が最も多く 30 件、次に調査を主とした生態

関連が 16 件、底質改善が 3 件となっており、複合的なものが 7 件、その他が 3 件となって

います。 
 

表 4.1 分類別実験件数 
分類 実験のプロセス 件数

土壌浄化 3 
植生浄化（他） 5 
接触浄化（他） 5 
ろ過 4 
ろ過・吸着 2 
吸着（他） 4 
凝集・沈殿 1 
脱窒 1 

水質浄化 

生物（シジミ、二枚貝、ミジンコ、珪藻類、沈水植物） 5 
小計 30 

底質改善 3 
酸素供給 1 
循環 1 
曝気・循環 1 

水質浄化・底質改善 

曝気（他） 1 
水質浄化・生態関連 植生浄化 2 

複
合 

水質浄化・底質改善・生態関連 曝気・循環 1 
小計 7 

ヨシ生育 2 
生態関連 

その他 14 
小計 16 

実施設調査 1 
水質測定 1 その他 
堆肥化 1 

小計 3 
合計 59 
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（２）年度別 

実験を実施していく中で、実験件数や実験内容に変化がみられました。過去 59 件の実験の

年度別件数は、Biyo センター設立の平成 9 年には 9 件、平成 10 年度には 15 件、平成 13 年

度には 20 件と増え、その後は減少していき平成 22 年度は 6 件でした。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.1 年度別実験実施件数 
 
実験開始年度で並び替えた実験一覧、各年度の実施実験について次頁以降に記載します。

実験内容は 59 件中 37 件が水質浄化を目的としたものでした。水質浄化方法は、初期は接触

酸化に関する実験を多く実施しましたが、近年では二枚貝や珪藻類など水質保全に関わるよ

り良い生態系環境づくりのための実験が多い傾向となりました。底質改善を目的とした実験

は平成 15 年度まで実施していましたが、それ以降の実施はありませんでした。ヨシに関して

は毎年度様々な実験を実施してきました。 
また、実験は受託事業が 27 件、共同実験が 27 件、自主実験が 3 件、その他 2 件により実

施されました。 
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No.41 実験センターにおける生物調査（水域）の平成 17･18 年度は、No.42 実験センターにおける外来魚音実験に包括されているため、実施期間を黄色で示しています。 
●：実験分類が「底質改善」または「生態関連」に該当する実験、◎：実験結果が実用化された実験、○：実験結果などが浄化手法や維持管理方法などにフィードバックされた実験 

表 4.2 実験一覧（開始年度順） 

水質浄化 底質改善 生態関連 その他 実用化等

航路維持浚渫土の有効利用実験 深池型浄化実験施設55 ヨシ生育

二枚貝による水質改善実験 深池型浄化実験施設34 二枚貝

47 ● 琵琶湖岸における生態系調査 湖岸フィールド実験施設他

航路維持浚渫土の有効利用実験 深池型浄化実験施設56 ヨシ生育

深池型浄化実験施設54 ● 水草繁茂及び水温上昇による影響検討実験

19 植生浄化 ヨシ帯を用いた水質浄化パイロット実験 浅池型浄化実験施設

タナゴ類の増殖実験 琵琶湖型実験池53 ●

水路型浄化実験施設37 沈水植物 沈水植物群落の水質浄化機能の評価実験

36 珪藻類 珪藻等の増殖を目的とした河川・湖沼における窒素・ケイ酸濃度制御方法に関する野外水槽実験 深池型浄化実験施設

Biyoセンター内30 吸着他 富栄養化防止のための新規アルミニウム系化合物によるリン酸イオンの回収実験

29 吸着他 低濃度リン除去材と機能性木炭（硝酸性窒素除去材）を用いた水質浄化実験 浅池型浄化実験施設

◎ 土壌浄化実験 土壌浄化実験施設4 土壌浄化

42 ● 実験センターにおける外来魚音実験 浅池型浄化実験施設

○ 浅池型浄化施設における水質浄化特性実験 浅池型浄化実験施設11 植生浄化

深池型浄化実験施設52 ● 浚渫土を利用したヨシ原復元実験

43 ● 大型底生動物（貝類）移動能力把握実験 深池型浄化実験施設

人工ゼオライトを混入したコンクリ トブロックによる水質浄化実験 水路型浄化実験施設28 吸着他

浸透ろ過型実験施設26 ろ過・吸着 人工ゼオライトを用いた水質浄化実験

ろ過 資料 強化透 性 リ ト 用 た 湧 浄化実験 路型浄化実験 設

園芸植物およびリサイクルろ過材を利用した資源循環型水質浄化実験 浅池型浄化実験施設20 植生浄化他

環

13 曝気・循環 ● ○ 湖流創出による水環境改善実験 実フィールド

実フィールド58 水質測定 水質連続モニタリングシステムの開発実験

実環境下におけるポーラスコンクリートによるヨシ植栽実験 水路型浄化実験施設51 ●

生分 性 着 よ 窒素 分 去 実 路型 化実 施設

40 ● 底質改善の効果実証実験 深池型浄化実験施設

2 循環 ● ◎ 湧昇循環方式を用いた水質・底質の改善実験

ミジンコろ床を用いた河川水の浄化実験 専用施設

深池型浄化実験施設

35

深池型浄化実験施設他33 シジミ シジミと砂浜を用いた水質浄化実験

32 脱窒 個体水素供与体を用いた河川の直接浄化実験 水路型浄化実験施設

水路型浄化実験施設

土壌浸透浄化材比較実験 浸透ろ過型実験施設18 土壌浄化

17 植生浄化 ● ポーラスコンクリートによる水辺環境改善実験

◎ 高効率酸素溶解水による底質・水質改善実験 深池型浄化実験施設1 酸素供給 ●

湖岸フィールド実験施設50 ● マット工法ヨシ植栽実験

23 接触酸化他 水質浄化資材の実用化プロジェクト実験 水路型浄化実験施設

◎ 路面排水処理施設の検討実験 実フィールド9 ろ過

実フィールド45 ● 赤野井湾におけるヨシ群落保全調査

7 接触酸化他 ◎ 自然循環方式浄化実験 自然循環方式浄化実験施設

◎ 太陽エネルギーを用いたひも状接触方式浄化実験 琵琶湖型実験池6 接触酸化

Biyoセンター内49 ● 実験センターにおける生物調査(陸域）

44 ● 赤野井湾ヨシ移植実験 琵琶湖型実験池

中間水路底質調査 実フィールド39 ●

深池型浄化実験施設38 ● 酸化剤を用いた底質改善実験

22 接触酸化 不織布接触材方式浄化実験 水路型浄化実験施設

○ 難分解性有機物削減実験 Biyoセンター各施設12 植生浄化他

実フィールド10 ろ過 ○ 路面排水のCOD対策実証実験

46 ● 琵琶湖岸におけるヨシ植栽実験 湖岸フィールド実験施設

太陽エネルギーを用いた流動床ろ過方式浄化実験 琵琶湖型実験池25 ろ過・吸着

水路型浄化実験施設21 接触酸化 カーボンファイバーによる水質浄化実験

8 ろ過 ◎ 限外ろ過膜実験 限外ろ過膜施設

実験センターにおける生物調査(水域） 多自然型実験水路他41 ●

深池型浄化実験施設16 植生浄化 ● 深池型植生浄化（ヨシ帯浄化）実験

5 植生浄化 ◎ 浅池型植生浄化実験 浅池型浄化実験施設

◎ 土壌浄化実験 土壌浄化実験施設3 壌浄化

高度処理実験施設31 凝集沈殿 凝集沈殿砂ろ過実験

No.
実験分類

実験名 実施場所

15 曝気他 ● 磁気処理-超微細気泡および磁気処理水を用いた水質・底質浄化実験 深池型浄化実験施設

H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

水資源機構 受託事業 資料-P.189

国土交通省 受託事業 資料-P.147

資料-P.173水資源機構

資料-P.189水資源機構 その他

資料-P.187国土交通省 その他

自主実験 資料-P.117

資料-P.185

立命館大学と連携

共同実験

ぼてじゃこトラスト

資料-P.153

共同実験

滋賀県立大学

共同実験 資料-P.151㈱ニュージェック/関西電力

共同実験 資料-P.139近畿大学

共同実験 資料-P.137

資料-P.81

（H19同和工営）日本植生㈱、公協産業㈱

自主実験

受託事業 資料-P 163

資料-P.101

国土交通省

共同実験 資料-P 183

自主実験

㈱フジタ

受託事業 資料-P.165

資料 P 135

国土交通省

共同実験

中部電力㈱

資料-P.131

共同実験

中部電力㈱

同実験 資料 P 127

資料-P.119

日鉄 ポジ ト㈱

関西電力㈱ 共同実験

受託事業 資料-P.105滋賀県

共同実験 資料-P.193京都大学大学院

資料-P.181立命館大学 共同実験

都 芸 維大

資料-P.159

実

国土交通省 受託事業

共同実験 資料-P.75

姫路工業大 共同実験

㈱高環境エンジニアリング

資料-P.145滋賀県 受託事業

共同実験 資料 .143

資料-P.115

松下産業情報機器㈱

全国ポラカブル工業会 共同実験

国土交通省 受託事業

資料-P.73

資料-P.113

共同実験

横河電機㈱

資料-P.179

共同実験

全国ポラカブル工業会、東洋紡㈱、㈱ラーゴ

受託事業 資料-P.125

資料-P.93

滋賀県

受託事業

滋賀県

受託事業

資料-P.169

受託事業

滋賀県、水資源機構

共同実験 資料-P.89

資料-P.87

東洋電化工業㈱

受託事業

㈱日立製作所

資料-P.177

共同実験

関西電力㈱

受託事業 資料-P.167

資料-P.157

滋賀県

受託事業

国土交通省

資料-P.155

受託事業

国土交通省

共同実験 資料-P.123

資料-P.103

日本バイリーン㈱

受託事業

国土交通省、滋賀県

資料-P.97

受託事業

滋賀県

受託事業 資料-P.171

資料-P.129

水資源機構

共同実験

㈱日立製作所

資料-P.121

共同実験

帝人エコ・サイエンス㈱

共同実験 資料-P 91

資料-P.161

東レエンジニアリング㈱

受託事業

国土交通省

資料-P 111

受託事業

国土交通省

受託事業 資料-P. 85

資料 P 77

滋賀県

受託事業

国土交通省

資料-P.141

受託事業

滋賀県（実験施設を貸与して実施）

実施期間(実施年度)
参照発注機関もしくは主幹企業 事業

国土交通省 受託事業 資料-P.109
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4.2 実験の成果 

Biyo センターでの実験成果・知見をもとに設置された実施設の施設内容を紹介します。こ

れらの施設は、全国各地で水質浄化または水質保全施設として活躍しています。 
木浜内湖浄化施設については既に撤去されていますが、その他の実用化施設については平

成 22 年 3 月時点で施設が維持されています。 
 

表 4.3 実験結果をもとに実用化された施設 
実験 実用化施設 

実験名 実験分類 施設名 設置場所
事例

(No.1) 
高効率酸素溶解水による

底質・水質改善実験 

水質浄化（酸素供給）、

底質改善 
綾里川ダム貯水池水

質保全システム 
岩手県 

大船渡市
① 

(No.1) 
高効率酸素溶解水による

底質・水質改善実験 

水質浄化（酸素供給）、

底質改善 
釜房ダム水質保全総

合管理システム 
宮城県 
仙台市 ② 

(No.2) 
湧昇循環方式を用いた水

質・底質の改善実験 

水質浄化（循環）、 
底質改善 バイオファン 兵庫県 

播磨町 ③ 

(No.3･4) 
土壌浄化実験 
（土壌吸着ろ材に赤玉土を用

いた実験） 

(No.5) 
浅池型植生浄化実験 

水質浄化 
（土壌浄化、植生浄化）

山寺川市街地排水浄

化施設 
滋賀県 
草津市 ④ 

(No. 3･4) 
土壌浄化実験 
（土壌吸着ろ材に赤玉土を用

いた実験） 

水質浄化（土壌浄化） 草津川土壌浄化施設 滋賀県 
草津市 ⑤ 

(No.5) 
浅池型植生浄化実験 水質浄化（植生浄化） 守山川浅池型植生浄

化施設 
滋賀県 
守山市 ⑥ 

(No.6) 
太陽エネルギーを用いた

ひも状接触方式浄化実験 
水質浄化（接触酸化） 木浜内湖浄化施設 

(撤去済み)
滋賀県 
守山市 ⑦ 

(No.7) 
自然循環方式浄化実験 水質浄化（接触酸化他）百間川藤原浄化施設 岡山県 

岡山市 ⑧ 

(No.8) 
限外ろ過膜実験 水質浄化（ろ過） Biyo センター限外ろ

過施設 
滋賀県 
草津市 ⑨ 

(No.9) 
路面排水処理施設の検討

実験 
水質浄化（ろ過） ＦＦクリーナー 滋賀県 

栗東市 ⑩ 
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事例① 綾里川ダム貯水池水質保全システム                       

 施設設置者・・・岩手県大船渡地方振興局土木部 

関連実験・・・No.1 高酸素溶解水による底質・水質改善実験 

共同実験者・・・横河電機株式会社 

 

(1)施設を設置した背景 

綾里川ダムでは植物プランクトンの増殖や貯水池底層から窒素やリン、マンガンなどが

溶出するなどの富栄養化現象が確認されました。 
綾里川ダムを水源とする水道施設ではＵＦ膜を用いた浄

水処理を行っていますが、貯水池内のマンガン濃度が上昇

することにより目詰り（ファウリング）などの浄水障害を

発生しました。 
そこで、岩手県では底泥を巻き上げず底層のみに酸素を

供給することが可能な高酸素溶解水を採用しました。 
 

(2)施設の概要 

貯水池では夏季になると水温躍層が形成され、底層の溶存酸素濃度が低下します。その

結果、底泥から窒素やリン、マンガンなどの溶出が顕著になり、特にマンガン濃度が高く

なります。そこで、水にたくさんの酸素を溶解した水（高酸素溶解水）を底層に送り、底

層の溶存酸素濃度を高くし、底泥からのマンガンなどの溶出を抑制するようにしています。 
施設は陸上にコンプレッサと酸素溶解装置を設置し、水中配管により湖上の気体溶解装

置に酸素を供給しています。そして貯水池底層から汲み上げた水に気体溶解装置により酸

素を溶解させ、高酸素溶解水となった水を底層に戻す仕組みになっています。また、植物

プランクトン対策として、コンプレッサによる曝気循環

（深度を 3 段階に切り替えることが可能）が行えるように

なっています。さらに、貯水池の底層や表層には溶存酸素

濃度や電気伝導率の水質センサーが設置されており、底層

の酸素濃度を監視し、必要以上の高酸素溶解水を供給しな

い、また、底層に堆積した泥を巻き上げた場合には自動停

止するようになっています。 
 

 

項 目 摘 要 

貯 水 池 規 模 総貯水容量 486,000m3 （うち底層容量 30,000m3） 

処 理 量 12m3/h 

開 設 年 月 日 平成 17 年 4 月 

目 標 水 質 T-Mn 0.05mg/L（水質基準に関する省令；厚生労働省令第百一号適用）

水質調査結果 

平成 15 年 8 月底層水（施設設置前） 

T-P 0.023mg/L T-Mn2.3mg/L 

平成 17 年 8 月底層水（施設設置後） 

T-P 0.017mg/L T-Mn0.83mg/L 

 

貯水池全景 

施設諸元 

湖上施設 
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事例② 釜房ダム水質保全総合管理システム                       

 施設設置者・・・国土交通省 釜房ダム管理所 

関連実験・・・No.1 高酸素溶解水による底質・水質改善実験 

共同実験者・・・横河電機株式会社 

 

(1)施設を設置した背景 

釜房ダムは湛水開始より昭和 58 年までの 13 年間に 8 ヶ年の高い頻度で異臭水（カビ臭）

が発生しました。調査の結果、藍藻類の一種であるフォルミディウムの体内からカビ臭原

因物質が検出されたため、カビ臭はこれによるものと判断さ

れました。 
この問題を受け、昭和 59 年以降段階的に間欠式空気揚水

筒の施設を導入され（平成 2 年で 6 基設置）、カビ臭をおさ

えることができました。しかし、平成８年度以降再びカビ臭

（2MIB）やフォルミディウムが発生するようになりました。 
 

(2)施設の概要 

２MIB を抑制するためには、散気方式による曝気循環施設を導入されることとなりまし

た。さらに夏場に湖面表層と下層の水温差が大きく

なった場合には、これまでの施設（間欠式空気揚水

筒方式）を改良した「夏季強循環用施設」を導入さ

れました。そして、散気方式では底層水の揚水がほ

とんどできず底層水が嫌気化する恐れがあること

から、これを防止するために深層曝気施設（高酸素

溶解水に関する施設）も合わせて導入されました。

これらを管理するシステムを総称して、釜房ダム水

質保全総合管理システムといいます。 
 

 

施 設 名 散気方式曝気循環施設 深層曝気施設 夏季強循環施設 

設 置 数 4 基 1 基 6 基 

排 出 量 3,700L/min/台 
1,200L/min/台（吸気装置） 

90m3/h（加圧ポンプ） 

3,700L/min/台・・・1基

950L/min/台・・・5 基 

出 力 22kW 

11kW（吸気装置） 

15kW（加圧ポンプ） 

0.2kW（酸素発生装置；PSA）

22kW（3,700L/min） 

7.5kW（950L/min） 

電 源 200V 200V 200V 

完成年度 平成 16 年 3 月 平成 17 年 3 月 平成 17 年 9 月 

そ の 他 

・稼動時期（4 月～10月） 

・吐出標高を 4段階に 

切替可能 

・稼動時期（4月～10 月） 

・吐出水 DO 50～60mg/L 

・底泥を巻き上げることなく

 底層に DO を供給できる 

・稼動時期（7月～9 月）

 

ダ ム 湖 

水 質 

BOD:0.9mg/L COD:2.3mg/L SS:8mg/L T-N:0.62mg/L T-P:0.019mg/L 

（平成 17年度ダムサイト全層平均） 

施設諸元 

水質保全総合管理システム 

ダム湖のようす 
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事例③ バイオファン（石ヶ池）                            

 施設設置者・・・播磨町建設部 

関連実験・・・No.2 湧昇循環方式を用いた水質・底質の改善実験 

共同実験者・・・株式会社高環境エンジニアリング 

 
(1)施設を設置した背景 

防災公園の修景池である石ヶ池は、面積 10,000m2、平均水深およそ 3m の規模ですが、

生活排水の流入があるため夏季にアオコが発生し、周辺の住民から悪臭などの苦情が多く

ありました。また、石ヶ池の調査を実施した結果、底層に有機物を多く含んだ汚泥が堆積

し、さらに夏季には底層の酸素濃度が低下し、嫌気化することがわかりました。 
この対策として、水を強制的に動かすことのできるバイオファンを設置し、植物プラン

クトンの異常繁殖を防ぐとともに、酸素を豊富に含んだ表層水を底層に送り嫌気化を抑制

し、底泥からの栄養塩の溶出を抑えることとしました。 
 

(2)施設の概要 

石ヶ池には、回転径 2m のバイオファンが 3 基設置さ

れています。3 基のバイオファンにより 15,800m3/日の

水を動かすことができます。現在のところ、底層の嫌

気化抑制効果は確認されましたが、水質については明

確な効果は確認されていません。今後、バイオファン

による循環流により石ヶ池内の生態系が変化すること

で、水質も改善することが期待されます。 
 

項 目 摘 要 

浄 化 対 象 石ヶ池面積（10,000m2、平均水深およそ 3m） 

浄 化 方 式 バイオファン（B－25ws）による湧昇循環流方式 

供 用 開 始 平成 15 年 3 月 

施 設 規 模 回転径 2.0m、設置台数 3基 

循 環 水 量 15,800 m3/日 

対 象 水 質 COD 18mg/L、SS 38mg/L、T-N 1.6mg/L、T-P 0.13mg/L 

処 理 水 質 COD 22mg/L、SS 48mg/L、T-N 1.4mg/L、T-P 0.16mg/L 

 

ゆっくり回転ゆっくり回転

バイオファン模式図 

施設諸元 

バイオファン 

石ヶ池 

流入口 
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事例④ 山寺川市街地排水浄化施設                           

 施設設置者・・・滋賀県湖南中部流域下水道事務所 

関連実験・・・No.3･4 土壌浄化実験 、 No.5 浅池型植生浄化施設 

実験者・・・滋賀県、国土交通省琵琶湖河川事務所 

 

(1)施設を設置した経緯 

琵琶湖周辺では、琵琶湖の水質保全のため,下水道や農業集落排水の整備などの生活排水

対策事業、工場・事業所に対する排水規制の実施など、点源負荷対策を中心として対策を

進めてられてきました。しかし、北湖の COD や T-N、南湖の T-N は増加または横ばいの

状態が続いていました。山寺川市街地排水浄化施設は、滋賀県草津市内の雨水幹線の降雨

時の排水を処理し、市街地から発生する汚濁負荷を削減しています。 
 

(2)施設の概要 

この施設では、降雨初期に流出する汚濁物質濃度が比較的高い市街地排水（雨水）を一

次貯留施設にためて懸濁物質を沈殿させ、その上澄み水を接触酸化施設や植生を利用した

各浄化施設に通水し浄化します。

また、冬期の気温低下時には植生

浄化の能が低下するため、施設の

浄化能力を維持するために土壌

による浄化施設も備えています。 
 

 

項 目 摘 要 

対 象 草津 2-6 号雨水幹線 

開 設 年 月 日 平成 15 年 9 月 

処 理 量 7,200m3/降雨 

施 設 名 貯留兼沈殿 接触酸化 植生浄化 土壌浄化 

W7×L20×H0.5m×4池 

W9×L20×H0.5m×2池 規 模 
W12×L24×

H4.5m 
×5 池 

W0.5×L144×
H1.2m 
×3 池 W1×L25×H0.6m×16 水路 

W10×L20×
H1.6m 
×4 池 

通 水 量(夏) 10m3/秒 640m3/日・池 120m3/日・池   

(冬) 10m3/秒 400m3/日・池 75m3/日・池 75m3/日・池 

滞 留 時 間 約 12時間 約 2 時間 池：40 分 水路：60分 約 1 日 

水中ポンプ 水中ブロワ クレソン、ミント 赤玉土 

排泥設備 排泥設備 ワスレナグサなど 下向流方式 
付 帯 設 備 等 

  
プラスチック

接触材 
天然ゼオライト、サルビア他   

 

 

 

 

 

 

施設諸元 

施設の概要 

施設全景 植生浄化施設（水耕栽培） 土壌浄化施設 
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事例⑤ 草津川土壌浄化施設                              

 施設設置者・・・国土交通省琵琶湖河川事務所 

関連実験・・・No.3･4 土壌浄化実験 

実験者・・・国土交通省琵琶湖河川事務所 

 

(1)施設を設置した経緯 

琵琶湖周辺では、琵琶湖の水質保全のため、下水道や農業集落排水の整備などの生活排

水対策事業、工場・事業所に対する排水規制の実施など、点源負荷対策を中心として対策

を進められてきました。しかし、北湖の COD や T-N、南湖の T-N は増加または横ばいの

状態が続いています。琵琶湖水質保全対策行動計画での COD、T-N、T-P の削減を目標と

し、土壌浸透法や植生浄化法による浄化手法の検討を進め、赤玉土を用いた土壌浄化によ

り T-P を 0.03kg/日を削減することとなりました。 
 

(2)施設の概要 

土壌浄化施設は、草津川放水路と北川の合流点に設置されました。本施設には、河川水

中の粗大な懸濁物質を除去するための沈砂池が前処理施設として設置されています。前処

理施設から赤玉土が敷き詰められた土壌浄化施

設に通水され、土壌浄化施設では、土壌層の下

から上へ通水する上向流という方法で通水して

います。土壌層に通水することによる、ろ過、

吸着などの効果により、懸濁物質やリン、有機

物が除去されます。 
土壌浄化施設では高い浄化効果が確認されて

おり、特に T-P、SS、COD については高い浄化

能力が確認されています。 
 

 

項 目 摘 要 

対 象 草津川放水路、北川（現在は北川の河川水の浄化を行っています。） 

浄 化 方 式 土壌浸透型（赤玉土使用） 

供 用 開 始 平成 14 年 4 月 

通 水 量 2,160m3/日 

規 模 前処理施設 土壌浄化施設 

系 列 数 幅 11m×長さ 17.1m×深さ 3.7m 707m2、655m2、深さ 1,2m 

滞 留 時 間 1 系列 2 系列 

水面積負荷 3.7 時間 ー 

通 水 方 法 25m3/m2/日 1.6m3/m2/日 

使 用 ろ 材 横流方式 上向流方式 

そ の 他 なし 赤玉土 

規 模 ヨシ植栽(フローティングマット) ー 

リン除去率 65%以上（計画） 

リン除去量 0.03kg/日（計画） 

土壌浄化施設の概略 

施設諸元 
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事例⑥ 守山川浅池型植生浄化施設                           

 施設設置者・・・滋賀県南部振興局 

関連実験・・・No.5 浅池型植生浄化施設 

実験者・・・滋賀県 

 

(1)施設を設置した経緯 

琵琶湖周辺では、琵琶湖の水質保全のため、下水道や農業集落排水の整備などの生活排

水対策事業、工場・事業所に対する排水規制の実施など、点源負荷対策を中心として対策

を進められてきました。しかし、北湖の COD や T-N、南湖の T-N は増加または横ばいの

状態が続いており、琵琶湖の中でも閉鎖性の強い水域(赤野井湾や中間水路など)では、アオ

コや淡水赤潮などが依然として発生することがあります。 
本施設は、面源負荷対策の一環として設置し、農業排水などの影響を受けやすい守山川

に流入する水路の浄化を行っています。 
 

(2)施設の概要 

守山川は琵琶湖でも汚濁の進んだ赤野井湾に流入する河川の１つです。赤野井湾では、

水環境改善対策として、底泥から湖水中に溶け出す窒素やリンを削減するために、琵琶湖

赤野井湾内に堆積した汚濁の著しい湖底泥を浚渫により除去しました。また、窒素やリン

などの汚濁物を多く含む河川の水を浄化するために、晴天時にはヨシやクレソンなどの水

生植物により浄化する植生浄化池や、雨天時には河川の水を一時的に貯留して汚濁物を沈

殿させる一時貯留池、内湖を利用して汚濁物を沈殿させる流下沈殿施設の整備を進めてい

ます。 
浅池型浄化植生施設は、赤野井湾に流入する河川の汚濁負荷を削減するため、クレソン

を用いた水質浄化を行っています。 
 

項 目 摘 要 

対 象 守山川の支川 

浄 化 方 式 浅池型植生浄化 

供 用 開 始 平成 13 年 6 月 

通 水 量 637m3/日 

規 模 幅 7.5m×長さ 15m、勾配 0.5%が 4 本 

対 象 水 質 COD 5.3mg/L、SS 15mg/L、T-N 1.11mg/L、T-P 0.166mg/L 

処 理 水 質 COD 5.1mg/L、SS  2mg/L、T-N 0.47mg/L、T-P 0.096mg/L 

 

 

 

施設諸元 

浄化施設 クレソン 
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事例⑦ 木浜内湖浄化施設                        （撤去済み） 

 施設設置者・・・滋賀県南部振興局 

関連実験・・・No.6 太陽エネルギーを用いたひも状接触材方式浄化実験 

共同実験者・・・株式会社日立製作所 

 

(1)施設を設置した経緯 

木浜内湖は、琵琶湖岸を埋め立てたことにより出現した湖です。木浜内湖の周辺は、宅

地や農耕地に囲まれており、これらから発生する生活排水や農業に関する排水（代掻き水）

などによる汚濁が進んでいます。また、木浜の形状が複雑であることに加え、流入する河

川の流量が少ないこと、琵琶湖と接する部分に樋門が設けられていることなどから、水の

流れが悪い状況にあります。 
これらの原因により、木浜内湖は、植物プランクトンの増殖しやすい状況にあり、時折、

悪臭の発生も確認されていることから、内湖の水を浄化する手段として、本施設が導入さ

れました。 
 

(2)施設の概要 

クリーンエネルギーであるソーラー発電を動力源と

して、水を流動させ、生物膜付着ひも状接触材を用いて、

水質浄化を行う施設です。施設は浄化台船、太陽光発電

利用浄化施設の 2 つに分かれており、浄化台船に搭載

された取水ポンプで、内湖水を浄化台船および太陽光発

電利用浄化施設内のひも状接触材槽に流入・送水し、浄

化した水を内湖に戻すようになっています。施設の諸元

は表のとおりです。 
 

 

項 目 摘 要 

対 象 木浜内湖湖水 

浄 化 方 式 太陽エネルギーを用いたひも状接触材方式 

供 用 開 始 平成 14 年 6 月 

通 水 量 300m3/日 

対 象 水 質 COD 6.0mg/L、SS 17mg/L、T-N 1.42mg/L、T-P 0.177mg/L 

処 理 水 質 COD 3.3mg/L、SS <1mg/L、T-N 0.79mg/L、T-P 0.050mg/L 

 

 

 

 

 

 

施設諸元 

水の流れ

給水管

P

第１層

ひも状接触材

第２層

ひも状接触材

第３層
ひも状接触材+沈降槽

水の流れ

給水管

P

第１層

ひも状接触材

第２層

ひも状接触材

第３層
ひも状接触材+沈降槽

浄化施設の概要 

太陽光発電利用浄化施設 ひも状接触材 
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事例⑧ 藤原浄化施設（百間川水質浄化事業）                      

施設設置者・・・国土交通省岡山河川事務所 

関連実験・・・No.7 自然循環方式浄化実験 

共同実験者・・・東洋電化工業株式会社 

 
(1)施設を設置した背景 

百間川は、旭川の放水路ですが、通常は水の流れが少なく水辺には植物が茂り多くの生

物が生息する豊かな自然が形成されています。また、河川敷にはレクリエ-ション施設が整

備されており、岡山市民の憩いの場として利用されています。 
しかし、百間川周辺の市街地化が進み多くの生活排水が

流入するようになり、旭川の水質に比べて水質が悪化して

います。このため百間川に流入する水路の水質浄化を行う

ことを目的として、施設が設置されました。現在、百間川

には 5 箇所の水質浄化施設があり（1 施設は建設中）、その

うちの１つが自然循環方式（四万十川方式）を用いた藤原

浄化施設です。 
 
(2)施設の概要 

藤原浄化施設は、百間川に流入する用水路のうち藤原樋門と鑓田樋門に通じる用水路の

水を取水し浄化する施設です。対象となる用水路の流量は、藤原樋門の用水路が

0.0011m3/sec、鑓田樋門が 0.0008m3/sec の合計 0.0019m3/sec であり、流入水の水質は BOD
としておよそ 25mg/L です。 

藤原浄化施設はプラスチックと木炭

を原料としたろ材が入った複数の槽を

上下に水が循環して流れ、微生物による

有機物の分解やろ材による栄養塩の吸

着、また、沈殿やろ過効果を複合的に発

揮することで、水質浄化を図る施設です。 
 

 
項 目 摘 要 

対 象 河 川 百間川流入水路（藤原樋門および鎗田樋門） 

浄 化 方 式 自然循環方式（四万十川方式） 

供 用 開 始 平成 15 年 4 月 

通 水 量 164.2m3/日（0.0019m3/sec） 

滞 留 時 間 およそ 4.7 時間 

規 模 W：9.2m×L：20.4m×H：5.9m 

対 象 水 質 

計画値 BOD 25mg/L  実測値 BOD 藤原樋門 9.8mg/L 鎗田樋門

16.5mg/L 

（平成 15年 4月～平成 18 年 3月までの平均値） 

処 理 水 質 
計画値 BOD 3.0mg/L（除去率 87.8%） 

実測値 BOD 1.8mg/L （平成 15年 4月～平成 18 年 3月までの平均値） 

施設諸元 

浄化施設 

嫌気性 
沈殿槽 

嫌気性 
窒素の削減 

好気性
BOD-COD 

LAS の削減 

リンの削減 脱臭
脱色

第1槽 第2槽 第3槽 第4槽 第5槽

流
入
水 流

出
水 

ニトロライト 
ホスカット 

ホスカット
ホスカット接

触
ろ
材 

接
触
ろ
材 

炭素系 

有機物 

チャコール

バイオ 
リン 
ト-ル

チャコール

Ａ 

浄化工程 
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事例⑨ Biyo センター限外ろ過施設                           

施設設置者・・・滋賀県 

関連実験・・・No.8 限外ろ過膜実験 

共同実験者・・・東レエンジニアリング株式会社 

 

(1)施設を設置した経緯 

Biyo センターにおいて限外ろ過膜による河川水浄化を行い、年間を通して安定した浄化

性能が確認されました。限外ろ過膜による河川の直接浄化の可能性は、ランニングコスト

や建設コスト、逆洗水の処理などが課題として残りましたが、河川公園内での親水施設な

どで維持管理用水や飲料水としての利用についてはその可能性が十分期待できる結果が得

られました。 
そこで、Biyo センターにおける日常管理に必要な水を確保するために、この限外ろ過膜

の浄化性能を活かし、実験後引き続きセンターの生活用水用施設として利用しました。 
 

(2)施設の概要 

本施設はろ過膜として高重合度ポリアクリロニトリル製の水道用限外ろ過膜のモジュー

ル 3 本を使用し、そこに河川水を通し浄化しています。また、浄化の際には、生物膜付着

による目詰まりを防止するために塩素注入して水処理を行います。 
 

項 目 摘 要 

対 象 葉山川河川水 

浄化方式 限外ろ過 

供用開始 平成 10 年 4 月 

通 水 量 14.4m3/日 

対象水質 
COD：原水 1.8～8.3mg/L、SS：原水 2.8～78.6mg/L 

T-N：原水 0.6～2.3mg/L、T-P：原水 0.04～0.29mg/L 

処理水質 COD：除去率 43％、SS：除去率 92％、T-N：除去率 14％、T-P：除去率 73％ 

膜材質 高重合度ポリアクリロニトリル 取水量 0.6m3/時間 

公称孔径 0.01μm 処理水量 0.6m3/時間 

膜面積 

エレメント数 
12m3/エレメント×3本 ろ過運転時間 1 時間 

モジュール径 114mm ろ過束速 0.4m3/m2/日 

モジュール全長 1,078mm 薬品注入 次亜塩素酸ソーダ

 
本施設は、平成 22 年度まで Biyo センターの飲料水として安全性の高い水を製造供給し

ていました。水質的にも何ら問題はなく、水道水の水質基準を常に満足していました。 
 
 
 
 
 
 
 

施設諸元 

施設遠景 施設近景 施設内のようす 
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事例⑩ ＦＦクリーナー                                

 施設設置者・・・滋賀県土木交通部 

関連実験・・・No.9 路面排水処理施設の検討実験 

実験者・・・滋賀県 

 

(1)施設を設置した背景 

降雨時の路面排水には路面の土砂・粉塵、空気中の浮遊物質、自動車のタイヤや舗装ア

スファルトの摩耗くず、事故時の車の燃料等、様々なものが含まれ、公共水域における水

質汚濁の原因の 1 つと考えられていました。路面に堆積

した汚濁物質は、主に初期の雨水による路面排水（初期フ

ラッシュ水：First Flash）によってその多くが流れ出る

ことから、これを選択的に浄化することにより路面排水の

汚濁負荷を大幅に削減することが可能です。 
そこで、滋賀県では省スペース・低コストで初期フラッ

シュ水を効果的に浄化できる路面排水処理装置を採用さ

れました。 
 

 

(2)施設の概要 

初期フラッシュ水だけを選択的に取水・浄化

する方法により、装置のコンパクト化を実現し、

道路際の植栽帯や歩道などに 1m 四方程度のス

ペースがあれば設置でき、集水トラフは既設の

排水桝に組み込むことも可能であるため、県道

栗東志那中線に設置しました。 
また、土壌によるろ過・吸着作用を利用して、

SS などの粒子状物質だけでなく、難分解性

COD などの溶存性物質も除去できました。 
 

 

項 目 摘 要 

寸法 W 310～600mm×D 300mm×H 50～65mm 
集 水 ト ラ フ 

重量 2～3kg 

寸法 W 900mm×D 900mm×H 910mm 
貯留・浄化桝 

重量 410kg 

対 象 降 雨 強 度 降り始めから 2mm まで 

集 水 面 積 50～70 ㎡（標準タイプ） 

貯 留 量 100～140 ㍑（標準タイプ） 

標 準 浄 化 時 間 24 時間 

除 去 率 COD：80％以上、TOC：80％以上、T-N：50％以上、T-P：90％以上

 

施設諸元 

設置状況 

滋賀県栗東市霊仙寺 



資料－70 

4.3 実験の紹介 

Biyo センターで実施した 59 件の実験内容を紹介します。 
本編にて紹介しましたが、59 件の実験のうち実用化されたものが 9 件あり、実用化されな

かったものにおいても技術開発が確立されたものや、他機関での論文等に参考文献として利

用されたもの、実験結果をもとに学会等の外部に発表したものもあります。外部に発表した

ものの一部は表 4.4 の通りです。 
 

表 4.4 外部発表論文(1) 

年度 発表機関・日 発表論文 参考とした実験 

第 10 回世界湖沼会議 
(2003.6.22～26､シカゴ) 

Improvement of the Water Quality 
Using the Water Dissolved in the 
High Concentration Oxygen 

1.高効率酸素溶解水によ

る底質・水質改善実験

土壌浸透による水質浄化法 
－施設上部構造と通水方法の検討－

3.土壌浄化実験 

路面排水処理装置の開発 9.路面排水処理施設の検

討実験 

平成 
15 年度 

第 38 回日本水環境学会年会 
(2004.3.17～19､札幌) 

湧昇循環方式を用いた水質・底質の

改善実験 
2.湧昇循環方式を用いた

水質・底質の改善実験

第8回ディフューズ／ノンポイント

汚染に関する国際会議 
(2004.10.24～29､京都) 

THE CHARACTERISTIC AND 
MEASURE TECHNIQUE OF 
REFRACTORY DISSOLVED 
ORGANIC SUBSTANCES IN 
URBAN RUNOFF 

10.路面排水のCOD対策

実証実験 平成 
16 年度 

第 39 回日本水環境学会年会 
(2005.3.17～19､千葉) 

浚渫による底質改善実験の水環境評

価 
40.底質改善の効果実証

実験 
第8回日本水環境学会シンポジウム

(2005.9.12～13､大津) 
路面排水における汚濁負荷の水質特

性について 
10.路面排水のCOD対策

実証実験 平成 
17 年度 第 40 回日本水環境学会年会 

(2006.3.15～17､仙台) 
土壌浸透による水質浄化法 
－赤玉土を用いた通水速度の検討－

3.土壌浄化実験 

KAIST-KU-NTU-NUS 
環境技術シンポジウム 
(2006.6.21～23､京都) 

THE DISSOLUTION BEHAVIOR 
OF NUTRIENT SALTS IN A 
CLOSED WATER AREA 

40.底質改善の効果実証

実験 

第 41 回日本水環境学会年会 
(2007.3.15～17､大阪) 

路面排水汚濁負荷削減に関する対策

手法の検討 
10.路面排水のCOD対策

実証実験 
琵琶湖の生態系と水質の改善 － 
琵琶湖集水域における路面排水対策

とその効果 
9.路面排水処理施設の検

討実験 

平成 
18 年度 

環境技術 VOL.35 No.8 
(2006) 

草津川放水路浄化事業における土壌

浄化の取組み 

土壌浄化実験を基に実

用化された草津川土壌浄

化施設 
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表 4.4 外部発表論文(2) 

年度 発表機関・日 発表論文 相当する実験名 
第 42 回日本水環境学会年会 
(2008.3.18~21､名古屋) 

路面排水汚濁負荷量の推定および削

減方法の効果予測 
10.路面排水のCOD対策

実証実験 
5th Seminar on water 
management(JSPS-VCC) 
(2007.11.27､日本) 

POLLUTION CONTROL 
MEASURES OF RUNOFF FROM 
URBAN ROADWAYS 

9.路面排水処理施設の検

討実験 
平成 
19 年度 

環境技術 VOL.37 No.1 
(2008) 

もぐり堰による侵略的外来魚の遡上

抑制実験 
41.実験センターにおけ

る生物調査（水域）

平成 
20 年度 

第 43 回日本水環境学会年会 
(2009.3.16～18､山口) 

汚濁負荷源中の難分解性溶存有機物

濃度および削減効果 
12.難分解性有機物削減

実験 

2009WCWF 世界都市フォーラム 
(2009.8.18～21､韓国) 

DOES THE SUBMERGED 
MACROPHYTE IMPROVE THE 
WATER QUALITY? 

37.沈水植物群落の水質

浄化機能の評価実験
平成 
21 年度 (社)日本材料学会関西支部 

第 4 回若手シンポジウム基調講演

(2009.12.4､滋賀) 

環境に配慮した材料を用いた Biyo
センターでの水質浄化実験 － 
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No.41 実験センターにおける生物調査（水域）の平成 17･18 年度は、No.42 実験センターにおける外来魚音実験に包括されているため、実施期間を黄色で示しています。 
●：実験分類が「底質改善」または「生態関連」に該当する実験、◎：実験結果が実用化された実験、○：実験結果などが浄化手法や維持管理方法などにフィードバックされた実験 

表4.5 実験一覧 

水質浄化 底質改善 生態関連 その他 実用化等

1 酸素供給 ● ◎ 高効率酸素溶解水による底質・水質改善実験

No.
実験分類

実験名 実施場所

環 ●

深池型浄化実験施設

深池型浄化実験 設

◎

● ○

◎ 土壌浄化実験

◎ 湧昇循環 式 用 た 質 底質の改善実験

土壌浄化実験施設

13 曝気・循環 湖流創出による水環境改善実験 実フィールド

4 土壌浄化

3 土壌浄化

浅池型植生浄化実験 浅池型浄化実験施設

◎ 土壌浄化実験

◎ 太陽エネルギ を用いたひも状接触方式浄化実験

土壌浄化実験施設

琵琶湖型実験池

5 植生浄化

7 接触酸化他

6 接触酸化

自然循環方式浄化実験 自然循環方式浄化実験施設◎

10 ろ過 ○ 路面排水のCOD対策実証実験

◎ 限外ろ過膜実験 限外ろ過膜施設

9 ろ過

8 ろ過

実フィールド

◎ 路面排水処理施設の検討実験 実フィールド

12 植生浄化他 ○ 難分解性有機物削減実験

11 植生浄化 ○ 浅池型浄化実験施設浅池型浄化施設における水質浄化特性実験

14 曝気・循環 ● ●

Biyoセンター各施設

曝気循環付浮島による水環境改善実験 深池型浄化実験施設

深池型浄化実験施設15 曝気他 ● 磁気処理-超微細気泡および磁気処理水を用いた水質・底質浄化実験

16

17 植生浄化 ●

深池型植生浄化（ヨシ帯浄化）実験植生浄化 ● 深池型浄化実験施設

ポーラスコンクリートによる水辺環境改善実験 水路型浄化実験施設

19 植生浄化 ヨシ帯を用いた水質浄化パイロット実験

18 土壌浄化 土壌浸透浄化材比較実験 浸透ろ過型実験施設

20 植生浄化他

浅池型浄化実験施設

園芸植物およびリサイクルろ過材を利用した資源循環型水質浄化実験 浅池型浄化実験施設

22 接触酸化

カーボンファイバーによる水質浄化実験 水路型浄化実験施設

23 接触酸化他

不織布接触材方式浄化実験

21 接触酸化

水路型浄化実験施設

水質浄化資材の実用化プロジェクト実験 水路型浄化実験施設

25 ろ過・吸着 太陽エネルギーを用いた流動床ろ過方式浄化実験

24 ろ過 CFR資料-P強化透水性コンクリートを用いた人工湧水浄化実験 水路型浄化実験施設

26 ろ過・吸着

琵琶湖型実験池

人工ゼオライトを用いた水質浄化実験 浸透ろ過型実験施設

28 吸着他

生分解性吸着剤による窒素・リン成分の除去に関する実験 水路型浄化実験施設

29 吸着他

人工ゼオライトを混入したコンクリートブロックによる水質浄化実験

27 吸着

水路型浄化実験施設

低濃度リン除去材と機能性木炭（硝酸性窒素除去材）を用いた水質浄化実験 浅池型浄化実験施設

31 凝集沈殿 凝集沈殿砂ろ過実験

30 吸着他 富栄養化防止のための新規アルミニウム系化合物によるリン酸イオンの回収実験 Biyoセンタ 内

32 窒

高度処理実験施設

固体水素供与体を用いた河川の直接浄化実験 水路型浄化実験施設

シジミと砂浜を用いた水質浄化実験 深池型浄化実験施設他

35 ミジンコ

33 シジミ

ミジンコろ床を用いた河川水の浄化実験 専用施設

37 沈水植物 沈水植物群落の水質浄化機能の評価実験 水路型浄化実験施設

● 中間水路底質調査 実フィールド

41 ●

39

実験センターにおける生物調査(水域） 多自然型実験水路他

43 ● 大型底生動物（貝類）移動能力把握実験

●

深池型浄化実験施設

赤野 湾 移植実験 琵琶湖型実験池

46 ●

● 赤野井湾におけるヨシ群落保全調査 実フィールド

47 ●

琵琶湖岸におけるヨシ植栽実験

45

湖岸フィ ルド実験施設

琵琶湖岸における生態系調査 湖岸フィールド実験施設他

49 ● 実験センターにおける生物調査(陸域）

48 ● 消波施設撤去がヨシ帯に及ぼす影響調査 実フィールド

50 ●

Biyoセンター内

マット工法ヨシ植栽実験 湖岸フィールド実験施設

52 ●

● 実環境下におけるポーラスコンクリートによるヨシ植栽実験 水路型浄化実験施設

53 ●

浚渫土を利用したヨシ原復元実験

51

深池型浄化実験施設

タナゴ類の増殖実験 琵琶湖型実験池

55 ヨシ生育 航路維持浚渫土の有効利用実験

54 ● 水草繁茂及び水温上昇による影響検討実験 深池型浄化実験施設

深池型浄化実験施設

航路維持浚渫土の有効利用実験 深池型浄化実験施設56 ヨシ生育

57

58 水質測定 水質連続モニタリングシステムの開発実験

実施設調査 ○ 土壌浄化実験施設モニタリング調査 土壌浄化実験施設

実フィールド

雑草および汚泥の有効利用実験 Biyoセンター内59 堆肥化

H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

東レエンジニアリング㈱、東レテクノ㈱ 共同実験

国土交通省

資料-P.195

京都大学大学院 共同実験 資料-P.193

受託事業 資料-P.191

水資源機構 資料-P.189

水資源機構 受託事業 資料-P.189

その他

その他国土交通省 資料-P.187

資料-P.185

㈱フジタ 共同実験 資料-P.183

ぼてじゃこトラスト

共同実験立命館大学

共同実験

全国ポラカブル工業会 東洋紡㈱ ㈱ラーゴ

資料-P.181

資料-P 179

関西電力㈱ 受託事業 資料-P.177

受託事業水資源機構

共同実験

資料-P 175

資料-P.173

水資源機構 受託事業 資料 P 171

水資源機構

受託事業滋賀県、水資源機構

受託事業

滋賀県

資料-P.169

資料 P 167

国土交通省 受託事業 資料-P.165

受託事業

資料-P.161国土交通省

受託事業国土交通省

受託事業

資料-P.157

滋賀県立大学 共同実験 資料-P.153

資料-P.149姫路工業大学

受託事業滋賀県

共同実験

松 産業情報機器㈱

資料-P.145

滋賀県(実験施設を貸与して実施） 受託事業 資料-P.141

共同実験近畿大学

共同実験

資料 .139

資料-P.137

中部電力㈱ 共同実験 資料 P.135

（H19同和工営）日本植生㈱、公協産業㈱

共同実験京都工芸繊維大学

共同実験

中部電力㈱

資料-P.133

資料-P.131

㈱日立製作所 共同実験 資料-P.129

共同実験日鉄コンポジット㈱

共同実験

資料-P.127

資料-P.125

日本バイリーン㈱ 共同実験 資料-P.123

滋賀県

共同実験帝人エコ・サイエンス㈱

受託事業

関西電力㈱

資料-P.121

資料-P.119

立命館大学と連携 自主実験 資料-P.117

受託事業国土交通省

共同実験

資料-P.115

国土交通省 受託事業 資料-P.111

全国ポラカブル工業会 共同実験 資料-P.113

受託事業

資料-P.105

東亜建設工業㈱

資料-P.109国土交通省

資料-P.107

国土交通省、滋賀県 受託事業 資料-P.103

受託事業

自主実験

共同実験

資料-P.101

資料-P.93

滋賀県 受託事業 資料-P.97

滋賀県

東レエンジニアリング㈱

受託事業

共同実験

共同実験 資料-P 87

資料-P 91

共同実験東洋電化工業㈱ 資料-P.89

㈱日立製作所

資料-P.85

自主実験 資料 P 81

受託事業滋賀県

資料-P.77

滋賀県

国土交通省 受託事業

横河電機㈱ 共同実験 資料-P.73

㈱高環境 ジ アリ グ 同実験

実施期間(実施年度)
発注機関もしくは主幹企業 事業 参照



 



資料－73 

調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

水質

浄化 
酸素供給 

1 
底質改善 

 
◎ 

実験施設 実   験   名 

深池型浄化実験施設 高効率酸素溶解水による底質・水質改善実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 13 年度 横河電機 株式会社 
実   験   概   要 

目 的 湖沼やため池などの被閉鎖性水域における汚濁物質の沈殿や再回帰した堆積物の

水環境への影響を防ぎ、自然の浄化機能を強化、改善することを目的とする。底層

への効率的な酸素の供給による効果について、科学的、生物学的な観点から調査を

行った。 
調査・ 

実験方法 
Biyo センター内の深池型浄化実験施設（C 槽：2 分割層構造）において、高効率

に酸素を溶解できるシステムを構築し、運転稼働中の約 5 箇月間における槽内の水

質、底質および生物等について調査を実施した。 
 

実験施設および装置の諸元 

実験施設規模 3.0m(B)×20.0m(L)×2.0m(D)×2 槽 

外形 1600mm(W)×1500mm(H)×1000m(D) 

吐出・吸入口径 32mm 

酸素発生装置 最大流速  4NL／min 

気

体

溶

解

装

置 流量計 電磁式 φ150mm  4-20mA 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

実験施設の概念図 



資料－74 

調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

 
平成 13 年 

項   目 
6 月 19 日 8 月 31 日 10 月 30 日 

一般水質 ○ ○ ○ 水質 
連続測定 ○ 
底質 ○ ○ ○ 底質 
直上水・底質間隙水  ○  
植物プランクトン ○ ○ ○ 
動物プランクトン ○ ○ ○ 

生物 

底生生物 ○ ○ ○ 
微生物群衆現存量 ○ ○ ○ 
底泥の微生物活性 ○ ○ ○ 

微生物 

低湿 ○ ○ ○ 

技術的 

特 徴 
○気体酸素溶解装置 

単なる曝気や撹拌といった従来の酸素供給法とは異なり、低圧（2 気圧以下）の溶

解タンク内で気体を水に効率よく溶かし

込むことができるため、気体を気泡ではな

く、溶解水として供給できることである。 
実験準備として、施設各層に 30cm 程の

浚渫底泥を均一に敷設した後、河川水を流

入させ満水とし、2 週間静置した。その後、

閉鎖系にて一方の気体連続装置を連続稼

働した。 

成 果 

の概要 
閉鎖性水域では、富栄養化に起因する様々な水環境問題が発生している。このため、

可能な限り流入する栄養塩や有機物質を削減することが第一であり、基本原則とする

一方で、堆積した底泥をいかに改善するかが課題となっている。 
今回の実験は、その対策の一つである酸素供給手法について、化学的及び生物学的

な観点から評価し、下記の点について、データを得ることができた。 
①底層への酸素供給によって、底泥からのリンの溶出抑制効果を捉えることができ

た。 
②植物プランクトンの種が比較槽と比べて多く維持でき、酸素供給による好気的な

環境が槽内の生物相を豊かにさせた。 
 
近年、琵琶湖の最深部において、徐々に溶存酸素濃度が減少しつつあるとの報告が

あるが、このような状態が続き、最深部が還元的になれば、堆積物からリンなどの溶

出が促進され、富栄養化が進み更なる水環境問題が顕著化する恐れがあると思われ

る。水中の溶存酸素はその水塊の健康状態を表す指標ともいわれており、今回の実験

は小規模であるものの、このような汚濁状況下である水塊に溶存酸素を供給すること

によって水環境改善効果が得られることが実証できた。 
今後は、それぞれの規模や現場に応じた効率的かつ適切な酸素供給のための手法を

確立することが課題である。 



資料－75 

調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

水質

浄化 
循環 

2 
底質改善 

 
◎ 

実験施設 実   験   名 

深池型浄化実験施設 湧昇循環方式を用いた水質・底質の改善実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 14 年度 株式会社 高環境エンジニアリング 
実   験   概   要 

目 的 流体の湧昇流形成・循環装置「バイオファン」を用い、閉鎖系水域における水の

循環が及ぼす水質・底質の浄化能力と循環流がダムなどの「温度躍層」を物理的に

解消・防止する効果の検証を目的とする。 
調査・ 

実験方法 
深池型実験水槽をコンクリートブロックで 3 層に分割し、2 つの水槽を用いて実

験した。各実験水槽に底泥となる浚渫土を厚さ 30m になるように投入し、バイオフ

ァン設置水槽と対照区の水槽とした。 
供試実験水は、実験水槽内での水草の発生を抑制するため、Biyo センターで浄化

処理を行った環境水を用い、水深約 1.6m となるように注水した。 
１．水質・底質浄化実験 

生物調査：各実験水槽の中心部における表・中・底層において、ｸﾛﾛﾌｨﾙ蛍光強度、

ｸﾛﾛﾌｨﾙ a 量、動・植物プランクトンの測定分析を行った。 
水質調査：各実験水槽の中心部および縁辺部の 2 点における表・中・底層におい

て、水温、EC、pH、DO、ORP、COD、SS、IL、NH4-N、NO3-N、

NO2-N、T-N、PO4-P、T-P、SiO2-Si の測定分析を行った。 
底質調査：各実験水槽の中心部および縁辺部2点の計3点において、採泥し、COD、

T-S、泥温、ORP、臭気判定の測定

分析を行った。 
 

２．温度躍層解消実験 

2.1 循環層流の検証実験 

バイオファンによる上昇流の流れを把握する

ため、アクリル水槽でモデル実験を行った。 

 

2.2 温度成層が循環流に及ぼす影響調査実験 

各水槽に１KW ヒーターを４本ずつ設置し表

層部と底層部の温度差が 10℃になるまで加熱

し、ヒーターを止めた後、バイオファンの模型回

転羽根を稼働させ、時間経過による温度変化を比

較した。 
実験装置の概要 

アクリル水槽による検証実験



資料－76 

調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

生物調査：平成 14 年 9 月９日、10 月 16 日、10 月 30 日、11 月 18 日 
水質調査：平成 14 年 9 月９日、10 月 16 日、10 月 30 日、11 月 18 日 
底質調査：平成 14 年 9 月９日、９月 30 日、10 月 16 日、10 月 30 日、11 月 18 日

温度躍層解消実験：平成 14 年 夏季 
技術的 

特 徴 
実験装置の概略図を示す。 

湧昇流形式・循環装置「バイ

オファン」を設置した水槽と対

照区の水槽における生物、水質、

底質の時系列的な推移を測定し

ている。 

 

 

 

 

 

実験装置概要図 

バイオファンは下に示したように、回転羽根を回転させることによって、「水の流

れ場」をつくる。連続方程式を円柱座標を用いて解くと、アームの長さに比例した

広がりの「流管」として表される。 

「流れの理論式」から、温度差による流れの抵抗係数をを求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

回転羽根が造る流れの場『流管』 

成 果 

の概要 
①各実験水槽で想定していた「汚濁した閉鎖性水域」という環境にならず、浄化効

果を検証するには厳しい条件となった。しかし、バイオファンの循環流によって

植物プランクトンの急激な増加とそれに伴う栄養塩類の消費が観察された。また、

底層の貧酸素状態の改善効果として、バイオファンを設置した水槽では、底質の

嫌気化進行を鈍化させる傾向が観察された。 
②循環流の検証実験では、層流が底部を這うように流れながら上昇する様子が観察

され、循環周期当たりの流水量が測定できた。 
③温度躍層解消実験では、測定値を使って、「流れの理論式」から、抵抗係数を得る

ことができ、ダム湖における温度躍層の防止効果をシミュレーションした結果、

夏季の温度躍層を防止する可能性が期待できる結果となった。 

『流管』 

“水の流れの場”は連続方程式を円柱
座標を用いて解くと、アームの長さ(R)
に比例した広がりの『流管』として表
される。 
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調査・実験事例紹介票（1/4） 

番号 実験分類 実用化の有無 

3 水質 
浄化 

土壌浄化 
 

◎ 

実験施設 実   験   名 

土壌浄化実験施設 土壌浄化実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 8～17 年度 国土交通省 
実   験   概   要 

目 的 水質浄化法の 1 つである土壌浸透浄化手法について、琵琶湖・淀川水質浄化共同

実験センターの土壌浄化実験施設およびその他の施設を用いて水質調査等を実施

し、富栄養化の原因であるリンの削減効果を把握することを目的とする。 
平成 8～17 年は国道交通省の委託を受け、18 年度から自主実験として継続実施し

ているものである。 
調査・ 

実験方法 
○水質浄化特性 

・通水方向・充填ろ材の違いによる浄化特性の比較 

・通水可能速度の把握 

・通水抵抗の小さい土壌浄化設備の槽構造の検討 

・赤玉土における浄化持続性やリン吸着量の把握 

・土壌浄化施設の浄化持続性の検討 

・長期連続通水による実証実験 

・通水限界速度の浄化性能確認実験 

・赤玉土を吸着ろ材とした浄化性能の検討（実施場所：浸透ろ過実験施設） 

○前処理方法 

・単粒度砕石を用いた前処理 

・繊維性ろ材を用いた前処理 

・ヨシを植栽した水路を用いた前処理（実施場所：水路型浄化実験施設） 

・傾斜膜を設置した沈砂池による前処理 

・遮水シートおよびろ過膜を設置した沈砂池による前処理 

○維持管理手法 

・細粒化した赤玉土を再び団粒化することにより浄化材として再利用の可能性の

検討 

・赤玉土壌層上部構造の検討 

・目詰まり防止実験による槽構造の検討（実施場所：浸透ろ過実験施設） 

  注)（ ）内に特記されているもの以外の実施場所は土壌浄化実験施設 

調 査 

実施日 

・通水方法・充填ろ材の違いによる浄化特性の比較： 
平成 8 年 10 月～平成 10 年１月 
平成 10 年 5 月 1 日～29 日、6 月 10 日～平成 11 年 2 月 10 日 

・実現可能な通水速度の検討：平成 11 年 8 月 23 日～10 月 20 日 
・通水速度 5.0m/日での連続通水実験：平成 11 年 9 月 22 日～1 月 12 日 



資料－78 

調査・実験事例紹介票（2/4） 
調 査 

実施日 

・前処置方法の検討： 
平成 11 年 8 月 2 日～平成 12 年 2 月 2 日、 
平成 13 年 9 月 20 日～平成 14 年 3 月 4 日、7 月 4 日～平成 19 年 3 月 31 日 

・土壌浄化施設の浄化持続性の検討： 
平成 12 年７月 25 日～平成 13 年 2 月 21 日、9 月 20 日～平成 14 年 3 月 4 日、

5 月 13 日～平成 19 年 3 月 31 日 
・リサイクル赤玉土を使った浄化実験：平成 13 年 12 月 11 日～平成 14 年 3 月 3 日

・赤玉土の浄化性能の検討：平成 15 年 12 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日 
・目詰まり防止実験： 

平成 14 年 9 月 20 日～平成 16 年 2 月 18 日、7 月 8 日～平成 17 年 1 月 20 日

・長期連続通水による実証実験：平成 15 年 9 月 30 日～平成 19 年 3 月 31 日 
・通水限界速度の浄化性能確認実験：平成 18 年 6 月 15 日～平成 19 年 3 月 31 日 

技術的 

特 徴 

○平成 15～17 年度の実験 

土壌浄化実験施設諸元 
【前処理施設】 

実験施設 Ｂ 槽 

施設概要 
○前処理施設の検討 
・沈砂地を配置（ろ過膜２枚） 
・他の層へ送水できるよう配管を整備 

規  模 幅 6m×長さ 20ｍ×深さ 1.8m 
浄化水量 780m3/日 
水面積負荷 6.5m3/㎡・日 
通水方法 横流方式 
実験施設 前 理（沈砂地、ろ過膜２枚（粗、中目）） 

前
処
理
施
設
諸
元充填材 

ろ過膜：不識布（通水断面全面：長さ 6ｍ×幅 1.5m） 
規 格：粗目－厚さ約 50㎜、1000 デニール、目付量 50 ㎏/m3 

中目－厚さ約 20㎜、  75 デニール、目付量 60㎏/m3 
実験期間 平成 14年 7月 4日（通水開始）～平成 18年 3月 31日） 

【土壌浄化施設】 
実験施設 Ｃ 槽 Ｄ 槽 

 ○土壌浄化施設の浄化特性等の検討 
○赤玉土壌層の吸着寿命と吸着帯の検討 
・過年度（平成 13 年度）から継続実験 
（水面積負荷 1.5m3/㎡/日） 
・水質調査、通水性調査 

○長期間通水による土壌浸透浄化法の総合的
評価 

○土壌層厚の違いによる通水速度や水質浄化

効率の検討 
・水質調査、通水性調査 

規  模 幅 6ｍ×長さ 20m×深さ 1.8m 幅 6ｍ×長さ 20m×深さ 1.8m 

浄化水量 180m3日 600m3日 

水面積負荷 1.5m3/㎡/日 5.0m3/㎡/日 
通水方法 上向流方式 下向流散水方式 
実験設定 実施設想定型 実施設想定型 

土
壌
浄
化
施
設
諸
元充 填 材 赤玉土（土壌層圧 0.8m） 赤玉土（D-1 槽=土壌層厚 1m、D-2 槽=土壌層

厚 0.5m） 

実験期間 

平成 12 年 7 月 25 日～平成 13 年 2 月 21 日（211 日間）

平成 13 年 9 月 20 日～平成 14 年 3 月 4 日（165 日間）

平成 14 年 5 月 13 日～平成 15 年 3 月 31 日（314 日間）

※H14 目詰まり発生 流入管の排泥（バキューム吸引）

にて回復 停止期間：8 日間 
平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日（366 日間）

平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日（365 日間）

平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日（365 日間）

※Ｈ18 目詰まり発生 流入管の泥（バキューム吸引）

にて回復 停止期間：なし 

【D-1 槽】 
平成 15 年 9 月 30 日～平成 16 年 3 月 31 日（182 日間）

平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日（365 日間）

平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日（326 日間）

※平成 17 年 12 月 10 日～平成 18 年 1 月 18 日まで砕石

入替作業により通水を停止（39 日間） 
【D-2 槽】 
平成 15 年 9 月 30 日～平成 16 年 3 月 31 日（182 日間）

平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 1 月 20 日（294 日間）

平成 17 年 4 月 11 日～平成 18 年 3 月 31 日（325 日間）

※平成 17 年 7 月 21 日～平成 17 年 8 月 19 日まで砕石

入替作業により通水を停止（29 日間）  
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調査・実験事例紹介票（3/4） 
技術的 

特 徴 
 
 
 

 

B 槽 前処理施設沈砂池              C 槽 
 

 

 

D 槽 
 

土壌浄化実験施設概念図 

カラム実験装置諸元 

項目 カラム装置 
寸法 内径 100 ㎜×長さ 1.0ｍ 

水面積負荷 5.0m3/㎡・日 
通水方法 下向流、飽和流 
充填土壌厚 1.0m 

カ
ラ
ム 

設置数 4 基 

実験期間 

【原水 0.01 ㎎/L】 
平成 15 年 12 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日（851 日間）

【原水 1,2,5 ㎎/L】 
平成 17 年 5 月 31 日～平成 18 年 3 月 31 日（304 日間）

※原水 5 ㎎/L は平成 18 年 2 月 23 日まで（268 日間） 
浸透ろ過装置諸元 

項目 浸透ろ過施設 
施設規模 φ1.0m×長さ 3.0ｍ×高さ 1.2m 
使用槽数 １槽 
通水方法 下向流散水方式 
水面積負荷 5.0m3/㎡・日 

浸
透
ろ
過
施
設 槽構造 ７号単粒度砕石 0.3m 

実験期間 

【第１回通水】 
平成 14 年 9 月 20 日～平成 16 年 2 月 18 日 
【第 2 回通水】 
平成 16 年 7 月 8 日～平成 17 年 1 月 20 日 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

カラム実験装置 概念図        浸透ろ過装置 概念図 

遮光シート

７号単粒度砕石

７号単粒度砕石散水方式

流
出

遮光シート

７号単粒度砕石

７号単粒度砕石散水方式

流
出

原水用水槽

100cm

：充填赤玉土

Ｐ

継続実験 原水：0.1mg/L

原水用水槽

100cm

：充填赤玉土

Ｐ

原水用水槽

100cm

：充填赤玉土

Ｐ

継続実験 原水：0.1mg/L

処理水

6
0
0

4
00

流
入
水

Ｐ

：５号単粒度砕石

：赤玉土

8
0
0

処理水

6
0
0

4
00

流
入
水

Ｐ

：５号単粒度砕石

：赤玉土

：５号単粒度砕石

：赤玉土

8
0
0

流
入
水

3
5
0

2
5
0

D-１ 処理水

D-２ 処理水D－１槽 D－２槽

：７号単粒度砕石

：赤玉土

5
0
01
0
0
0

3
5
0

Ｐ
Ｐ

流
入
水

3
5
0

2
5
0

D-１ 処理水

D-２ 処理水D－１槽 D－２槽

：７号単粒度砕石

：赤玉土

：７号単粒度砕石

：赤玉土

5
0
01
0
0
0

3
5
0

Ｐ
Ｐ

流
入
水

18
0
0

Ｐ

処理水：ろ過膜流
入
水

18
0
0

Ｐ

処理水：ろ過膜
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調査・実験事例紹介票（4/4） 
成 果 

の概要 

○水質浄化特性 

・通水方向では、上向流の方がリンの除去率は高いが、閉塞が底部で生じ、維持管
理が難しい。 

・充填ろ材では、黒ぼく土の方が赤玉土よりもリンの除去率は高いが、土壌層全体
で締め固めが起こっており、1.5m/日の通水が確保できないと共に、処理水の pH
が低下する現象がみられ、環境水を浄化する施設としては好ましくない。 

・通水速度 2.5m/日、5.0m/日で実験を行った結果、処理水質は COD 除去率以外は、
1.5m/日の時と比較してほぼ同等であった。COD は 5.0m/日は 1.5m/日より除去率
が低下するが、除去量で評価すれば通水速度 5.0m/日の方が大きかった。 

・平成 12 年度から継続実験をおこなっている C 槽のリン除去性能および水質浄化
特性は、平成 14 年度においても良好であり、流入水の変化にもかかわらず安定し
た流出水濃度を維持していた。平成 18 年 12 月現在においても順調に運用されて
いる。 

・赤玉土土壌層厚 1m と 0.5m では、土壌層厚 1m の方が T-P 除去率が高い傾向が
見られた 

・原水濃度が 5mg/L と 2mg/L のリン吸着量の比較から、2mg/L の方はリンの吸着
量が少なく、原水濃度によって赤玉土のリン吸着効率に差が生じることが示唆さ
れた。 

 
○前処理 

・ヨシ水路による前処理施設は、SS や懸濁態物質に対する除去効果が確認され（処
理水 SS 濃度年平均 8mg/L 以下）、マット状繊維ろ材、7 号単粒度砕石及び球状繊
維性ろ材から構成される高速ろ過による前処理方法と比べて良好であった。 

・沈砂池に傾斜膜を設置した前処理方法は SS 除去率が 60.6％と良好な性能を示し
た。堆積した汚泥はシルト分を多く含んでおり、小さな粒径のものが除去されて
いることが示唆された。 

・遮水シートおよびろ過膜を設置した沈砂池では、SS の平均除去率は 42.4%であり、
前処理施設の目標SS流出濃度8mg/Lを達成するためには若干除去効果が小さい。

 
○維持管理 

・赤玉土を再団粒化し、赤玉土のリサイクル性を検討した結果、新品赤玉土と同様
の水質浄化性能が認められたものの、浄化材料として再利用する場合には、通水
性能や細粒化の発生など解決すべき課題がある。 

・施設構造として土壌層の上部をなくした構造（赤玉土型）は、水質浄化効果は良
好であるが、表層部分や流入配管周辺の赤玉土の崩壊、追加補充した新品赤玉土
の細粒分の移動による下層赤玉土の間隙の入り込みや入れ替え除去作業時におけ
る赤玉土への荷重による脆弱化など、目詰まりを発生させる原因が多く、維持管
理性より適当でないと判断される。 

・土壌浄化施設の表面構造について検討を行った結果、高速通水 2.5m/日及び 5.0m/
日の場合、通水性の良い砂層が適していた。一方、通水速度 1.5m/日以下では槽
の表面に粒径 2.5～5.0mm の砕石を敷設した施設において約 1 年間メンテナンス
フリーで使用可能であり閉塞時の回復も容易であると考えられた。槽構造を決定
する要因は通水抵抗及び閉塞時のメンテナンス性と考えられ、通水速度を上げる
ために通水抵抗の低い、また、閉塞時にメンテナンスが行いやすい槽構造が望ま
れる。 

・砂、7 号単粒度砕石の 2 種の素材を用いて、各々散水、湛水方式で通水させ、目
詰まりしにくい槽構造の検討を行った結果、7 号単粒度砕石散水方式が目詰まり
が生じにくく、SS 除去効果も良好であった。 

・平成 15 年 9 月 30 日に通水開始後、赤玉土土壌層厚 0.5ｍの D-2 層では約 1.3 年、
1ｍの D-1 層では約 2.2 年で施設目詰まりによる最初の湛水状態が発生した。この
閉塞要因は、上部構造（7 号単粒度砕石）部で捕捉された SS によるもの以外に、
土壌層内でのミズミチの形成や圧密負荷による赤玉土の団粒構造の崩壊によって
部分的な閉塞が起こっていると推察された。閉塞時には、上部砕石の入れ替えに
よる通水性能回復や水面積負荷を軽減させて通水するなどの措置が考えられる。
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調査・実験事例紹介票（1/4） 

番号 実験分類 実用化の有無 

4 水質 
浄化 

土壌浄化 
 

◎ 

実験施設 実   験   名 

土壌浄化実験施設 土壌浄化実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

自主実験 平成 18～22 年度  
実   験   概   要 

目 的  
水質浄化法の 1 つである土壌浸透浄化手法について、琵琶湖・淀川水質浄化共同

実験センターの土壌浄化実験施設およびその他の施設を用いて水質調査等を実施

し、富栄養化の原因であるリンの削減効果を把握することを目的とする。 
平成 8～17 年は国道交通省の委託を受け、18 年度から自主実験として継続実施し

ているものである。 
 

調査・ 

実験方法 
 

○実験内容および施設諸元 
実験は、琵琶湖・淀川水質浄化共同実験センター内に設置されている「土壌浄化

実験施設」、「カラム実験装置」、「浸透ろ過装置」を用いた。 
 

○土壌浄化実験（土壌浄化実験施設 Ｂ、Ｃの各槽） 
土壌浄化施設 B 槽（前処理施設）および C 槽（通水速度 1.5 m/日、上向流方式）

について引き続き連続通水を実施し、土壌浄化施設の浄化性能および維持管理につ

いての調査・試験を行った。また、C 槽（通水速度 1.5ｍ/日、上向流方式）につい

ては、赤玉土層の層別リン含有量試験を実施した。 
 

○カラム連続通水試験 
リン除去性能及びリン吸着寿命を把握するため、赤玉土を用いたカラム連続通水

試験を過年度に引き続き行った。 

 

○浸透ろ過実験装置を用いた土壌浄化実験 
通水速度 10ｍ/日の高速負荷で通水した場合の赤玉土の水質浄化性能についてデ

ータ収集を行った。原水の SS 分の除去は、透水性コンクリート中を上向流方式にて

透過し、前処理水とした。 
 

調 査 

実施日 

 

下記に示す、各実験の諸元に示すとおりである。 



資料－82 

調査・実験事例紹介票（2/4） 
技術的 

特 徴 
○土壌浄化実験施設諸元 

実験施設 B 槽 C 槽 

施設概要 
○前処理施設 
・沈砂池を配置 
・池の層への送水配管を整備 

○赤玉土壌槽による河川水浄化 
○上向流方式 

規模 幅 6m×長さ 20m×深さ 1.8m 幅 6m×長さ 20m×深さ 1.8m 
浄化水量 780m3/日 180m3/日 
水面積負荷 6.5m3/m2･日 1.5m3/m2･日 
通水方法 横流方式 向流方式 
実験設定 前処理（沈砂池） 実施設想定型 
充填材 なし 赤玉土（0.8m 厚） 

実験期間 

H14.7.4（通水開始）～H23.3.28 
※平成 22年 1月 29日～平成 22年 2
月 26日 

補修工事により通水を停止（29日間）

H12.7.25～H13.2.21(211日間) 
H13.9.20～H14.3.4(165 日間) 
H14.5.13～H15.3.31(内 314 日間) 
H15.4.1～H16.3.31(366 日間) 
H16.4.1～H17.3.31(365 日間) 
H17.4.1～H18.3.31(365 日間) 
H18.4.1～H19.3.31(内 339 日間) 
H19.4.1～H20.3.31(366 日間) 
H20.4.1～H21.3.31(内 350 日間) 
H21.4.1～H22.3.31(内 336 日間) 
H22.4.1～H23.3.28(内 351 日間) 

 

【Ｂ槽：前処理施設】          【Ｃ槽】 

 
 
 
 

 

土壌浄化実験施設概念図 

 
 

カラム実験装置諸元 

項目 諸元 
寸法 
水面積負荷 

内径 100mm×長さ 1.0m 
5m3/m2･日 

通水方法 下向流、飽和流 
充填土壌厚 1.0m 
設置数 1 基 

実験期間 
【0.1mg/L 原水】 
H15.12.1～H23.3.28(2,674 日間) 

カラム実験装置概念図 

処理水

6
0
0

40
0

流
入
水

Ｃ 槽

Ｐ

：５号単粒度砕石

：赤玉土

8
0
0

処理水

6
0
0

40
0

流
入
水

Ｃ 槽

Ｐ

：５号単粒度砕石

：赤玉土

：５号単粒度砕石

：赤玉土

8
0
0

流
入
水

1
8
0
0

Ｐ

処理水流
入
水

1
8
0
0

Ｐ

処理水

Ｂ槽（改修後）

21000
流
入
水

1
8
0
0

Ｐ

処理水流
入
水

1
8
0
0

Ｐ

処理水

Ｂ槽（改修後）

21000

原水用水槽

100cm

：充填赤玉土

Ｐ

継続実験 原水：0.1mg/L

原水用水槽

100cm

：充填赤玉土

Ｐ

原水用水槽

100cm

：充填赤玉土

Ｐ

継続実験 原水：0.1mg/L
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調査・実験事例紹介票（3/4） 
技術的 

特 徴 
浸透ろ過実験装置諸元 

実験施設 浸透ろ過実験装置 

施設概要 

○前処理として透水性コンクリートを用いた上向流方式の原水前処理

機構 
○土壌浄化施設として、赤玉土の土壌層を設置 
○土壌層への物理的負荷軽減のため、上部構造と土壌層を分離する形

状を採用 
○過年度実験結果における最高の処理通水可能速度 10m/日での通水

を試みる 
槽 前処理槽 赤玉土槽 
規模 幅 1m×長さ 3m×深さ 1.35m 幅 1m×長さ 3m×深さ 1.35m 

浄化水量 30m3/日 30m3/日 
水面積負荷 10m3/m2･日 10m3/m2･日 
通水方法 上向流方式 下向流散水方式 

実験設定 － 

上部構造（7 号単粒度砕石）と土

壌層（赤玉土層）の間にパンチン

グメタルを敷設し、物理的負荷を

軽減 

充填材 

透水性コンクリート 
（幅 1m×長さ 2m×厚み 0.1m） 
※槽下部より高さ 0.65m に設置 
※導水部幅 0.5m、放流部幅 0.5m

赤玉土（0.75m） 

実験期間 H18.6.15～H23.3.16 
（内 1,735 日間） 

H18.6.15～H23.3.16 
（内 1,729 日間） 

 

【前処理槽】 

 
 
 
 
 
 
 
 

【赤玉土槽】 

 
 
 
 

 

 

浸透ろ過装置概略図 

透水性コンクリート
原水 越流水

処理水

50cm 200cm 50cm

透水性コンクリート
原水 越流水

処理水

50cm 200cm 50cm

透水性コンクリート
原水 越流水

処理水

50cm 200cm 50cm

透水性コンクリート
原水 越流水

処理水

50cm 200cm 50cm

処理水

７号砕石

15cm

75cm

30cm

赤玉土

５号砕石

採水孔
散水管

パンチングメタル

目の粗い不織布
(5cm厚)

処理水

７号砕石

15cm

75cm

30cm

赤玉土

５号砕石

採水孔
散水管

パンチングメタル

目の粗い不織布
(5cm厚)

処理水

７号砕石

15cm

75cm

30cm

赤玉土

５号砕石

採水孔
散水管

パンチングメタル

目の粗い不織布
(5cm厚)

処理水

７号砕石

15cm

75cm

30cm

赤玉土

５号砕石

採水孔
散水管

パンチングメタル

目の粗い不織布
(5cm厚)
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調査・実験事例紹介票（4/4） 
成 果 

の概要 

①前処理施設の検討（土壌浄化施設Ｂ槽） 
前処理施設における SS の平均除去率は、平成 14 年度～平成 21 年度が 0％～

56.6％であり、今年度の 20.7％は通水期間を通じて平均程度の性能であった。 
平成22年度は流入濃度が低く、流出濃度も非常に低濃度にて推移した。 

平均流出濃度は 6.9mg/L であり、昨年度に引き続き土壌浄化施設への流入負荷

は低かったものと推察される。 
また、冬季における粒子径の小さい懸濁物質の流入等による除去率の低下が平

成 22 年度も確認された。 

②土壌浄化施設（Ｃ槽）の浄化持続性 
土壌浄化施設 C 槽(上向流方式、通水速度 1.5ｍ/日)は、通水開始から延べ通水

期間が 3,530 日(約 9.7 年)となる。 
一方、流入水濃度の変動（特に低濃度時）により除去率の低下が若干みられる

ものの、依然として除去性能は良好な状態にあると推察される。 
リンの浄化効率は、除去率として平成 20 年度 35.1％、平成 21 年度 38.5％、平

成 22 年度 40.9％であり、維持できていると考えられる。 

③カラム連続通水試験での水質浄化性能 
平成15年12月1日から通水を開始した赤玉土を用いたカラム連続通水試験（通

水速度 5m/日、流入水濃度 0.1 mgP/L 調製）は、総通水日数が平成 23 年 3 月 28
日時点で 2,674 日間（約 7.3 年）となる。 
平成 22 年度の平均除去率は 36.6％（平均流入水質 0.101mg/L、平均流出水質

0.064mg/L）であり、リン除去性能を維持しているものの、過年度と比較すると

除去率の低下、および流出濃度の上昇がみられた。 
このことから、赤玉土のリン吸着性能の低下が進んでいるものと示唆された。

④浸透ろ過実験施設による水質浄化性能 
浸透ろ過実験は、通水速度 10ｍ/日の高速通水として実験を開始し、約 4.8 年が

経過した。 
リンの除去性能は、徐々に低下し始めたものの、SS、COD、DOC 等の項目は、

いまだ良好な除去性能を維持している。 
本実験の前処理は、透水性コンクリートを用いた上向流方式の前処理機構を採

用している。平成 22 年度の前処理槽の懸濁物除去効果は、SS 平均除去率が 7.1％
であり、昨年度の 25.0％から低下していることが確認された。 
一方、土壌槽での水質浄化効果は、T-P 平均除去率が 37.1％と平成 21 年度の

46.7％と比べ、若干の除去性能の低下がみられた。土壌槽での SS の除去性能は、

流入平均濃度が 3.9mg/L と低濃度であるにもかかわらず、平均除去率 82.1％と良

好な数値が得られた。 
他項目の除去性能についても概ね維持されているものと考えられ、10ｍ/日の高

速連続通水は 4.8 年に亘るが、窒素を除き、良好な浄化性能を保っていることが

示された。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

5 水質

浄化 
植生浄化 

 
◎ 

実験施設 実   験   名 

浅池型浄化実験施設 浅池型植生浄化実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成８～13 年度 滋賀県 
実   験   概   要 

目 的 クレソンや花卉植物を用いた水質浄化施設の琵琶湖流入河川への適用性および施

設計画や維持管理についての知見を得るため、クレソンの栽培管理方法を変えた場

合の水質浄化性能や花卉植物を用いた水質浄化性能を調査し、さらに施設への住民

参加の可能性の調査を目的とする。 
調査・ 

実験方法 
浅池型植生浄化施設

で実験を行った。実験施

設の水路勾配は 0.05%、

0.5%、1.0%、1.5%と異

なる８水路に分岐させ

るコンクリート張りの

構造とした。 
 

 

 

 

 

 

○クレソンの水質浄化性能・維持管理方法調査 

平成 10 年度までの結果を踏まえて、クレソンの維持管理面および水質浄化性能

面で有利な間引き方法およびその後の植栽方法について調査した。 
水質調査項目：流入部；水温、SS、T-P、T-N、COD、BOD（月 1 回） 

流出部；水温、濁度（週 2 回） 
○観賞用植物の水質浄化性能調査 

住民から要望が強かった観賞用植物（花卉植物）において、平成 11 年度に実施

した栽培候補種の選定調査結果から実験施設で発育可能であった植物からリシマ

キアとノハナショウブを選び、水質浄化性能、維持管理方法を調査した。 
 水質調査項目：流入部；水温、SS、T-P、T-N、COD、BOD（月 1 回） 

流出部；水温、濁度（週 2～3 回） 
○住民参加手法調査 

 住民が自由にクレソンなどの摘み取り等ができるように、実験施設の一部を開

放し、施設利用者を対象に住民参加手法に関するアンケート調査を行った。 

20m

2.5m

20m

16m
4m

流出

流入

流入

流出

A1 勾配 0.05%

A2 勾配 0.05%

B1 勾配 0.5%

D2 勾配 1.5%

D1 勾配 1.5%

C2 勾配 1.0%

C1 勾配 1.0%

B2 勾配 0.5%

0.05%～1.5%

三角堰

0.6m 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

クレソンの浄化性能・維持管理方法調査 
平成 11 年 6 月～平成 12 年 1 月 

観賞用植物の水質浄化性能調査 
平成 12 年 6 月～平成 13 年 2 月 

住民参加手法調査 
平成 11 年 10 月～平成 13 年 3 月 

技術的 

特 徴 
○実験に用いた植物 

○クレソンの間引き方法・頻度 

水路・勾配 B1・0.5% B2・0.5% 

苗の間引き量 水路の 1/2を除去 水路全面除去 

苗の植栽方法 1/2 残った苗を水路全面に広げる 水路 1/2 量の泥が付着して
ない苗を植栽する 

苗の間引き頻度 水質調査の結果から 水質調査の結果から 
 

植物名 科名 学名 花期 備考 

ｸﾚｿﾝ ｱﾌﾞﾗﾅ科 Naturtium off cinale 5～6月 常緑で越冬する。繁殖力旺盛

ﾙｼﾏｷｱ ｻｸﾗｿｳ科 Lysi achia nummularia 3～5月 黄色の花が咲く。繁殖力強い

ﾉﾊﾅｼｮｳﾌﾞ ｱﾔﾒ科 Iris ensata var.spontanea 6～7月 ﾊﾅｼｮｳﾌﾞの母品種 

成 果 

の概要 
①勾配 0.05%水路（通水量 79.3ｍ3/日）では、植栽後 2～2.5 箇月後に水質浄化性能

が低下した。 
②水路前面除去後、クレソンの苗のみ水路 1/2 量植栽の維持管理を行った場合、H11
年 11～12 月の平均除去率は、T-N7.7%、T-P32.6%、SS66.7%、COD13.5%、

BOD28.9%であった。 
③花卉植物で、クレソンのように根菌を繁茂させるリシマキアは粒子状物質の除去

作用が若干小さいが、ほぼ同等の浄化性能を示した。H12 年６月～平成 13 年１月

の平均除去率は、T-N11.7%、T-P18.5%、SS44.0%、COD12.9%、BOD21.8%で

あった。 
④ノハナショウブはクレソンやリシマキアに比べて、全ての項目で水質浄化性能が

悪かった。平成 12 年 6 月～平成 13 年 1 月の平均除去率は、T-N8.0%、T-P14.3%、

SS34.0%、COD9.1%、BOD13.7%であった。リシマキアはクレソンと同様に根や

株が密に広がり、クレソンのようには根菌を繁殖させないノハナショウブより粒

子状物質のろ過作用が大きかったと考えられた。 
⑤住民参加手法調査の結果、施設に関する情報について多くの情報を持ち、体験が

あった人が施設に対して肯定的な意見を持つ傾向があると考えた。さらに、本施

設を住民参加型施設として定着させるためには、より多くの人への情報提供を行

うことが重要であると考えられた。 
⑥実験結果より、水質浄化施設としての安定した処理能力を持つための運用計画

（案）を考えた。4 本の水路を組合せ、1 水路当たり 3 箇月に 1 回の頻度で休止し

間引きを行い、同時に 3 本の水路に通水する運用が考えられた。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

6 水質

浄化 
接触酸化 

 
◎ 

実験施設 実   験   名 

琵琶湖型実験池 太陽エネルギーを用いたひも状接触方式浄化実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 11～13 年度 株式会社 日立製作所 
実   験   概   要 

目 的 貯水量約 1,000ｍ3の実験池に原水ポンプの動力源に商用電源とソーラー電源を併

用し、接触材としてひも状繊維を用いた浄化施設を設置して浄化特性を把握し、湖

沼等の閉鎖性水域への適用性の検討を目的とする。 
調査・ 

実験方法 
琵琶湖型実験池に実験施設を設置した。全体が 3 槽で構成され、第 1 層の下流側

端部に通水ポンプが設置されている。第 1 槽は浮上型構造を考慮して平面的に広い

構造（曝気無し）とし、第 2 層は好気処理槽として、常時曝気を行うため上下に高

い槽とした。第 3 層は沈降槽としての機能を持たせる槽（曝気無し）とした。 
定期的に、池水や各槽処理水の水質の測定・分析を行った。 
測定・分析項目：水温、DO、pH、EC、濁度、Chl-a、COD、T-N、T-P、SS、

透明度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験施設の全体構造 

 

 

 

 

 

 

 

実験施設第１槽外観         第２槽、第３槽外観 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

平成 11 年 6 月 14 日～7 月 1 日  施設の試運転 
平成 11 年 7 月 31 日～平成 12 年 1 月 31 日  定格流量での本運転 
平成 12 年 8 月 7 日～平成 13 年 1 月 31 日  定格流量での本運転 
平成 13 年 7 月 4 日～11 月         定格流量での本運転 

技術的 

特 徴 
○ひも繊維接触材 

接触材は、第１、3 槽では、無機物の付着性能が高いとされる芯部が密に編まれ

た幅の狭い接触材を選定し、第 2 槽では、接触材全体にわたって曝気による好気作

用が助長されやすいように幅の広い接触材を選定した。 
 仕 様 外見写真 

第
１
・
３
槽 

サイズ  ：幅 40 ㎜ 
材 質  ：ﾅｲﾛﾝ、ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ、ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ（芯部）
比 重  ：1.7 
耐引張力 ：>300N/20 ㎝ 
伸 び  ：>35% 
比表面積 ：4 ㎡/m 
質 量  ：15g/m 
価 格  ：780¥/m 

 

第
２
槽 

サイズ  ：幅 70 ㎜ 
材 質  ：塩化ﾋﾞﾆﾘﾃﾞﾝ、ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ（芯部） 
比 重  ：1.7 
耐引張力 ：>600N/20 ㎝ 
伸 び  ：>35% 
比表面積 ：2 ㎡/m 
質 量  ：25g/m 
価 格  ：800¥/m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１弾ひも枠ユニット     第２弾ひも枠ユニット     第３弾ひも枠ユニット 

成 果 

の概要 
①接触時間 1～3 時間で夏季のクロロフィル a 除去率は、50～80%程度が得られ、原

水クロロフィル a が 20μｇ/L 以上の範囲で良好な性能を示した。 
②本浄化施設の総処理量が約350ｍ3/日以上で最大のクロロフィルa除去率が得られ

る予想され、省エネルギー運転の観点から、合計処理量 350ｍ3/日程度が最適な運

転条件であると考えられた。 
③浄化施設の全消費電力（1.2kw、24 時間連続運転）のうち、ソーラー発電（2kw、

バッテリー無し）で賄った電力は約 25%であった。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

7 水質

浄化 
接触酸化他 

 
◎ 

実験施設 実   験   名 

自然循環方式浄化実験施設 自然循環方式浄化実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 11～19 年度 東洋電化工業 株式会社 
実   験   概   要 

目 的 生活排水汚濁水路を対象として開発され実用化されている自然循環方式の河川水

（汚濁物質が低濃度）の浄化能力の把握と浄化能力の向上を目的とする。 

調査・ 

実験方法 
○平成11～16年度 

平成 11～13 年度は、自然循環方式の河川水及び代掻き期間中における浄化実験

を行った。 
平成 14～16 年度は、T-N の除去能力の向上を主目的としてメタノールや麦ヌカ

を添加し、窒素除去の効果を検証した。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験施設と添加位置 

 

○平成 17～18 年度 

生物処理では完全な処理が難しく、また琵琶湖の水質調査でも年々増加傾向にあ

る COD に着目し、水質浄化実験を行った。 

 

 
 

 

 

 

改造後の自動循環方式水処理装置 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

通水開始日：平成 11 年 4 月 13 日 
浄化対策水：平成 11 年 4 月 13 日～平成 17 年 3 月 31 日 
メタノール及び麦ヌカ添加実験：平成 14 年 8 月 28 日～平成 15 年 3 月 31 日 

平成 15 年 5 月 13 日～平成 15 年 11 月 5 日 
平成 15 年 11 月 25 日～平成 16 年 9 月 30 日 

連続通水試験 ：平成 17 年 10 月～平成 18 年 12 月 
実験結果まとめ：平成 19 年 1～3 月 

技術的 

特 徴 
○平成 11～16 年度 

自然浄化方式浄化施設の充填材の特徴 
名称 材質・物性 特徴 

接触ろ材 ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾞﾚﾝ樹脂 
構造特性により水中の浮遊物・ｺﾞﾐ等を除去。また、
ろ材に着生した微生物により水中の有機物の削減
が期待できる。 

ｾﾞｵﾗｲﾄ系鉱物 陽イオン交換容量 
150meq/100g 以上 

大きい陽イオン交換性を持ち、アンモニア態窒素
を吸着除去する。 

炭素系有機物 しいたけホダ木等 
C/N 比 80以上 

C/N 比が大きく微生物にとって窒素が少ない環境
のため、微生物が窒素を取り込みやすい状況をつ
くり出す。また微生物の繁殖にとって好ましい多
孔構造をしており、脱窒の促進を促す。 

脱リンろ材 鉄系素材 リンを水中のリン酸と難溶性化合物を生成させる
ことで除去。 

キトサン木炭 木炭とｷﾄｻﾝの複合体 微生物が住みつきやすい条件を備えており、微生
物の機能を発揮させ、BOD・COD を除去。 

石灰石 鉱物 他のろ材のおもしとして槽最上部に用いる。硝化
反応のよるpH低下の防止などpH調整機能あり。

再処理木炭 木炭 
比表面積 100㎡/g 

再燃成処理が施された木炭で、物質を吸着する能
力があり、脱色・脱臭を行う。合成有機物・浮遊
物質の吸着濾過効果もある。 

○平成 17～18 年度 

 

実験に用いたろ材（左）とろ材の内部構造（右） 

成 果 

の概要 
平成11～13年度 

①150～200m３/日通水時において、SS で 96%、BOD で 5%、COD で 30%、T-P で

49%、T-N で 21%の汚濁負荷除去量を示した。 
②150ｍ３/日以上の通水では、現状の鉄系脱リン材では、PO4-P の除去は難しいと考

えられた。また、BOD、COD については、冬季の水温の下がる時期には、３～

５割程度除去率が減少することが確認された。 
平成14～16年度 

①メタノールおよび麦ヌカを添加することにより、いずれも脱窒が促進されること

が分かった。 
②脱窒効果はメタノールの方が麦ヌカより高い傾向があった。 
③麦ヌカの添加量を多くすることで、さらに脱窒効果を向上させることが可能と考

えられた。 
平成17～18年度 

①セラミック複合木炭を充填した実験対象施設（2 層構造）全体の COD の平均除去

率は 36.7%であった。また、D-COD の平均除去率は 26.7%であった。 
②①の結果から、COD の除去効果は単なる SS 除去による相乗効果ではなく、セラ

ミック複合木炭の持つ吸着性能やそこに定着する微生物の効果によるものと思わ

れる。 

木炭層

セラミックス層 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

8 水質

浄化 
ろ過 

 
◎ 

実験施設 実   験   名 

限外ろ過膜施設 限外ろ過膜実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 9～11 年度 東レエンジニアリング 株式会社 
実   験   概   要 

目 的 水道用限外ろ過膜が河川水の直接浄化方法として、使用可能かを把握するために、

浄化効果、処理能力の評価を行うことを目的とする。 

調査・ 

実験方法 
○運転状況調査 

膜差圧、原水および処理水濁度等のモニタリング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
装置のフロー図 

○水質浄化性能調査 

原水と処理水の水質調査、PAC（ポリ塩化アルミニウム）注入による性能調査 

水質調査項目：SS、CODMn、BOD、T-N、T-P、T-Fe、T-Mn、Al、Ca、過マン

ガン酸カリウム消費量、E260（紫外線吸光度）、硝酸性窒素および

亜硝酸性窒素、NH4-N、塩素イオン、pH、濁度、色度、臭気、味、

一般細菌、大腸菌群 
○難分解性有機物除去性能調査 

一般水質項目およびGPC-TC分析による有機物組成 

水質調査項目：水温、pH、DO、SS、Chl-a、BOD5、CODMn、P-COD、D-COD、

TOC、P-TOC、D-TOC、T-P、P-P、PO4-P、T-N、GPC-TC 

○微量有害物質調査 

ミクロキステキン、カビ臭、1,3 ジクロロプロペン、シマジン、チウラム、 
チオベンカルブ、クロロホルム、ジブロモクロメタン、ブロモクロロメタン、

ブロモホルム、総トリハロメタン 

 

ストレーナ 

原水タンク

P
P

B
ブロア

UF膜

P

処理水

濁度計

残塩計

P

ストレーナ 

塩素→

P
P

逆洗タンク

B
↓原水採水場所

膜
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

平成 10 年４月～平成 11 年３月 
平成 11 年４月～平成 12 年３月 

技術的 

特 徴 
○分離手法と除去対象物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○実験に用いた UF 膜 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成 果 

の概要 
①年間を通して安定した水質浄化性能が得られ、前処理や凝集剤の添加を行わずに

運転することが可能であった。 
②年平均除去率は、COD、BOD が 40%以上、T-N が 14.5%、T-P が 72.6%、SS が

92.0%であった。 

分 離 手 法 物質寸法 水中不純物

塩素イオン 
アンモニウムイオン 
ナトリウムイオン 
カルシウムイオン 
クロロホルム 
トリクロロエチレン 
ジェオスミン 
残留農薬 
界面活性剤 

イ
オ
ン  
溶  

解  

性  

成  

分 
 
 

コ 

ロ 

イ 

ド 
 
 

懸 

濁 

性 

－ 1nm フルポ酸 

－10nm フミン酸 

ウィルス 

シルト 
藻 類 
原虫類 

－0.1μm 

－ 1μm 

粘土類 
細菌類 

精

密

ろ

過

法

限

外

ろ

過

法

ナ

ノ

ろ

過

法

逆

浸

透

法

活

性

炭

吸

着

凝

集

ろ

過

酸化

凝析
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調査・実験事例紹介票（1/4） 

番号 実験分類 実用化の有無 

9 水質

浄化 
ろ過 

 
◎ 

実験施設 実   験   名 

実フィールド 路面排水処理施設の検討実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 12～17 年度 滋賀県 
実   験   概   要 

目 的 降雨時の路面排水による公共用水域への流入負荷を削減（面源負荷削減対策）す

ることを目的として、降雨時の路面排水の初期フラッシュ水（降り始めの約 2～
3mm）を選択的に集水し浄化する低コスト、省スペース型の路面排水処理装置の開

発を行い、その水質浄化性能についてモニタリング調査を実施する。 
調査・ 

実験方法 
○浄化施設の検討 

・処理施設（装置）の事例・文献調査、図案作成 
・ゴミフィルター・SS フィルター検討 
・着色水による水利実験 
・水質浄化性能試験（充填土壌の検討） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討フロー 

○浄化装置の設計 

・道路側溝型路面排水処理装置の考案 
・道路側溝型路面排水処理装置の分水部に関する室内検討 

 
○道路側溝型路面排水処理装置の現地での水質浄化性能調査 

○路面排水中汚濁物質（黒色物質）の由来調査 

①路面排水の実態把握 

・文献、概往事例調査 

・路面排水の汚濁負荷流出特性調査 

②路面排水処理装置の考案 

・基本方針立案 

・構造検討（室内試験） 

・充填土壌の選定 

③ます型パイロット装置による実証試験 

・水質浄化性能調査 

・維持管理方法検討 

・課題抽出 

④側溝型型パイロット装置による実証試験

・水質浄化性能調査 

・課題抽出 

ます型装置での試験

結果を参考にして側

溝型装置を作製する
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調査・実験事例紹介票（2/4） 

調査・ 

実験方法 

○パイロットプラントモニタリング 

  

対象 調査名称 調査内容 

目詰まり原因調査および機能回復

作業（浄化桝の充填土壌調査） 

■目詰まり原因調査 

■機能回復作業 

水質浄化性能調査 

■処理前水、処理後水の水質分析 

基本項目および油分､重金属類､

揮発性化合物､スチレン､PAHｓ､ア

ルキルフェノール 

土壌の持続性調査 

■充填土壌（マサ土）、表面堆積物の

土壌分析 

富栄養化物質、油分、重金属類 

土壌処理方法検討調査 

■充填土壌（マサ土）、表面堆積物の

土壌分析 

・溶出試験：土壌環境基準項目 

・含有試験：土壌含有量基準（土壌

汚染対策法） 

側溝型パ

イロットプ

ラント 

メンテナンス調査 

■処理水流量の測定・調整 

■集水トラフ内清掃 

■土砂堆積状況の記録 

水質浄化性能調査 

■処理前水、処理後水の水質分析・ 

基本項目および油分､重金属､揮

発性化合物､スチレン､アルキルフ

ェノール､PAHｓ 

改良型 FF 
クリーナー

メンテナンス調査 ■処理水流量の測定 

■集水トラフ内流入土砂の計量 

■土砂堆積状況の記録 

調 査 

実施日 

 
調査対象 調査名称 調査実施日 

目詰まり原因調査および

機能回復 
H16：4 

水質浄化性能調査 H14：12/16 
H15： 8/26、10/13、11/20 
H16： 2/3、8/22、10/19、12/4 
H17： 1/15 

土壌の持続性調査 H15： 8/4  H16：2/9 
土壌処理方法検討調査 H15： 8/4  H16：2/9、1/1 

側溝型パイ

ロットプラント 

メンテナンス調査 H15：7/9、9/11、8/19、8/29、9/19、10/6、
10/29、11/19、11/27、12/18 

H16： 2/6 、2/26、7/29、8/24、9/2 、9/30、
10/27、12/11 

H17：2/12 
水質浄化性能調査 H16：8/22、12/6  H17：1/15 改良型 FF 

クリーナー メンテナンス調査 H16：8/3、9/20、12/11、12/29 
H17：1/25、2/12 

その他 路面排水中汚濁物質（黒

色物質） 由来調査 
H14：10/19、11/29、12/17 
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調査・実験事例紹介票（3/4） 

技術的 

特 徴 
○側溝型路面排水処理装置パイロットプラント 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

側溝型路面排水処理装置 

 

○改良型ＦＦクリーナー 

・側溝型パイロットプラントからの継承点 
①初期降雨2mmを処理対象水と

する 
②集水トラフによる集水構造 
③土壌による緩速濾過 

・側溝型パイロットプラントからの

修正点 
ア）浄化槽をコンクリート製とし量産性、施工性の向上、低コスト化を図る 
イ）植樹帯幅 70cm の栗東志那中線湖周道路取付部に設置するため、小型の処理

槽を 2 個連結した道路縦断方向に長い形の浄化槽 
ウ）新型集水トラフの考案 

改良型Ⅰ：集水トラフ内に流入した土砂が浄化槽内に流れ込みやすくなるよ

う集水トラフ内の勾配を大きくし、集水トラフに土砂が残りにく

くした 
改良型Ⅱ：集水トラフ内に流入した土砂を貯留する土砂溜りを設けた 

エ）処理水流量調整バルブの廃止を行った。 
成 果 

の概要 
①浄化施設の検討 

・道路そばに設置する装置における集水面積の最小単位は道路の側溝ます（または

配水管）の間隔に依存する。 
・分水構造としてスリット板（分水板）の形状を検討した結果、スリット幅が狭い

ほど混合が起こりにくく、流路やスリット間隔が長いほど混合が少ないことがわ

かった。 
・装置内に充填する土壌として、赤玉、マサ土、川砂の 3 つについて検討を行った

結果、いずれの土壌においても粒子状物質については実用的な性能が得られた。

改良型Ⅰ（標準タイプ） 改良型Ⅱ（土砂溜タイプ）
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調査・実験事例紹介票（4/4） 
成 果 

の概要 
②浄化施設の設計 

・道路側溝型路面排水処理装置の分水部基本構造について、5 タイプを検討した結

果、「2 重ますタイプ」が最も問題点が少なく、実現性が高い構造であると考えら

れた。 
・分水能力試験、通水能力試験を行うことによって、分水部構造を決定した。分水

部構造は、(1)分水能力向上策として、通水角パイプに混合阻止版を設置する、(2)
降雨強度 40mm/h で貯留タンクへの導水を可能とするために、通水角パイプ幅は

2cm とする。 
・通水角パイプ付近の土砂は、通水角パイプならびに通水角パイプ付近の集水溝に

傾斜を持たせることで、降雨によって洗い流されることが確認でき、本装置は維

持管理が容易であると考えられた。 
 

③道路側溝型路面排水処理装置の現地での水質浄化性能調査 

・現地での水質浄化性能を調査した結果、初期フラッシュ水からの除去率はそれぞ

れ COD：84.8%、TOC:85.5%、T-N：52.9%、T-P：93.4%であり、良好な水質浄

化性能が確認できた。また、重金属において検出された鉛やクロムは測定限界以

下まで除去されていることが確認できた。 
 

④路面排水中汚濁物質（黒色物質）の由来調査 

・路面排水中黒色物質、タイヤ、舗装材、ディーゼル車排ガスの熱分解 GC/WS 分

析結果を基に各物質の路面排水中黒色物質への寄与率を求めた結果、寄与率はタ

イヤ＞アスファルト＞ディーゼル車排ガスの順であると考えられた。 
 

⑤パイロットプラントモニタリング 

・道路側溝に設置した装置の水質浄化能力について、約 2 年間の平均除去率は

COD73.1%、TOC64.7%、T-N48.5%、T-P90.3%、SS96.9%、油分 82.8%であっ

た。また、重金属、スチレン、アルキルフェノール等については、処理後水の濃

度が ND 等低い値を示す項目が多かった。 
・浄化桝内の充填土壌（マサ土）と流入してきた表面堆積物について、汚濁物質の

含有量および溶出量の調査を行った結果、充填土壌及び堆積物とも、土壌対策法

における土壌含有量基準をすべて満足しており、また、溶出試験結果についても

環境基本法における土壌環境基準をすべて満足していた。 
・メンテナンス調査の結果、装置の適正な流量を維持するため、1 回/年の頻度で装

置の表面堆積物を除去する必要があることが確認された。 
・側溝型パイロットプラントを基本に、量産性、施工性、低コスト化を図った改良

型について、水質浄化性能等を調査した結果、パイロットプラントと同程度の除

去効果が得られた。 
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調査・実験事例紹介票（1/4） 

番号 実験分類 実用化の有無 

10 水質

浄化 
ろ過 

 
○ 

実験施設 実   験   名 

実フィールド 路面排水の COD 対策実証実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託実験 平成 10～13 年度 滋賀県 
実   験   概   要 

目 的 平成 10～12 年度：降雨時の路面排水が道路側溝から河川へ直接流出する現状に対

し、その排水を草地浸透・自然的な池（ビオトープ）へ導くことにより、いかに COD
負荷が削減できるかの検討を目的とする。 
平成 13 年度：降雨時における道路排水の公共用水域への流入負荷削減対策（市街

地からの面源負荷対策）として、初期フラッシュ部分のみを選択的に浄化する装置

設計、実際に設置して、初期フラッシュ水に対する性能の確認や運転時における維

持管理面での問題点などの検討を目的とする。 
調査・ 

実験方法 
平成10～12年度 

1 降雨における路面排水の緑地帯における路面排水の緑地帯浸透実験施設および

ビオトープ池実験施設の水質浄化性能、緑地帯浸透実験施設の充填土壌の目詰まり

状況をを調査した。 
○水質調査 

水質調査項目：pH、SS、COD、D-COD、P-COD、D-TOC、P- TOC、TOC、
T-N、NH4-N、NO3-N、NO2-N、T-P、PO4-P、GPC-TC 、流量

○目詰まり調査 

緑地帯浸透実験施設の充填土壌の目詰まり状況を把握するため、透水試験を

行い、施設の長期使用による土壌浸透帯の透水速度の変化を調査した。 

○土壌調査 

施設に堆積した土壌の有機物含有量等を調査した。 
土壌調査項目：粒度組成、TOC、T-N、T-P、バイオマス炭素、バイオマス窒素

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

目詰まりの進行模式図 
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調査・実験事例紹介票（2/4） 
調査・ 

実験方法 

平成13年度 

設置する路線の選定後、パイロットプラントを設置し、装置における透水性、有

機物などの水質浄化性能および実験前後の土壌調査を行った。 

期間中の 4 降雨を対象に、採水調査および装置の透水性調査を行い、水質浄化性

能および透水性などを持続性とともに検討した。 

 

○水質調査 

水質調査項目：COD、P-COD、D-COD、P-TOC、D-TOC  

○土壌調査 

装置に充填した土壌の有機物、窒素、リンなどの含有量等を調査および有害

物質の溶出試験を行い、土壌の持続性などを検討した。 
有害物質：カドミウムまたはその化合物、シアン化合物、鉛またはその化合物、

六価クロム、砒素、総水銀、アルキル水銀、PCB、ベンゼン、セレ

ンおよびその化合物 
 
 
 

 

 

 

 
 

施設の概要 

 
 
 
 
 
 
 

設置状況 

調 査 

実施日 
平成 11 年１月 24 日（１降雨） 
平成 11 年６月 28 日（開始前透水性調査） 
平成 11 年７月 12 日、７月 18 日、９月 15 日、10 月２日（４降雨） 
平成 12 年１月 11 日（終了時透水性調査） 
平成 12 年６月 13、14 日（開始前透水性調査、土壌調査） 
平成 12 年８月 31 日、９月 15 日、９月 23 日（３降雨） 
平成 12 年９月 28 日（終了時透水性調査、土壌調査） 
平成 13 年 9 月 30 日、10 月 16 日、11 月３日、11 月 29 日（４降雨） 
平成 14 年１月 14 日（透水性調査）１月 17 日（終了時土壌調査） 
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調査・実験事例紹介票（3/4） 
技術的 

特 徴 
○平成10～12年度 

 

 

 

 

 

 

透水性調査装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験の模式図 

 

○平成13年度 

実験装置は、初期フラッシュ水のみを選択的に浄化する。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

分水機能の概念図 

②空隙部満水後 
初期フラッシュ後の水が

スリット上を流下する（空

隙部内と混合しない） 

①空隙部満水前 
初期フラッシュ水がスリ

ットを通過して空隙部に

貯留される 
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調査・実験事例紹介票（4/4） 
成 果 

の概要 
 

平成 10～12年度 

①道路排水の初期フラッシュ水は、積算流量 2.0L/㎡までに終了し、その後は比較的

水質濃度の低い水が流れ続ける。 

②道路排水の初期フラッシュ水濃度は、溶存態物質については、先行晴天日数が長

いほど高濃度になるが、先行晴天日数が 5～10 日ではそれ以上高濃度にならない。

③草地浸透により道路排水を処理する時には、初期フラッシュ水 2～5L/㎡を対象に

し、残りの排水は処理施設に導かない方法によれば、除去効率が改善すると考え

られる。 

④透水試験の結果、上流部で目詰まりが見られ下流部では透水性の向上が見られた。

これにより、緑地浸透帯には目詰まりを改善する作用（動植物の働きなど）があ

ると考えられた。 

⑤GPC-TC 調査の結果、緑地浸透帯では、溶存有機物の組成に変化が少なく、全分

子量帯でピーク高が減少していた。 
 
 
平成13年度 

①道路排水の初期フラッシュ水継続水量は、2～3L/㎡（道路１㎡当たり水量、降雨

量 mm と同値）で、設計したパイロットプラントが適用可能であることが判明し

た。 

②初期フラッシュ水の平均 COD 濃度は 42mg/L で、処理水の平均 COD 濃度は

9.6mg/L であった。この濃度は、初期フラッシュ後水の平均 COD 濃度 18.7mg/L
を下回る値であった。初期フラッシュ水に対する各調査回の水質濃度除去率は、

全有機物（COD、TOC）で約 70～90%、粒子状有機物（P-COD、P-TOC）で 90%
以上、溶存態有機物（D-COD、D-TOC）で約 40～75%であった。また、4 回の

水質調査の間（約 2.5 箇月）に水質浄化性能が低下する傾向はみられなかった。 

③実験後、装置内の土壌表面（空隙部の底面）には道路排水由来と思われる黒色物

質（表面堆積物）が 2mm の厚さで堆積しており、装置内保留量の有機物の 55%
が表面堆積物として除去されていた。充填土壌及び表面堆積物の溶出試験結果で

は、土壌環境基準を下回っていた。 

④本装置における溶存態有機物の浄化特性を GPC 分析に基づいて解析した結果、処

理前後で全分子量帯（保時間 50～120 分間）におけるピーク高さが低下していた

ことにより、幅広い分子量帯での溶存有機物が除去されていたことが確認された。

また、難分解性有機物の 68%が除去されていることが示された。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

11 水質

浄化 
植生浄化 

 
○ 

実験施設 実   験   名 

浅池型浄化実験施設 浅池型浄化施設における水質浄化特性実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

自主実験 平成 17 年度  
実   験   概   要 

目 的  
クレソン等を水耕栽培した水深5cm程度の水路における水質浄化性能の検証を行

うとともに、適切な維持管理方法の検討、また浄化副産物の有効利用方法について

検討することを目的とする。 
 

調査・ 

実験方法 
クレソンを植栽した実験区において、水質調査、底質調査および植生調査を、対

照区において水質調査、底質調査を実施した。また、流下方向における水質浄化能

力の違い、浄化効果における粒子除去の寄与度、物質収支について検討した。 

 

○水質調査 

各項目の溶解性成分の分析を行うことで、浅池における水質浄化が、懸濁態、溶

解性物質のどちらへの寄与が高いがを把握した。流下距離ごとに採水、分析を行い、

浅池における水質浄化効果と流下距離の関係を把握した。 
水質調査項目：気温、水温、COD、D-COD、TOC、SS、T-N、D-T-N、T-P、D-T-P、

濁度 
 

○底質調査 

一定面積の底泥を採集し、コンポジットサンプルを作成した。 
底質調査項目：含水率、比重、T-C、T-N、T-P、ORP、泥厚 

 
○植生調査 

高さ（池底面から鉛直方向へのクレソンの背丈）、被度・群度の測定を行った。ま

た、実験開始前の移植時に、移植したクレソンの総湿重量を測定した上で、以下の

項目の測定を行った。さらに底質調査と同時期に一定面積内のクレソンについて、

湿重量を測定した後、コンポジットサンプルを作成し、以下の項目の測定を行った。

クレソン含有量測定項目：含水率、T-C、T-N、T-P 
 

○濁度調査及び流量調整 

実験開始後、流量と濁度の測定を毎日実施した。流量は流入口に三角堰を設置し

て、規定の流量になるよう水位を維持した。 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

実験は、クレソンが繁殖しやすいと思われる 9 月から開始し、クレソンの生長を

確認しながら 12 月上旬まで行った。 
濁度調査・流量調整：平成 17 年 9 月 8 日～12 月 7 日 
水質調査：平成 17 年 9 月 12 日、20 日、10 月 19 日、11 月 8 日、12 月 7 日 
植生調査：平成 17 年 9 月 12 日、20 日、10 月 19 日、11 月 8 日、12 月 7 日 
底質調査：平成 17 年 9 月 14 日、20 日、10 月 19 日、11 月 8 日、12 月 7 日 

技術的 

特 徴 
○浅池のイメージ（実験開始時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○効果的な池の配置案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○実験池における物質収支 

 

吸収・固定・系外排出等（kg）
項目 流入負荷 

(kg) クレソン 底泥 その他 
増加
(kg) 流出(kg) 流入-流出

(kg) 
T-N 8.06 1.89 0.04 - 0.55 6.68 1.38 
T-P 0.62 0.09 0.02 0.02  0.49 0.13 

成 果 

の概要 
①最適流量における各水質項目の除去率（クレソンの場合）は、COD9.3%、SS54.3%、

T-N11.7%、T-P28.0%であった。 
②住民参加型の維持管理が可能であり、浄化副産物を堆肥化し再利用できるものと

考えられた。 

 

実験池 対照池 

クレソンを面積比

約 1/2に植栽 

遮 光す る た め、

寒冷紗を設置 
：水の流れ 

寒冷紗 

クレソン(1/2植栽) 

A A 

断面図(A-A 断面) 

平面図 

クレソンの移植後の様子 

流入
8.06

底質
-0.04

クレソン
-1.89

流出
6.68

T-N

水質の流れ 蓄積・系外排出

単位；kg

流入
0.62

底質
-0.02

クレソン
-0.09

生物的
要因な

ど

流出
0.49

T-P

水質の流れ 蓄積・系外排出

単位；kg

増加分

大気
0.55

  
1
5m

6m

2.5m

水の流れ

水の流れ

現状 変更案

1
5m

6m

2.5m

水の流れ

水の流れ

現状 変更案
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

12 水質

浄化 
植生浄化他 

 
○ 

実験施設 実   験   名 

Biyo センター各施設 難分解性有機物削減実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 10、11 年度 国土交通省、滋賀県 
実   験   概   要 

目 的 琵琶湖のCOD濃度上昇の原因として環境中で分解されにくいCODの増加が示唆

されている。また、この難分解性 COD は土壌との接触により分解が増進されるこ

とが考えられる。本実験は実験センター内の河床構造・護岸構造の違う人工水路と

滋賀県内の琵琶湖流入河川において、流下に伴う難分解性有機物量・有機物組成の

変化の違いを調査し、多自然型河川における難分解性有機物の分解能および琵琶湖

の COD の削減の可能性を検討することを目的とする。 
さらに、実験センター内の他の実験施設での難分解性有機物量・有機物組成の変

化についても調査を行う。 
調査・ 

実験方法 
実験水路および実験施設を流下することによる水質変化を調査した。 

○調査施設 

コンクリート 3 面張り水路、Ｊ字水路、多自然型水路、浅池型植生浄化実験施設、

土壌浄化実験施設、UF 膜ろ過浄化実験施設、深池型浄化実験施設 

○水質調査 

実験センター内の水路、水質浄化施設および琵琶湖流入河川（草津川、長命寺川）

において、難分解性有機物を含む水質変化を調査した。 

流下する水塊の水質変化を捉えるため、上流側と同じ水塊を下流側で採水・分析

した。 
水質調査項目：pH、DO、SS、Chl-a、BOD、COD、P-COD、D-COD、TOC、

P- TOC、D-TOC、T-P、P-P、PO4-P、T-N、GPC-TC  

○生分解性調査 

実験センター内の各施設への流入水および琵琶湖流入河川（草津川）の上流にお

ける溶存有機物の特性を把握するために、採水し、生分解性試験を行った。 

分析項目：COD、P-COD、D-COD、TOC、P- TOC、D-TOC、GPC-TC 
 

調 査 

実施日 

実験水路・実験施設 
秋季：平成 10 年 11 月 16 日、30 日   冬季：平成 11 年 1 月 18 日、26 日 
春季：平成 11 年 5 月 28 日        夏季：平成 11 年 8 月 30 日 

草津川  平成 11 年 8 月 14 日 
長命寺川   平成 11 年 8 月 22 日 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
  
技術的 

特 徴 

○土壌との接触による浄化作用 
実験施設 
実験水路 主な水質濃度変化 作用 

土壌浄化 
実験施設 

・全窒素（T-N）を除いた全ての水質項目について処
理水で低濃度になった。 

・難分解性有機物が含まれると考えられる分子量帯で
の有機物の除去が見られた。 

・土壌の前処理施設によるろ過作用
・土壌中微生物による分解作用 
・土壌への吸着作用 
・溶存態難分解性有機物の除去作用

三面張水路
・流入水が高濃度の時に粒子状成分が下流部で低濃度

になったが、流入水が低濃度時の時は濃度変化が見
られなかった。 

・粒子状物質の沈降作用 

Ｊ字水路 
・生物化学的酸素要求量(BOD)が下流部で低濃度にな

った。 
・下流部で粒子状物質の増加が見られる時があった。

・土壌または植生表面の微生物によ
る接触酸化分解 

・植生表面からの粒子状物質の放出

多自然型 
水路 

・流入水の濃度に関わらず粒子状成分が下流部で低濃
度になった。 

・生物化学的酸素要求量(BOD)、全窒素(T-N)が下流
部で低濃度になった。 

・粒子状物質の沈降作用 
・土壌または岩石表面の微生物によ
る接触酸化分解 

○植生による浄化作用 
実験水路・施設 主な水質濃度変化 作用 

浅池型植生 
浄化実験施設 

・粒子状物質が処理水で低濃度になった。 
・低流量運転時に粒子状および溶存態成分が高
濃度になった。 

・堆積物が多いときリン酸性りん(PO4-P)や溶
存態有機物が高濃度になる。 

・植生根圏におけるこしとりと堆積
・堆積物からの物質の放出 

Ｊ字水路 
・生存科学的酸素要求量(BOD)が下流部で低濃
度になった。 

・下流部で粒子状物質の増加が見られた。 

・土壌または植生表面の微生物によ
る接触酸化分解 

・植生表面からの粒子状物質の放出

○高度処理による浄化作用 

膜ろ過による粒子状成分等の浄化機能を持つと考えられるUF膜ろ過実験施設での

難分解性有機物量・有機物組成の変化 

○実際の河川による浄化作用 
浄化効果の

因子 草津川 長命寺川 対応する実験施設 
または実験水路 

川 
砂礫、人工構造物(15%) 
(人工構造物は、堰、蛇篭、コ
ンクリート河床であった) 

(上流から)砂礫 砂 シルト 
(下流地点付近で底泥厚大) 

(多自然型水路) 
(コンクリート三面張水
路) 

河
床 

伏流水 有り 調査対象外 土壌浄化実験施設 
水際の 
植物 

ほとんどなし 
(一部ツルヨシのつるが浸水) 繁茂(両岸の約 80%) 

植
生 沈水性 

植物 ほとんどなし 上流で繁茂 
中流・下流はまばらに存在 

浅池型植生浄化実験施
設(J 字水路) 

瀬 有り なし  
淵 上流～下流距離の 40% ほとんどなし 

(寿久橋下で一部確認) 
深池型浄化実験施設
(※)(多自然型水路) 

流達時間 上流～下流：4.4 時間 
(距離：860m) 

上流～下流：79 分～88 分 
(距離：1440m)  

平均流速 3.3(m/min) 18.2～16.4(m/min)  

み
ず
み
ち
の
形
状 

川幅 変化に富む 
(最小 4.5m、最大 14.6m) 

ほぼ一定(約 6.5m) 
下流付近で川幅大(約 13m)  

※：深池型浄化実験施設は土壌層と水層の総合作用と考えられる。

成 果 

の概要 
①土壌浄化実験施設では T-N を除き、全調査項目について、他の施設と比べて処理

水が流入水より濃度変化が大きかった。 
②深池型浄化実験施設では、SS、P-TOC、P-P 等の粒子状成分の濃度が処理水にお

いて低く、本施設の土壌部分でのろ過作用及び池部分での沈降作用により除去さ

れたと考えられた。また、夏季に、光合成生物の一次生産により処理水での濃度

は流入水と比べて、Chl-a は 2.2 倍、BOD は 1.2 倍、DO は 1.6 倍と高濃度であっ

た。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

水質

浄化 
曝気・循環 

13 
底質改善 

 
○ 

実験施設 実   験   名 

実フィールド 湖流創出による水環境改善実験 
受託・協同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 15、16 年度 滋賀県 
実   験   概   要 

目 的 内湖や閉鎖性水域における汚泥の堆積、水質悪化、植物の異常繁茂による航行、

景観阻害、悪臭等の諸問題を、「湖流の創出」によって解決をはかることを目的とし、

木浜内湖１号水路内において、噴流型（実験区１）及び湧昇型（実験区２）の実験

装置を用いてその効果についての調査を目的とする。 
調査・ 

実験方法 
実験水域の概要を右図、実験装置による湖流の特徴を下表に示す。 
装置 湖流の特徴 

噴流型 
（実験区１）

  

・噴流方向に広範囲にわたり大きな流れが形成され、底層でも流れが形成されていた

・壁部および岸付近では、跳ね返りによる流れの干渉、乱れが生じていた 
・装置後方においても緩やかな流れが形成されていた 
・噴流前方では、10cm/s 以上の流速がみられるが、噴流側方や後方では 1cm/s 程度の

遅い流速となっていた 

湧昇型 
（実験区２） 

・羽の回転方向に合わせて、表層水は外向きの、底層水は内向きの流れが観測された

・噴流型に比べ流速は小さいが、ヨシ帯付近を除けば広範囲にむらなく流れが形成さ

れていた 
・水域全体で 5cm/s 程度の流速がほとんどであった 

木浜内湖 1 号水路を実験水域とし、汚濁防止膜によって 3 つの水域を設け、実験

区 1、2 および対照区に区分した。 
実験装置による湖流の創出状況や 

湖流による水環境の改善効果を把握 
するため、3 区において、水質、底 
質、臭気、植生、生物の観察測定を 
行った。 
 

 

 

実験水域の概要            実験水域（木浜内湖１号水路） 

調 査 

実施日 

 
項目 調査事項 調査実施日 

DO、濁度等の濃度分布状況 
代表地点でCOD、窒素、リン、プランクトン量等

平成 16 年 5月 24 日、7月 8 日、8 月 16 日、
10 月 12 日、12 月 8 日 

水質 

DO、濁度等の 24 時間変動 平成 16 年 9月 9 日 
底質 窒素、リン等の汚濁状況、底生生物等 平成 16 年 8月 16 日、12 月 8 日 
臭気 特定悪臭物質濃度と官能試験 平成 16 年 9月 13 日 
植生 抽水、沈水、浮遊、浮葉植生の分布状況 平成 16 年 5月 31 日～6 月 1 日 

平成 16 年 8月 27 日～9 月 4 日 
（沈水植物はヒシ繁茂のため 10 月 4 日）
平成 16 年 11 月 25 日～12 月 8日 

生物 シジミの生育状況 畜養ケース回収日 
平成 16 年 5月 29 日、9 月 2 日、12 月 2日 

 

２号水路 

１号水路

対照区 

（比較検討用） 

実験区１ 

噴流）約25 m 

車道 

ヨシ帯

約50 m 約50 m 約25 m 

実験区２ 

（湧昇）
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 
実験区１での噴流型流動促進式水域浄化装置及び実験区２での湧昇循環流方式浄化

装置の仕様と設置概要を示す。 
 噴流型 湧昇型 

寸法 3,025×2,550mm 
（水流発生部 2,400×Φ400mm）

回転半径＝600mm 
羽数：3 

消費電力［kW］ 2.24 0.06 
駆動水量［m3/日］ 

［m3/時間］ 
［m3/秒］ 

16,000 
670 
0.18 

12,400 
520 
0.14 

 
 
 
 
 
 
 

 

成 果 

の概要 
湖流創出により期待される代表的な効果と調査結果の対比を下表に示す。 

①湖流創出により、底質撹乱による SS の上昇、水草の増殖、それに伴う臭気の上昇

が認められた。 
②水質を均質化することにより、植物プランクトンや COD の異常高値回避、底層

への酸素供給、底生生物の生育環境改善という効果を確認することができた。 
③2 種類の実験装置の効果を比較すると、水質、底質や生物の生息環境等、湖流創

出による総合的な効果はほぼ同等であった。 
④噴流型と比較し、設置および維持費とも低コストである湧昇型が、今回実験を行

った水域では費用対効果が高い装置といえる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

湖流により期待される効果と問題点 

 ●噴流型流動促進式水域浄化装置稼動状況 

ジェット・ストリーマー 

ポンプ

運転制御盤 

ケーブル 

エアーポンプ 
機器浮体 

機器カバー 

アンカーチェーン 

電源ボックス 

木浜内湖設置状

稼働状況 

木浜内湖設置状

●湧昇循環流方式浄化装置 

実験区１での噴流型の設置位置
および装置の概要

実験区２での湧昇型の設置位置
および装置の概要

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

湖流の創出 

期待される 
代表的な効果 

①  

植物プランク

トンの異常増

殖抑制等 

水質の改善 

④ 

水草の 

繁茂抑制 

実験結果 
植物プランクトン

の 異 常 増 殖 を

抑制できた 

水 草 の 繁 茂

抑 制 は 確 認

できなかった 

底層に酸素を

供給すること

ができた 

湖流による 
効果・問題点 

・ＣＯＤ等水質の 

異常高値の回避 

・プランクトン原因の 

悪臭は防止 

 

・ＤＯ等の水質の均質化 

・底質の攪乱により 

ＳＳ等が高くなる 

・ヒシの繁茂による 

悪臭の発生、景観悪化 

（特異な年の可能性） 

・沈水植物はヒシの繁茂後 

全ての水域で減少 

・底生生物の 

生育環境の改善 

・夏季に硫化物が 

減少 

② 

貧酸素化等 

底質環境の

改善 

③ 

悪臭発生

の抑制 

⑤ 

生物の 

生息環境

の改善 

臭 気 改 善

はみられな

かった 

シジミの 

生存率上昇 

：可能性のある関係 



資料－107 

調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

水質

浄化 
曝気・循環 

14 
底質改善 
生態関連 

 
－ 

実験施設 実   験   名 

深池型浄化実験施設 曝気循環付浮島による水環境改善実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 15、16 年度 東亜建設工業 株式会社 
実   験   概   要 

目 的 本実験の目的は、「バイオマニピュレーション」と「曝気循環」を組み合わせたシ

ステムが、水の透明度をどのように向上させるかを定量的に把握することを目的と

する。 
調査・ 

実験方法 
○予備実験 

琵琶湖型池において浮島の遮光割合大小、紐状接触材の有無など環境要因を変

えることにより、浮島の遮光効果と紐状接触材の摂餌圧効果を把握することを目

的とする。 
遮水シートにより各隔離水塊を 6 つ（1 つの大きさは 5m×5m×0.4m）つくり、

1.3m×1.3m の浮島と紐状接触材（50 本/m2、L=0.3m）を浮島に取付け、表に示

す 6 ケースについて比較する。 
実験ケース 浮島 紐状接触材 備考 

ケース 1 遮光 
30% 無 遮光材を端に設置 

ケース 2 遮光 
15% 無 浮島を端に設置 

ケース 3 遮光 
15% 50 本/m2 浮島を端に設置 

ケース 4 無 50 本/m2 浮島を端に設置 

ケース 5 遮光 
15% 無 遮光材を中央設置 

ケース 6 無 無 コントロール 
 
○本実験 

2 箇所仕切られた深池型実験施設の一つの水塊に、水を循環させる曝気循環装

置と紐状接触材を取付けた浮島（遮光 25%）からなるシステム装置を設置し、一

方の水塊はコントロールとし、各隔離水塊の水質変化等（水温､pH､DO､SS､クロ

ロフィル a､COD､T-N､T-P､動物プランクトン、植物プランクトン、微小動物、魚

類）を調査する。紐状接触材は 50 本/m2、L=1.5m のものを浮島に取り付ける。

池内の水は 20 日で１回の交換されるよう流入量をおよそ 0.5m3/h に設定した。曝

気装置にはコンプレッサーから 1.5L/min で送気し、装置から発生する上昇流量は

約 490～590m3/日とした。 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 

調 査 

実施日 

○琵琶湖型池調査日及び調査項目 

調査項目 4/11 5/7 5/22 6/11 7/10 7/28 8/5 8/20 8/29 9/10 9/25 10/21
水温、pH、DO、

SS、クロロフィル a ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

COD   ○          

T-N、T-P   ○         ○

動物プランクトン

（分析） 
  ○ ○     ○    

動物プランクトン

（乾燥重量） 
     ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

植物プランクトン   ○ ○     ○    

微小動物   ○     ○    ○

○深池調査日及び調査項目 
調査項目 6/23 7/10 8/20 8/29 9/10 9/25 10/7 10/21

水温、pH、DO、SS 
クロロフィル a ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

COD         

T-N、T-P       ○  

動物プランクトン（分析）    ○     

動物プランクトン（乾燥重量）   ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

植物プランクトン    ○     

微小動物       ○ ○  

技術的 

特 徴 
 

浮島平面図 
 
 
 

浮島側面図 
 
 
 

  
浮島の 
仕様 

 
 

No. 名称 規格 数量

① フロート D-12（L2kg/m2）、100×120×1150 4 本

② フロートカバー 塩ビ鋼板 t=0.6mm 4 枚

③ フレーム SK-10 1 組

④ 植生用マット t=100、1000× 000×100 1 枚

⑤ 保護ネット KTG-4000 1 枚

成 果 

の概要 
・紐状接触材付き浮島（遮光 25%）に曝気装置による循環を加えた場合、アオミド

ロやアオコ、アナベナ等が増殖しにくい環境をつくり、SS を約 5 割（全調査期間

の平均）削減する効果があった。 
・紐状接触材付き浮島の設置によりミジンコ（ダフニア）などの大型動物プランク

トンを増やし、効率よく植物プランクトンを捕食させて透明度の向上を図ろうと

考えたが、ミジンコへの移行はみられなかった。しかし、紐状接触材に多様な動

物プランクトンが生息することによって、植物プランクトンだけでなく、その他

の懸濁物質も摂取され、SS が削減されることが捉えられた。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 

 

実用化の有無 

15 
水質

浄化 
曝気他 

－ 
底質改善 

実験施設 実   験   名 

深池型浄化実験施設 磁気処理－超微細気泡および磁気処理水を用いた水質・底質浄化

実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 12 年度 国土交通省 
実   験   概   要 

目 的 「磁気処理－超微細気泡および磁気処理水を用いた水質・底質浄化システム」を

用い、エアレーションや水の循環との比較を検討し、深池型浄化実験施設における

底質改善効果や水質浄化効果など総合的に評価することを目的とする。 
調査・ 

実験方法 
深池型浄化実験施設の B 槽及び C 槽を縦方向に 2 分割し、B 槽には「磁気処理水

を用いた水質・底質浄化システム」、C 槽には「磁気処理－超微細気泡による水質・

底質浄化システム」を設置し、各々もう一方を対象槽とした。 
前期実験では、各々の底部に平均 30cm の汚濁泥を敷き、代掻き時の農業排水を

流入させ満水後、閉鎖系とした。 
後期実験では、前期実験の汚濁泥の有機物含有量が低かったため、農業排水路に

堆積する有機物含有量の高い汚泥を用いた。各槽の底部に川砂を平均 20cm 敷き、

底面を水平とした後、遮水シートを設置し、その上に平均 30cm の汚濁泥を敷いた。

農業排水を流入させ満水後、前期実験と同様閉鎖系とした。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設平面図 

 
 
 
 

 

 

実験施設断面図 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

前期実験は、6 月 6 日から 10 月 19 日、後期実験は 11 月 14 日から 2 月 13 日ま

で行った。 

技術的 

特 徴 
○「磁気処理水を用いた水質・底質浄化システム」は、磁気処理した水をトルマリ

ン含有ろ材に通し、物理的・生物的処理を行う装置で、また、ろ材の逆洗水を元

の水域に戻すことにより汚泥等の副産物処理を必要としないのが特徴である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概念図（磁気処理水を用いた水質・底質浄化システム） 

○「磁気処理－超微細気泡による水質・底質浄化システム」は、空気を電磁場と遠

赤外線放射物質含有不織布層に通し、これを特殊ノズルの付いた水中ポンプ吐出

部に吸入して超微細気泡を発生させる方法である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概念図（磁気処理－超微細気泡による水質・底質浄化システム） 

成 果 

の概要 
今回の実験結果からは、水中、底泥表面、底泥中における浄化機構を推定するこ

とは困難であった。 
・磁気処理水を用いた実験では、両槽とも各項目の底質含有量はばらつきが大きく、

顕著な経時変化は認められなかった。しかし、硫酸還元細菌については実験槽の

方がブランク槽より少なかった。また、前期実験期間において、実験槽は 7 月以

降沈水植物の繁茂や昆虫の生息等が確認された。 
・磁気処理－超微細気泡を用いた実験では、両槽とも各項目の底質含有量はばらつ

きが大きく、顕著な経時変化は認められなかった。脱窒細菌は実験槽でブランク

槽より多く存在していた。  



資料－111 

調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

16 水質 
浄化 

植生浄化 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

深池型浄化実験施設 深池型植生浄化（ヨシ帯浄化）実験 
受託・協同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 8～13 年度 国土交通省 
実   験   概   要 

目 的 閉鎖系の「深池型実験施設」にヨシ帯を再現することにより、植物・生物・土壌

を含めた生態系全体としての水質浄化能を評価するとともに、浄化施設としての浄

化性能についても併せて評価を行った。 
調査・ 

実験方法 
深池型実験施設を利用し、湖岸を再現した。また、ヨシはポット苗を用い、4 株/

㎡の割合で 60 ㎡の面積に、植え付けた。 
【平成 13 年度調査】 
水質調査：pH、SS、COD、BOD、DO、NO2-N、NO3-N、NH4-N、T-N、D-T-N、

T-P、PO4-P 
生物調査：ヨシの生育観測調査（個体数、草高、茎経、水深等） 

含有成分分析（湿重、乾重、 T-N、T-P、T-C、強熱減量） 
堆積汚泥調査：堆積汚泥量調査（泥厚） 

汚泥成分分析（含水率、 T-N、T-P、T-C、強熱減量） 
 

深池の諸元（平成13年度） 

原水 葉山川河川水 
通水量 240ｍ3／日 （10ｍ3／時） 

L×W×D 20.0ｍ×6.0ｍ×2.0ｍ 
水面積負荷 2ｍ3／ｍ2・日 施設規模 
滞留時間 約 1 日 

ヨシ帯 
1997 年 2 月にポット苗移植法（4 株/ｍ2）により植栽

2001 年 2 月 27 日に、B.S.L.＋40 を基準に刈取り 

付加施設 
ヨシ植栽区に、調査用方形コドラート（0.5ｍ×0.5ｍ）

を設置（竹製） 
 

 

 

 

 

 

実験施設平面図         実験施設断面図 

実験施設の概略図 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 
平成 8 年 9 月～平成 9 年 1 月 
平成 9 年 5 月～11 月 
平成 10 年 5 月、8 月、9 月～12 月 
平成 11 年 5 月、10 月 
平成 12 年 7 月～平成 13 年 2 月 
平成 13 年 5 月～12 月 

技術的 

特 徴 

○深池の物質収支の試算 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

深池の窒素の物質収支（1996年９月～1997年７月） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

深池のリンの物質収支（1996年９月～1997年７月） 

成 果 

の概要 
○平成8～10年度 

①ヨシ帯での除去率は、SS が 60～80%、T-N が 40%、T-P が 60～70%であった。

②３年間の通水実験の結果、SS およびリンの除去率の低下がみられた。 
○平成11～13年 

①ヨシの生長限界の水深は約 80cm と考えられるが、水位を下げることによって、

より沖合まで、草高が高くなることが示唆された。 
②水質浄化施設としての浄化性能は、深池への通水量 10m3/時（水面積負荷 2 m3/
㎡/日）の時の浄化効果が最も高いと考えられる。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

水質 
浄化 

植生浄化 
17 

生態関連 

 
－ 

実験施設 実   験   名 

水路型浄化実験施設 ポーラスコンクリートによる水辺環境改善実験 
受託・協同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 13 年度 全国ポラカブル工業会 
実   験   概   要 

目 的 ポーラスコンクリートのもつ空間多様性の確保及び保持機能に着目し、その機能

がもたらす生物多様性に対する効果について、人口水路を用いて評価した。また、

生態系の変化に伴う水質の変化を確認し、その成果を今後の水辺におけるポーラス

コンクリートを利用した生態系保全や水質浄化事業にフィードバックするための基

礎資料を得ることを目的とする。 
調査・ 

実験方法 
重点をおいた実験Ⅰでは、ポーラスコンクリート環境における生態系全体に対す

る影響と水質の総合的な評価を実施するため、以下の 3 項目について調査を行った。

○生物生息状況調査 

河川・湖沼に生息する水生植物を植栽し、それらのポーラスコンクリート環境に

おける定着度合いの調査を行った。また、在来魚、貝類についても同様に投入を行

い調査を行った。それに加えて、投入生物以外にどのような生物が生息しているか

を確かめるため、実験終了直前に生物全数調査も行った。また、「対照水路」でも生

物全数調査を実施し、両者の生態系構成種について比較検討を行った。 
○水質調査 
ポーラスコンクリートを用いた人工生態系の水質への影響を確認するため、「実験

水路」の流入地点、流入後 14 地点、「対照水路」の流入後 14m 地点の 3 地点におい

て、水温、pH、SS、BOD、D-T-N、D-T-P、T-N、T-P の測定を行った。 
○堆積物調査 

「実験水路」及び「対照水路」において、堆積物量及び強熱減量の調査を行った。

調 査 

実施日 
 

区域 項目 調査時期 

魚類 8､10 月の 2 回実施 
水生動物 

底生生物 8､10 月の 2 回実施 
水生植物 維管束植物 8､10 月の 2 回実施 

水 質 5､6､8､10､12 月の 5 回実施 
実験区Ⅰ 

堆積物 実験終了後に実施 
実験区Ⅱ 水生植物 維管束植物 8､10 月の 2 回実施 
実験区Ⅲ 水生動物 魚類 8､10 月の 2 回実施 
全体 全数調査 1 月に実施  
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 
水路型浄化実験施設のレーンを 3 つの区域(実験区Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ)に分割し、実験区

Ⅰは、空間に変化を与えるためにポーラスコンクリート設置密度を 3 段階に変化さ

せた。実験区Ⅱ、Ⅲは、同幅に区切り、一方にはポーラスコンクリート、もう一方

には川砂を設置して両者を比較した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実験水路・対照水路概略図 
 
実験センター内の生態系保全に配慮し、投入種はセンター内で生育しているもの

を選択し、センター近辺や琵琶湖から調達した。  
投入生物 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 計 投入生物 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 計

ｶｷﾂﾊﾞﾀ 19 6   27 ｵｲｶﾜ 10 － 10 20抽水性 

植物 ﾐｸﾘ 19 10 2 31 ｶﾏﾂｶ 10 － 10 20
ｴﾋﾞﾓ 3 14 4 54 ｶﾜﾑﾂ A型 10 － 10 20流水性 

植物 ｸﾛﾓ 36 － 3 39

魚

類

ﾄｳﾖｼﾉﾎﾞﾘ 10 － 10 20
ﾎｻﾞｷﾉﾌｻﾓ 18 4 2 24 ﾇﾏﾁﾁﾌﾞ 10 － 10 20
ｻｻﾊﾞﾓ 18   2 24 ﾒﾀﾞｶ 10 － 10 20
ｴﾋﾞﾓ 18 4 2 24 ｶﾜﾆﾅ 10 － － 10

植 

栽 

沈水性 

植物

ｸﾛﾓ 18 － － 18

貝

類

ﾀﾃﾎﾞｼｶﾞｲ 10 － － 10

成 果 

の概要 

・植栽した水生植物は順調に生長し、定着度も良好であった。その他にも自然活着

した植物が十数種確認された。 
・水生動物では、調査時の目視により、ポーラスコンクリートユニットの間隙が天

敵からの回避など良い生息空間となっていることが確認された。 
・三面張りの水路にポーラスコンクリートを設置することにより、複雑な立体的空

間が提供されるという点においてメリットがあると考えられる。 
・実験水路は対照水路と比較して、水生動植物が多く混在しているにもかかわらず、

流入水に対して、実験水路水及び対照水路水の水質には、ほとんど差はなかった。

・コンクリート使用による pH の上昇が懸念されたが、流入水に対して、両水路の

pH 値に差は認められなかった。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

18 水質

浄化 
土壌浄化 

 
－ 

実験施設 実   験   名 

浸透ろ過型実験施設 土壌浸透浄化材比較実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 13 年度 国土交通省 
実   験   概   要 

目 的 リンや難分解性有機物質(低分子量の腐植物質等)の吸着性が高い土壌などの材料

に、安価で無害な添加材を加え、さらに透明性を向上させるための団粒化も含めた

新しい土壌浸透浄化法を検討し、現状の土壌浄化実験施設に使用している赤玉土と

同等もしくはそれ以上の除去性能を持ち、かつコスト的に優れた浄化材の開発及び

検討を行うことを目的とする。 
調査・ 

実験方法 
○バッチ試験 

収集した浄化材（浸透材及び添加剤）の汚濁物質吸着能を試験して、入手可能

性やコストなどの条件とともにスクリーニングを行った（1 次選定）。 
 

○カラム試験 

バッチ試験から選定した浄化材を円筒状の土壌カラムに充填し、実証実験の対

象河川水である葉山川を通水させて、それぞれの浄化材の汚濁物質除去能、特に

リン除去能について比較検討し、入手可能性及びコスト等の条件とともに実験検

証に使用する浄化材の選定を行った（2 次選定）。 
 

○実証実験 

カラム試験結果より、赤玉土、リモナイト、上水汚泥（琵琶湖）C、赤土（信

楽）計 4 種類の浄化材を浸透ろ過型実験施設に充填し、沈砂池を通した葉山川河

川水を通水して浄化能を確認した。 
連続測定においては、５日間にわたり一般項目(BOD、DOC、T-N、T-P、EC、

pH)及び Eh(ORP)を測定した。通常測定では、週に１回、一般項目を測定し、運

転開始後からの水質の長期的な変化を確認した。また、連続測定及び通常測定で

得られた試験の一部について、疎水性有機物の割合を測定する高度分析も同時に

実施した。 
調 査 

実施日 

 

項目 連続測定 通常測定 

測定範囲 2 月 18 日 15:00 
～2 月 23 日 7:00

2月8日～3月19日

の 1.5 ヶ月 

測定頻度 8 時間間隔 
(7:00、15:00、23:00) 約 1 週間間隔 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 

技術的 

特 徴 

 
浸透ろ過実験施設には、4 つのろ過槽があり、浄化材を下図のように充填した。

浸透ろ過槽下部から、6 号砕石 15cm、7 号砕石 5cm、浄化材を 80cm 充填して最上

部にさらに 6 号砕石 5cm を充填した。下部砕石層は浄化材の流出防止、上部砕石層

は流入原水の分散と安定を図ることを目的としている。 
また、通水方法として下向流方式を採用した。上部砕石層の上には、複数の孔を

空けた給水管が配置され、ポンプによって圧送された原水が流入し、上部砕石層、

浄化材、下部砕石層を通って排水される。配水管は、下部砕石層から給水管高まで

上げて、常時浸透ろ過槽内に原水が満たされた状態になるようにした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

浸透ろ過実験施設                浸透ろ過槽の断面図 

 
成 果 

の概要 
 

○カラム試験 

・バッチ試験により選定された材料のリン吸着除去能力は、 
黒ボク土＞赤土(信楽)＞上水汚泥(琵琶湖)C＞赤玉土＞堆積物 A の順となった。 

・リモナイトはフルボ酸添加試験により、腐植質の移行抑止・除去について優れた

性能を有することが確認された。 
 
○実証実験 

・リン（特に溶解性リン）の吸着能力については、上水汚泥（琵琶湖）C が特に優

れていたが、、微量の鉄の溶出が確認された。 
・懸濁性リンの除去能力については、赤土（信楽）や赤玉土が優れていた。しかし

ながら、赤土（信楽）は、上水汚泥（琵琶湖）C やリモナイトに比べ、団粒化し

た際の耐久性に劣っていた。 
・材料からの有機物の初期溶出は、上水汚泥（琵琶湖）C において充填及び通水開

始後 1 ヶ月半程度以上あり、組み合わせで使用したリモナイトの実証実験での有

機物除去性能を把握することは出来なかった。 
・リン除去能やコスト的に赤玉土を上回る性能を持つものもあったが、溶出や強度

といった問題があり、現状のまま、赤玉土に替わる浄化材として使用するには難

しいと考えられた。 

上部砕石層（6 号砕石 5cm厚） 

給水管 排水管 

下部砕石層 

（7 号砕石 5cm厚・6号砕石 15cm 厚） 

浄化材充填層 80cm厚 

・A槽：赤玉土 

・C槽：上水汚泥 

・D槽：赤土 

上部砕石層（6 号砕石 5cm厚） 

給水管 排水管

下部砕石層 

（7 号砕石 5cm 厚・6 号砕石 15cm厚） 

B 槽 

上水汚泥 60cm厚 

リモナイト 20cm厚 

排水 

装置 

一次 

貯留槽 

ポンプ 

原水流入口 

（沈砂池より） 

リモナイト+上水汚泥 

上水汚泥 

赤土（信楽） 

赤玉土 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

19 水質 
浄化 

植生浄化 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

浅池型浄化実験施設 ヨシ帯を用いた水質浄化パイロット実験 

受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

自主実験 平成 21、22 年度 立命館大学と連携 
実   験   概   要 

目 的 平成 19～20 年の研究により、ヨシ表面バイオフィルムが水質浄化に役立っている

可能性が示唆された。そこで、琵琶湖の湖水環境においてヨシ群落が果たしている

水浄化能を調べること、また、その際にヨシバイオフィルムがどのように水浄化に

関わっているのかを調べることを目的とする。 
調査・ 

実験方法 ○第１フェーズ(パルス実験：ヨシ成長期) 

各水路の上流に栄養塩(KNO3：460mmol KH2PO4：121mmol)を加えよく撹

拌し、栄塩を加えた直後(9:00)を 0h とし、0h～6h まで１時間ごとに各水路の上

流、中流、下流から水を採取し、栄養塩濃度(NO3-、PO43-)を測定した。 

○第１フェーズ(通常実験：ヨシ成長期) 

葉山川から取水した水がそのまま流れている通常の日に、各水路の上流、中流、

下流から同時刻に一度だけ水を採取し、栄養塩濃度(NO3-、PO43-)を測定した。 

○第２フェーズ(ヨシ成長停止期) 

葉山川から取水した水がそのまま流れている通常の日の 6:00～15:00の 3時間

ごとに、各水路の上流、中流、下流から水を採取し、栄養塩濃度(NO3-、PO43-)
を測定した。 

○第３、４、５フェーズ(ヨシ枯れ期及び新芽成長期) 

第 3、4、5 フェーズでは、水路 M②及び水路 N②のみを用いて実験を行った。

葉山川から取水した水がそのまま流れている通常の日の 7:00～16:00 の間、各

水路から水を経時的(水路ヨシは 3 時間、水路不織布は 2 時間ごと)に採取し、栄

養塩濃度(NO3-、PO43-、NH43+、NO2-)を測定した。 

調 査 

実施日 

○第１フェーズ（パルス実験：ヨシ成長期） 

平成 21 年 7 月 3 日、10 日 
○第１フェーズ（通常実験：ヨシ成長期） 

平成 21 年 7 月 2 日、4 日、11 日、15 日 
○第２フェーズ（ヨシ成長停止期） 

平成 21 年 9 月 24 日 
○第３、４、５フェーズ（ヨシ枯れ期及び新芽成長期） 

平成 22 年 1 月 18 日、3 月 5 日、4 月 27 日 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 

○実験施設 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

水路M：成熟したバイオフィルムがついたままのヨシが入った水路 
水路R：ヨシの水中部分茎を刈り取った根のみが入った水路 
水路F：形成過程のバイオフィルムがついたヨシが入った水路 
水路N：何も植えていない水路 

浅池型浄化実験施設 

○ヨシ群落の水浄化イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成 果 

の概要 
・第 1、2 フェーズ（ヨシ成長期～成長停止期）では、窒素関連イオンが水路流下過

程で除去されていたが、各水路でアオミドロ等の現存量が異なるため、ヨシバイ

オフィルムまたはヨシ群落のどちらの要因が大きいのか判断できなかった。また、

リン、COD は増加する傾向が見られた。 
・第 3、4、5 フェーズでは、ヨシバイオフィルムの接触面積は、不織布バイオフィ

ルムの接触面積の 1/10 以下であるにも関わらず、同程度の栄養塩除去量を示し、

ヨシバイオフルムの栄養塩除去能が大きいことが示された。 

 

上流

下流

N①N② R② F② M①R①F①M②

採水場所

南
側

岸
辺(

土)

北
側

別
の
実
験
水
路

北
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

20 水質 
浄化 

植生浄化他 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

浅池型浄化実験施設 園芸植物およびリサイクルろ過材を利用した資源循環型水質浄化

実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 16、17 年度 関西電力 株式会社 
実   験   概   要 

目 的 炭と非焼成貝殻をろ過材とし、これに高い窒素、リン除去能力を持つ園芸植物を

植栽することで、効率的な水質浄化を可能とする水耕生物ろ過システム（バイオジ

オフィルター）の技術開発を目的として実証実験を行った。 
調査・ 

実験方法 
○現地試験 
・試験区 炭+貝殻+植物試験区、炭+貝殻試験区、炭+植物試験区 
・園芸植物 夏季：インパチエンス、冬季：ユリオプス・デイジー、 
      春季：アルストロメリア、ペパーミント、秋季：キク、ペパーミント

・調査内容 水質：水温･pH･T-N･T-P･SS･DIN･PO4-P･BOD、 
     流量：ユニット内通水速度、生物：植物重量、ユニット内生物 

○室内試験 
・植栽植物のスクリーニング 

28 品種の園芸植物を水耕液に 16 時間浸し、水耕液内の全窒素と全リンの変化

を測定した。 
・使用済みろ過材の農業資材化検討 

使用済みろ過材を土壌に投与した場合の作物への影響についての確認を農林水

産省農蚕園芸局長通達 1943 号の「植物に対する害に関する栽培試験方法」をもと

に実施した。供試作物はコマツナとし、真砂土を 500mL 充填した試験容器に 25
粒播種した。使用済みろ過材を容器あたり 5g（標準量施用区）、10g（2 倍量施用

区）、15g（3 倍量施用区）とし、8000lux、12 時間日長条件で 3 週間栽培した。

・カラム試験によるろ過材の粒度別浄化能力の把握 
水質浄化カラムに竹炭とマガキ貝殻を 1：1 の割合で充填し、20℃の温度条件で、

現地河川水を 3.8mL/分で通水した。ろ過材の粒径は、貝殻を約 4mm、約 8mm、

約 16mm にふるい分けし、粒度別に 3 試験区設けた。水質浄化カラムの通過前後

で、水質分析（SS､BOD､全窒素､全リン）を行った。 
・貝殻のリン濃度別吸着能の把握 

200mL 三角フラスコ内にマガキ貝殻及び試験水を投入し、これを振とう機内に

設置した。貝殻は約 4mm の粒径のものを 15g 用い、試験水は 150mL とした。

試験水はリン酸二水素ナトリウム二水和物(NaH2PO4･2H2O)を用いて調整し、リ

ン酸態リン濃度で 0.01mg/L、0.1mg/L、1mg/L とし 3 試験区設けた。振とう時間

は１時間とし、振とう後の試験水のリン酸態リン濃度を測定した。 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

現地試験 
平成 16 年 7 月 26 日～9 月 29 日、平成 16 年 12 月 20 日～平成 17 年 2 月 14 日、

平成 17 年 4 月 28 日～6 月 16 日、平成 17 年 10 月 14 日～12 月 9 日 
技術的 

特 徴 
○コンセプト 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

○原理 

原水中の有機物等を含む浮遊物質は、最初にろ過材により吸着される。次に、植

物の根によりこれらの汚濁物質がろ過される。これらの組み合わせにより、植物の

み、またはろ過材のみの場合に比べて、高効率での水質浄化が可能になると考えら

れる。 
また、植物を用いるメリ

ットとして、植物の根の周

辺に微生物、水生昆虫など

からなる生態系の「食物連

鎖」が形成されることによ

り、それによる有機物分解

や摂食による窒素・リンな

どの除去も期待できること

が挙げられる。 
 

成 果 

の概要 
・SS、BOD については１年を通して安定した除去効果を示し、T-N については、

夏季、春季及び秋季、T-P については夏季において良好な除去効果が確認された。

・春季試験ではろ過材の目詰まりにより 3 週間程度のみ機能を果たす結果となった

が、その他の季節では少なくとも 6 週間は目詰まりが確認されなかった。 
・各ユニットでの比較では炭+植物試験区が比較的良好な除去率を示した。 
・炭と非焼成貝殻を用いたろ過材の浄化効果が確認できたことで、廃棄物の有効利

用の方向性が確立できた。 

河川水 

炭 
（窒素を吸収）

貝殻 
（リンを吸収）

植物 

清浄水 

＜有機廃棄物を有効利用＞ 
・間伐材等 

＜無機廃棄物を有効利用＞ 
・養殖貝殻 

＜使用済みろ過材＞ 
・土壌改良材 

＜富栄養化物質を系外へ＞

観賞用、あるいは切花用とし

て、一般市民が自由採取 

憩いの場、 
アメニティ空間の創出 

窒
素
を
供
給 

リ
ン
を
供
給 

 

N,Pの吸収

SSの除去

微生物による分解

N,Pの吸着

使用済みろ過材の再利用(土壌改良材等)

汚濁水清浄水

生態系の成立
(水生昆虫等)

水位レベル

ろ過材
(炭+貝殻または炭)

園芸植物系外へ搬出(切り花等)
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

21 水質 
浄化 

接触酸化 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

水路型浄化実験施設 カーボンファイバーによる水質浄化実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 9、10 年度 帝人エコ・サイエンス 株式会社 
実   験   概   要 

目 的 河川・公共用水域の水質浄化手法として、接触材充填による生物膜法がよく用い

られている。接触材の種類には多くのものが考案されているが、繊維を素材とした

接触材も多い。繊維を接触材として用いる利点は、繊維フィラメントが水中でばら

ばらになることにより、微生物が付着できる表面積が非常に多くなる点にある。カ

ーボンファイバーは繊維素材として炭素を用いたものであるが、河川への適用事例

がほとんどない。また、カーボンファイバーは高濃度排水で浄化効果があると報告

されている。 
本実験では、平成 9 年、10 年の 2 ヵ年において、カーボンファイバーの基本的な

浄化効果の把握及び低濃度水への浄化効果、河川への適用の可能性について検討す

ることを目的とする。 
調査・ 

実験方法 
○平成 9 年度実験 

・水質調査分析項目 

DO、pH、SS、T-N、T-N(D)、NO3-N、NO2-N、NH4-N、T-P、T-P(D)、 
PO4-P、BOD 

・植物調査分析項目 

窒素、リン、含水率、湿重量 

○平成 10 年度実験 

・水質調査分析項目 

DO、pH、SS、BOD、T-N、T-P 
・堆積物調査分析項目 

T-P、IL、含水率 

・細菌分析項目 

一般細菌、有機物量、乾重量 

調 査 

実施日 

○平成 9 年度 実験 

・水質調査   1 回/月（H9.6～H10.1） 
・植物調査   2 回/年（6 月、10 月） 
 

○平成 10 年度 実験 

・水質調査   6 月 17 日、8 月 2 日、10 月 6 日、12 月 3 日 
・堆積物調査  8 月 4 日、10 月 6 日、12 月 3 日、2 月 5 日 
・細菌分析   8 月 4 日、12 月 12 日、2 月 5 日 



資料－122 

調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 
○平成 9 年度 実験概要 

 

水路概要図 

 

 

 

 

A 水路          E 水路          C 水路 
 

 

 

 

 

 

カーボンファイバーの形状 

○平成 10 年度 実験概要 

 

 

 

不織布接触材（CF50%） 

 

 

水路概要図 

 
ひも状接触材（CF50%） 

成 果 

の概要 
・植物による浄化効果は得られなかった。 
・T－N 除去は滞留時間（平成 9 年度実験では 4 時間）を考慮すれば、対照水路の

除去率 10.2％に対して、カーボンファイバー充填水路では 2 倍の 19.9％の除去率

が得られた。 
・カーボンファイバーは SS の除去に効果があり、対照水路の除去率 28.7％に対し

て、不織布カーボンファイバー水路で 48.9％、ひも状カーボンファイバー水路で

57.5％であった。 
・カーボンファイバー充填水路の SS 負荷量の内、約 40％が堆積量で残りの 60％が

沈殿効果以外の作用で、その生物分解率は不織布カーボンファイバー水路で

52.6％、ひも状カーボンファイバー水路で 54.3％であった。 
・BOD の浄化能は流入濃度が低く除去されにくいほか、小さな水路内では、藻類や

水生生物の影響を受けやすく明確ではなかった。 
・不織布状とひも状との形状の違いによる浄化能について、明確な結果は得られな

かった。 



資料－123 

調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

22 水質

浄化 
接触酸化 

 
－ 

実験施設 実   験   名 

水路型浄化実験施設 不織布接触材方式浄化実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 10～12 年度 日本バイリーン 株式会社 
実   験   概   要 

目 的 生活排水や面源汚濁負荷に含まれる窒素・リン等が、河川水へ流入することによ

り、湖沼等の富栄養化を生じさせる一因となっていることは知られており、これら

の汚濁物質の河川への流入量を削減させる早急な対策を講じることが必要である。

大きな接触面積と適当な空隙率を持つ不織布は、微生物の安定した生育環境を提供

しているとともに、短時間に効率よく懸濁物質を除去できる特徴を持つ。 
平成 10 年度に曝気運転にて、平成 11 年度は無曝気運転にて浄化効率の検討を行

い、平成 12 年度は曝気による連続運転の浄化効率の再現性を検討することを目的と

する。 

調査・ 

実験方法 
○平成 10 年度 

・水質測定項目 

水温、pH、DO、粒径分布、電気伝導度、SS、COD、BOD、T-N、 
D-T-N、T-P、D-T-P 

・堆積汚泥測定項目 

堆積汚泥容量、堆積汚泥乾燥重量、含有N・P 量 

・接触材付着物測定項目 

付着物(SS)乾燥重量、含有 N・P 量 
 

○平成 11 年度 

・水質測定項目 

水温、pH、DO、粒径分布（代掻き・田植え時にのみ測定） 
SS、COD、BOD、T-N、D-T-N、T-P、D-T-P（毎回測定） 

・堆積汚泥測定項目 

堆積汚泥容量、堆積汚泥乾燥重量、含有Ｎ、Ｐ量 

 

○平成 12 年度 

・水質測定項目 

水温、pH、DO、SS、COD、BOD、T-N、D-T-N、T-P、D-T-P 
・汚泥測定項目 

堆積汚泥容量、固形分濃度、堆積汚泥乾燥重量、有機分比率、含有 N・P 量 

・接触材付着物測定項目 

付着物(SS)乾燥重量、有機分比率、含有N・P 量 



資料－124 

調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 
・平成 10 年 4 月 21 日～平成 11 年 1 月 20 日 

葉山川河川水 ･････････････････ 採水 16 回 
・平成 11 年 4 月 20 日～平成 12 年 3 月 17 日 

葉山川河川水 ･････････････････ 採水 12 回 
代掻き・田植え時の農業用水 ･･･ 採水 4 回 

・平成 12 年 4 月 28 日～平成 13 年 1 月 15 日 
葉山川河川水 ･････････････････ 採水 10 回 

技術的 

特 徴 

○実験施設概要 

平面図 

 
 

 

 

 

 

断面図 

 

 

 

 

接触材槽 1：接触材 a（開孔径 620μm）BF（144本）＋接触材 b（開孔径 500μm）BF（324 本）

接触材槽 2：接触材 b（開孔径 500μm）BF（144本）＋接触材 c（開孔径 250μm）BF（324 本）

放 流 槽：接触材 b（開孔径 500μm）BF（208本） 
脱リン材：ハイドロタルサイト系吸着材 

施設構造図 

 

 

 

 

 

 

接触材の概要図及び写真 

成 果 

の概要 
 
・懸濁物質(SS)に起因する SS、COD、BOD 及びP-T-P 除去率は、無曝気運転と比

較し、曝気運転時には約 2 倍の除去率の向上が見られた。 
・ハイドロタルサイト系吸着剤は、実験室内で行った実河川水のカラムでは 1999
年度の天然土壌系の脱リン材と同等以上の性能を示していた。今回の葉山川河川

水は低濃度であったため、性能が低下したと推察された。脱りん材については、

1998 年度に使用した鉄繊維が、安価でかつ脱リン効果が最も高かった。 



資料－125 

調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

23 水質

浄化 
接触酸化他 

 
－ 

実験施設 実   験   名 

水路型浄化実験施設 水質浄化資材の実用化プロジェクト実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 12、13 年度 滋賀県 
実   験   概   要 

目 的 近年、琵琶湖においては富栄養化が進み、アオコの異常発生による水質の悪化が

問題となり、河川中の BOD や SS 等の除去とともに、窒素やリンの栄養塩類の除去

技術が模索されるようになってきた。しかし、リンや窒素の除去技術は現在でも立

ち遅れており、河川においては技術的に対応していない。 
平成 12 年度は、織物・鉄パイプ接触材及び微細気泡装置による水質浄化効果の検

証、フローティングプランターによる N・P 除去の検証、多孔質セラミックスの環

境浄化利用への検証を目的とした。 
平成 13 年度では、多孔質セラミックス、フローティングプランター、炭素系浄化

資材の水質浄化に対する評価及び大戸川堆積土、焼赤玉、赤玉土(園芸用)、光触媒担

体の水質浄化に対する評価を目的とした。 
調査・ 

実験方法 
○平成 12 年度実験 

 測定項目 

水 質 
水温、pH、DO、SS、COD、D-COD、BOD、T-Fe、NH4-N、
NO2-N、NO3-N、D-T-N、T-N、PO4-P、D-T-P、T-P、クロロ
フィルａ 

織物・鉄パ
イプ接触
材 堆積汚泥 

・付着物 堆積汚泥容量、堆積汚泥乾燥重量、COD、T-N、T-P、T-K 

水 質 水温、pH、DO、SS、COD、BOD、NH4-N、NO2-N、NO3-N、
T-N、PO4-P、T-P、TOC、クロロフィルａ 

フローテ
ィングプ
ランター 堆積汚泥 堆積汚泥容量、堆積汚泥乾燥重量、含有N・P 量、COD 

水 質 水温、pH、DO、SS、COD、D-COD、BOD、T-Fe、NH4-N、
NO2-N、NO3-N、D-T-N、T-N、PO4-P、D-T-P、T-P 

多孔質セ
ラミック
ス 底 質 堆積汚泥容量、堆積汚泥乾燥重量、強熱減量、COD、T-N、T-P
○平成 13 年度実験 

 測定項目 

水 質 
水温、pH、DO、SS、COD、D-COD、BOD、T-Fe、NH4-N、NO2-N、
NO3-N、D-T-N、T-N、PO4-P、D-T-P、T-P、クロロフィルａ等 

底質・付着物 堆積汚泥容量、堆積汚泥乾燥重量、強熱減量、COD、T-N、T-P  

調 査 

実施日 

○平成 12 年度実験 

 測定項目 

織物・鉄パイプ接触材 A 水路：平成 12 年 5 月 15 日～平成 12 年 8 月 25 日
B 水路：平成 12 年 5 月 15 日～平成 13 年 2 月 26 日

フローティングプランター 平成 12 年 6 月 1 日～平成 13 年 1 月 19 日 
多孔質セラミックス 平成 12 年 10 月 27 日～平成 13 年 2 月 26 日 
○平成 13 年度実験 

平成 13 年 5 月 15 日～平成 14 年 1 月 24 日 



資料－126 

調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 

○平成 12 年度実験 

・織物・鉄パイプ接触材             ・フローティングプランター 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水路概要図 

・多孔質セラミックス 

多孔質セラミックスをコンテナに入れ、水路

に設置し、底部からポンプを用いて曝気した。

また、リン吸収材として鉄イオンコーティング

ゼオライトビーズを網に入れ水路に設置した。 
 
 

○平成 13 年度実験 

 

 

 

 

 

 

 

水質浄化材の配置模式図（入換前：5～7 月） 水質浄化材の配置模式図（入換前：8 月以降） 

成 果 

の概要 
○平成 12 年度実験 

・織物・鉄パイプ接触材は、SS、T-Fe、T-Pの除去率が高く浄化効果が高かった。

・フローティングプランターは、エアレーションを行うことにより水系全体で効果

的に窒素が除去され、また、植物の生長に対しても優位であることが実証できた。

・多孔質セラミックスは、粒子状の汚濁物質の除去に効果があると共に、接触酸化

能力についても確認でき、水質浄化に有効であることが確認できた。 
○平成 13 年度実験 

・捕集効果による SS の除去、生物学的作用によるBOD の除去が確認された。また、

浄化資材ごとに T-P、T-Fe、大腸菌の除去効果が確認された。 

水路を 2 分割し、織物接触材

と鉄パイプを設置し、一方には

エアレーションを実施した。 

織物で作成した植生マット

をフロートで水面に浮かべ、エ

アレーションを実施した。 

平面図

断面図



資料－127 

調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

24 水質 
浄化 

ろ過 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

水路型浄化実験施設 CFRP 強化透水性コンクリートを用いた人工湧水浄化実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 16、17 年度 日鉄コンポジット 株式会社 
実   験   概   要 

目 的 高弾性で鉄筋の 10 倍以上の強度を有し、水環境下であっても腐食の懸念がない炭

素繊維強化プラスティック（CFRP）を用いて CFRP 強化透水性コンクリートパネ

ルを作成し、これに支持された接触材・植生に上向流に通水することによって得ら

れる透水性能の維持、浄化効率の把握を目的に実験を行った。 
調査・ 

実験方法 
○CFRP 強化透水性コンクリートパネル強度試験 

製造したCFRP 強化透水性コンクリートパネルの強度性能を載下荷重試験によ

って確認した。 
 

○CFRP 強化透水性コンクリートパネル通水試験 

CFRP 強化透水性コンクリートパネルの圧力損失を経時的にパネル透過前後の

水頭高さを計測することにより透水性の変化をみた。通水量は既往の生物ろ過シ

ステムや緩速ろ過システムの通水速度を参照し、6m/日(0.25m/hr.:通水量 5m3/hr.)
とした。 

 

○CFRP 強化透水性コンクリートパネル上にケイ砂および植生（クレソン）を付加した 

通水試験 

ケイ砂がパネルに混入するのを防ぐため、まず CFRP 強化透水性コンクリート

パネル上に白竜砕石(3mm 径)2000kg(約 35mm 厚)を敷設しその後 4 号ケイ砂：

4000kg(約 75mm 厚)を敷設した。パネルおよび砂層の圧力損失を経時的に水頭高

さを計測することにより透水性の変化をみた。通水量は当初上述ケースの半分程

度、3.3m/日(0.15m/hr.：通水量 3m3/hr.)とした後 6m/日(0.25m/hr.:通水量 5m3/hr.)
に戻し、その後はケイ砂層の閉塞状況をみて流量調整した。 

 

○浄化試験 

上述通水試験中に流入水(原水)､流出水（処理水）の水質分析を行い浄化効率の

概要を把握した。 
分析項目：水温、濁度、透視度、pH、SS、COD、T-N、T-P 

 

○洗浄試験 

通水試験中にケイ砂部の閉塞が原因と思われる水頭差の上昇が見られ、この対

策としてエアレーションによってCFRP 強化透水性コンクリートパネルおよびケ

イ砂の洗浄を実施した。 



資料－128 

調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 
 

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

2004
年度

2005
年度

透水性コンクリー
ト製作・試験

透水性コンクリートのみの透水
試験

砂設置条件下の透水試験・水
質浄化試験

砂設置、クレソン植生条件下の透水試
験・水質浄化試験

･7/21施設設置 ･11/17砂設置

･5/10仕切堰増設 ･11/21逆洗試験
･4/20クレソン植生

 
技術的 

特 徴 
○CFRP 強化透水性コンクリートパネル部材諸元 

許容応力度 

コンクリート曲げ圧縮 σca 3 N/mm2 

炭素繊維引張応力 σsa 360 N/mm2 

諸物性 

コンクリート曲げ引張 σbt 1.06 N/mm2 

炭素繊維引張強度 σtt 1200 N/mm2 

ヤング係数 

コンクリート Ec 15.6 kN/mm2

炭素繊維 Et 165 kN/mm2

 

 

 

 

 

 

 

CFRP強化透水性コンクリート側面図          断面図 

成 果 

の概要 
・CFPR によって強化した透水性コンクリートパネルは、浄化機能をもつ構造物と

して設計する際、既存のRC 構造物計算と同様に設計ができることが確認された。

・CFRP 強化透水性コンクリートパネル（単独）に対して 3.3～6.0m/日の負荷水量

で上向流に通水することにより期間中、透水性の低下は全く見られなかった。 
・ケイ砂を接触材として敷設した後も当面は安定した通水が保持されたが、5 ヶ月

後に急激な圧力損失が生じ、その後は高め（16～33cm）の水頭差で不安定に推移

したため、安定した通水が本システムの基本的条件となることが明らかとなった。

・一般的な接触酸化方式の浄化では、低水温期には処理効果が極端に低下するとい

われているが、本システムでは、冬季低温期においても比較的高い処理効果が確

認できた。 
・簡便なエアレーションで接触材の洗浄および圧力損失対策が可能であることが示

唆された。 



資料－129 

調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

25 水質

浄化 
ろ過・吸着 

 
－ 

実験施設 実   験   名 

琵琶湖型実験池 太陽エネルギーを用いた流動床ろ過方式浄化実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 9、10 年度 株式会社 日立製作所 
実   験   概   要 

目 的  
植物プランクトンの過剰な増殖はアオコ発生による水質障害等を引き起こすた

め、できるだけ初期段階に浄化することが望ましい。その浄化手法には高い浄化性

能を有し、保守性に優れ、かつ自然エネルギーを利用するなど省エネルギーを図る

ことが期待される。 
微細なろ材を選定して微生物を多く生息させ、その自然浄化力を利用し、さらに

ろ材を流動させ、目詰まりをなくし保守性の向上を図ると同時に、ポンプ動力に太

陽エネルギーを利用して経済性を図った処理量 300m3/日の流動床ろ過実験施設に

ついて、その浄化性能について研究することを目的とする。 
 

調査・ 

実験方法 
 
平成 9 年度は、池への通水量は約 1,700m3/日で、その滞留時間は水深設定の変化

に応じ約 8～14 時間であったが、植物プランクトンの浄化を目的とする浄化施設と

しては、除去性能のばらつきが大きく不安定であった。 
平成10年度は池の滞留時間が約20日となるように通水量を約50m3/日に絞った。

また、池の水深は当初 0.3m としたが、平成 9 年度夏場に池全体にアオミドロが

異常繁殖したため、同年 9 月に水深を 0.5m に深くすると同時に、底泥の巻き上げ

による遮蔽効果を狙って魚(鯉、鮒等 27 匹)を入れて実験した。 
採水地点は、実験池の入口と出口の２地点とし、測定項目は、水温、DO、Chl-a、

COD、BOD、T-N、T-P、SS である。 
 

調 査 

実施日 

 
・平成 10 年 7 月 9 日から 10 月 7 日 
 

技術的 

特 徴 
○実験施設概要 

流動床ろ過槽は 2 列(活性炭系列、クリストバラスト系列)の 3 段構造で、その下流

側に接触式沈降槽、側面に活性炭槽列から分岐した重力式沈降槽を設置した。 
池水は原水ポンプ(電源は太陽エネルギーを利用)により汲み上げられ、1 段ろ過槽

底部から通水される。ろ過槽はろ材の比較実験のため、活性炭とクリストバライト

の 2 系列にした。 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 
2 段目以降のろ過槽には、前段槽から越流しヘッダタンクに貯留した水が、自然

流下で槽の底部より通水される。各槽共底部よりろ材中に通水した水により、粒径

約 0.5mm のろ材が約 1.2 倍に膨張・流動化し、ろ材表面に付着した微生物の浄化作

用で植物プランクトン等の有機汚濁物が捕捉・分解される。捕捉された汚濁物はフ

ロック化して流出するが、ろ材に微生物や汚濁物が過大に付着すると劣化するため、

各槽に接続されたブロアで月１回程度洗浄する。流出したフロックは沈降槽で沈降

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実験施設のシステム          実験施設の構造 

 
 

接触式沈降槽             重力式沈降槽 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

沈降層の構造 
成 果 

の概要 
・ろ材には活性炭素を使用し、沈降槽は接触式としてシステムが優れた浄化性能を

示し、平成 10 年 7 月から 9 月までの夏場の平均除去率は、Chl-a が 77％、COD
が 51％、BOD が 70％、T-N が 35％、T-Pが 38％、SS が 75％であった。 

・24 時間運転における太陽エネルギーの利用は年平均約 30％(夏場は 34％)となっ

た。 
・実験池に発生したアオコは約１ヶ月で消滅し、その結果について生態系モデルを

使って解析を行ったところ、モデルと実際の状況がほぼ整合した。 
 

（平面図）

（側面図）
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

26 水質

浄化 
ろ過・吸着 

 
－ 

実験施設 実   験   名 

浸透ろ過型実験施設 人工ゼオライトを用いた水質浄化実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 16 年度 中部電力 株式会社 
実   験   概   要 

目 的  
石灰岩を化学処理して製造される人工ゼオライトには、優れた陽イオン交換機

能・吸着機能等が認められており、これらの機能を湖沼や河川水に適用することで、

水質浄化作用が期待される。今回はこれら水質浄化に関する基礎能力を検証するた

め、浸透ろ過実験施設へ人工ゼオライト等を投入し、栄養塩類等の除去機能を確認

することを目的とした基礎実験を行った。 
 

調査・ 

実験方法 
 
浸透ろ過材料 1：Fe 型人工ゼオライト被膜粒状品、材料 2：Ca 系材料（炭酸カル

シウム）被膜粒状品、材料 3：Fe 型人工ゼオライト被膜粒状品＋Ca 系材料被膜粒状

品の 3 つの材料をろ材（各 0.5m3）とし、一定量（2～3L/min）の河川水を通水さ

せ、水質調査（pH､DO､SS､COD､T-N､T-P）を実施した。 

調 査 

実施日 

 
水質調査：H16 年 7 月 13 日､8 月 6 日､9 月 3 日､10 月 13 日､11 月 17 日､ 

H17 年 2 月 22 日 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 
 

○使用材料 

 ろ過材の種類 仕様 

材料 1 Fe 型人工ゼオライト被

膜粒状品 
結合材：中性接着剤 
数量 ：0.5m3 

材料 2 Ca 系材料被膜粒状品 結合材：中性接着剤 
数量 ：0.5m3 

材料 3 
Fe 型人工ゼオライト被

膜粒状品 
+ Ca 系材料被膜粒状品 

結合材：中性接着剤 
数量 ：Fe 型人工ゼオライト被膜粒状品 0.25m3

+炭酸カルシウム被膜粒状品 0.25m3 

の混合品      合計 0.5m3 

 
 
 
 
 
 
 
 

人工ゼオライト        人工ゼオライトを主体とした粒状材 

 
 

成 果 

の概要 
 

・SS の平均除去率は全ての材料とも 90%以上であり、ろ過水は非常に透明度の高い

水であった。また、COD では平均除去率が約 40%であり、D-COD についても除

去できることが確認された。 

・T-P の平均除去率は、人工ゼオライトのみを用いた材料 1 で 67%と他の槽（材料

2 が 39%、材料 3 が 43%）より高く、人工ゼオライトの効果が現れたと考えられ

る。 

・人工ゼオライトを河川水へ「ろ過材料」として適用した場合、SS･COD･T-P 等の

指標に対する一定の低減効果が確認された。また、9 ヶ月にわたって連続的に通

水した 2～3L/min の河川水に対して、ろ過材料が目詰まりすることなく、ろ過が

可能であった。 



資料－133 

調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

27 水質

浄化 
吸着 

 
－ 

実験施設 実   験   名 

水路型浄化実験施設 生分解性吸着剤による窒素・リン成分の除去に関する実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 14～18 年度 京都工芸繊維大学 
実   験   概   要 

目 的  
琵琶湖の富栄養化の一因である硝酸態窒素、およびリン酸態リンを吸着除去する

生分解性樹脂の媒体に関する検討を行った。本媒体は発泡性媒体上にナノ分子認識

部位を配置し利用する極めて有用な手法である。この自然の力を応用した効率的な

吸着除去方法およびリサイクルシステムを確立することを目的とする。 
 

調査・ 

実験方法 
 

○生分解性吸着剤の合成と形成 

・ポリエステルアミンの調整 

・ポリエステルアミンの特性観察 

 

○水質浄化効果の調査 

・標準溶液による吸着実験 

・実環境水中での吸着実験 

・初期吸着速度の検討 

・実地試験 

 

○土壌改良材としての有効性についての検討 

・作物への影響 

・機能性発泡樹脂へのアニオンの吸着 

・機能性発泡樹脂を混入した土壌による小松菜栽培実験 

・機能性発泡樹脂の溶出物の発芽への影響の調査  

 

調 査 

実施日 

 
・実地試験：平成 16 年 4 月 27 日～7 月 13 日 
・作物への影響試験：平成 16 年 7 月 15 日～10 月 18 日 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 
○選択的分子認識部位を有した生分解性連続多孔性樹脂（機能性発泡樹脂）の調製 

・生分解性ポリエステル連続多孔性樹脂の調製 
セバシン酸(SA)とトリエタノールアミン(TEA)を 150℃で 50分間加熱してプレ

ポリマーを得た。次いで、発泡剤としてアゾジカルボン酸(ADCA)を加えて窒素雰

囲気下 220℃で 2 時間加熱脱水することで重合させて生分解性ポリエステル連続

多孔性樹脂を得た。SA、TEA、ADCA は 3:2:3 のモル比で配合した。 
・イオン交換能の付与 

得られた生分解性ポリエステル連続多孔性樹脂をメタノールで洗浄して乾燥し

た後、0.3N の塩酸水溶液に３時間浸漬して四級化した。これによって生分解性ポ

リエステル連続多孔性樹脂にアニオン交換能を付与し選択的分子認識部位を有し

た生分解性連続多孔性樹脂を得た。 
 
 
 
 
 
 
 

塩酸による生分解性ポリエステル連続多孔性樹脂の四級化 

 
 
 
 
 
 

No.1           No.2           No.3 
生分解性ポリエステルアミンのSEM観察写真 

成 果 

の概要 
・ナノ分子認識部位を有する発泡状生分解性樹脂において、実環境水中で約 3 ヶ月

間、硝酸およびリン酸に対して高い吸着能を継続して示すことが確認できた。 
・さらに、微生物が発泡状樹脂を表面から分解し、これによりナノ分子認識部位を

常に活性化し続ける効果を発現していることが明らかとなった。 
・この期間中の COD の大幅な上昇は見られなかった。 
・浸漬後の吸着剤を土壌に混合して作物栽培に用いたとき作物に影響はみられなか

った。 
・富栄養化成分を吸着させた機能性発泡樹脂をを土壌に混入させた場合はしない場

合に比べて、明らかに小松菜の成長が促進され、肥料として有効であることが確

認できた。 
・実際に収穫した小松菜の重量や葉に含まれる葉緑素量を測定した結果からも肥料

としての効果が明らかとなった。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

28 水質

浄化 
吸着他 

 
－ 

実験施設 実   験   名 

水路型浄化実験施設 人工ゼオライトを混入したコンクリートブロックによる水質浄化

実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 16～17 年度 中部電力 株式会社 
実   験   概   要 

目 的  
本実験では、人工ゼオライトが有する「イオン交換機能」「吸着機能」「触媒機能」

を生かし、これらをポーラスコンクリートあるいはポーラスモルタルへ混入するこ

とにより、早期の植生能力に関する検証あるいは人工ゼオライトおよび植生の相互

作用による河川水の浄化機能に関する比較検証を実施することを目的とする。 

調査・ 

実験方法 
 
ろ過材料 1：ポーラスコンクリート、材料 2：人工ゼオライト混入型ポーラスコン

クリート、材料 3：植物活性剤および人工ゼオライト混入型ポーラスモルタル材の 3
つの材料を水路に敷き詰め、一定量（20～30L/min）の河川水を通水させ、水質調

査（pH､DO､SS､COD､T-N､T-P）および植生調査を実施した。 

調 査 

実施日 

 
○材料設置 

 ・材料 1､材料 2 平成 16 年 6 月 
 ・材料 3    平成 17 年 6 月 
 
○植生調査 

平成 16 年：9 月 14 日、12 月 16 日 
平成 17 年：5 月 20 日、10 月 3 日、12 月 21 日 

 
○水質調査 

平成 16 年：7 月 13 日、8 月 6 日、9 月 3 日、10 月 13 日、 
11 月 17 日、12 月 14 日 

平成 17 年：１月 7 日、2 月 17 日、3 月 3 日、9 月 30 日、 
10 月 20 日、11 月 15 日、12 月 18 日 

平成 18 年：2 月 6 日 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 
 
○実験概要 

 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

人工ゼオライト        人工ゼオライトを主体とした粒状材 

 
 
 
 
 
 
 

人工ゼオライト混入のポーラスコンクリートブロック 

 
成 果 

の概要 
 

・全ての材料において、窒素（除去率 4～7%）、リン（除去率 12～34%）が除去さ

れる傾向が見られた。 

・材料 2（人工ゼオライト混入型）が他の材料と比較し、浄化性能が若干高い結果

であった。 

・材料 1、2 のポーラスコンクリート上にキシュウスズメノヒエ等 10 種の植物が確

認され、67～93%の植被率を示した。一方、空隙率が小さい材料 3（ポーラスモ

ルタル材）では、糸状藻類やミジンコウキクサが確認された。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

29 水質 
浄化 吸着他 

 
－ 

実験施設 実   験   名 

浅池型浄化実験施設 低濃度リン除去材と機能性木炭(硝酸性窒素除去材)を用いた 

水質浄化実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 19、20 年度 (平成 19 年 同和工営) 
日本植生 株式会社、公協産業 株式会社

実   験   概   要 

目 的 河川等において硝酸性窒素と低濃度のリンを吸着除去する能力を有すると考えら

れる材料を用いて、これらによる浄化効果を把握することを目的とする。 
調査・ 

実験方法 
【実験内容】 

実験水路、植物根茎(SS 除去ゾーン)、硝酸性窒素をイオン交換によって特異的に

吸着する機能炭(窒素除去ゾーン)と、低濃度のリンを吸着する能力を有する P コレ

クター(リン除去ゾーン)を配置し、流入する河川から硝酸性窒素とリンの除去を行っ

た。 
 

○リン除去材（Ｐコレクター） 

リン除去材はアロフェン、pH 低下材、カオリン系粘土と気孔材を混合・成形・焼

成したもので、リンの吸着は配位子交換によって特異吸着により行われる。原材料

及び吸着能力は昨年度と同じであるが、粒径が大きく中心部に穴を設けることによ

って通水性を改善した材料を新たに使用した。 
 

○窒素除去材（機能炭） 

窒素除去材は、植物原料にカルシウム(Ca)を添加し、特定の温度で炭化すること

により、硝酸性窒素を特異的にイオン交換によって除去可能な材料である。 
 

○水質調査 

水路入口(原水)、SS 除去ゾーン出口、リン除去ゾーン通過後、窒素除去ゾーン(2
箇所ある内、機能炭①)通過後、及び水路出口の各ポイントで採水し、pH、SS、PO4-P、
NO3-N、COD について分析を行い、それぞれ経時的な変化を解析した。 

 
○植栽実験 

吸着能が低下した材料の再利用の可能性について検討を行った。吸着した窒素及

びリンは、植物が有効に利用することができるため、各材料を土壌に対して 1 割混

合し、植物の生育への影響を観察した。また、窒素を吸着させた機能炭の使用時と

窒素成分量を同一にした化学肥料を利用し、成長を比較した。 

調 査 

実施日 
期  間：平成 20 年 9 月 1 日～平成 21 年 2 月 23 日 
測定頻度：平成 20 年 11 月までは 2 回/週 

平成 20 年 12 月以降は 1 回/週 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 
○実験施設 

平成 19年度にSSや微生物膜による浄化材の吸着機能低下が引き起こされたこと

を受け、平成 20 年度は浄化材の設置位置や設置方法に変更を加えた。 
原水はまず SS 除去ゾーン、リン除去ゾーン、窒素除去ゾーンの順に通水するよう

にし、水路流量は 2L/min となるように調整した。 
平面図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

水路試験概要 

○ＳＳ除去ゾーン 

平成 19年度と同様に引き続きミソハギやセスバニアの根や茎を利用してSSを沈

殿させた。 
○リン除去ゾーン 

平成 19 年と比べ、通水性の改善のため、除去材の形状が大きく変更した。また、

リン除去材を入れるネットは、微生物の付着により透水性が低下する影響を小さく

するため、網目の大きい(5cm 程度)ネットを使用した。 

○窒素除去ゾーン 

除去材である機能炭をネットに入れず、水路へ直に設置し、流乏防止のために 5
号(20～13mm)と 7 号(5～2.5mm)の単粒度砕石を前後に設置した。 

成 果 

の概要 
・機能炭による試験初期の NO3-N 除去率は 80％以上(原水中の濃度：0.5ppm 程度)
であり、通水 3 ヶ月後に除去率は低下した。 

・P コレクターによる PO4-P 除去率は実験期間中 30％前後で推移した(原水中の濃

度：0.5ppm 以下)。 
・原水中の SS 濃度が比較的高いと植物の根茎による効率的な沈着除去が可能とな

り、SS 濃度が 10mg/L 程度であると、効率的な除去ができなかった。 
・COD は SS 除去ゾーンによる減少は殆どなかったが、リン及び窒素除去ゾーンを

通過することにより大きく減少した。 

 

原 
 

水

SS 除去 窒素除去リン除去

原水 SS 除去出口 P 除去出口 採水ポイント N 除去出口 水路出口 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

30 水質

浄化 吸着他 

 

－ 

実験施設 実   験   名 

Biyo センター内 富栄養化防止のための新規アルミニウム系化合物による 
リン酸イオンの回収実験 

受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 19～22 年度 近畿大学 
実   験   概   要 

目 的 リンは、富栄養化の原因物質の 1 つとして広く知られており、富栄養化によって

アオコや赤潮、水生生物への影響など多くの問題を引き起こす。また、リンは枯渇

資源としても非常に注目されており、再資源化が望まれている物質である。 
アルミニウムは再生可能な物質であり、研究によりアルミニウム系化合物である

ベーマナイト(BE)及びギブサイト(GB)にリンの吸着能を保持していることを明ら

かにしており、フィールドで環境水中のリンの吸着能について検討を行うことを目

的とする。 
調査・ 

実験方法 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊1 B､Na､Mg､Al､Ca､Mn､Fe､Zn､Cd､Ba､Cu､P､Ni､Se､Pb 
＊2 B､Al､Mn､Fe､Zn､Ba､NiPb 
＊3 B､Na､Mg､Al､Ca､Mn､Fe､Zn､Cd､Ba､Cu､P､Ni､Se､Pb 
＊4 B､Al､V､Mn､Fe､Ni､Cu､Zn､As､Se､Sr､Mo､Cd､Ba､Pb 

実施年度 
測定項目 

2007 2008 2009 2010
水温・pH ○ ○ ○ ○ 

温度・湿度 ○ ○ ○ × 

溶存酸素 ○ ○ ○ ○ 

濁度 ○ ○ ○ ○ 

浮遊物質 ○ ○ ○ ○ 

科学的酸素要求量 ○ ○ ○ ○ 

溶存態有機炭素量 × × ○ ○ 

溶存態リン酸 ○ ○ ○ ○ 

金属元素 ○*1 ○*2 ○*3 ○*4 

アンモニア態窒素 ○ ○ × × 

硝酸態窒素 ○ ○ × × 

亜硝酸態窒素 ○ ○ × × 

総窒素、溶存態及び懸濁態窒素 ○ × × × 

総リン、溶存態及び懸濁態リン ○ × × × 

F ○ ○ × × 

Br、Cl ○ ○ × × 

17β－エストラジオール ○ × × × 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 
平成 19 年度 ： 平成 19 年 9 月 10 日 ～ 平成 19 年 12 月 31 日 
平成 20 年度 ： 平成 20 年 4 月 14 日 ～ 平成 21 年 2 月 2 日 
平成 21 年度 ： 平成 21 年 4 月 7 日 ～ 平成 21 年 6 月 30 日 

          平成 21 年 7 月 27 日 ～ 平成 22 年 1 月 14 日 
平成 22 年度 ： 平成 22 年 11 月 9 日 ～ 平成 22 年 12 月 12 日 

技術的 

特 徴 

実験には、アクリル製内径 0.1m×高さ 1.0m のカラムを使用した。カラムに通水

する試験溶液は、Biyo センター内水路から原水を採取し、リン添加実験時には、リ

ンを添加した琵琶湖原水をカラムに通水した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実験装置の模式図 

実験条件一覧表 

項目 諸元 

期間 H19.9.10～ 
H19.12.31

H20.4.14～
H21.2.2 

H21.4.7～
H21.6.30 

H21.7.27～
H22.1.14 

H22.11.9～
H22.12.12

吸着剤 G-GB G-BE 
吸着剤重量(kg) 2.23 3.91 4.48 4.30 

充填高(m) 0.3 0.75 
密度(kg/m3) 945 664 761 730 
流速(mL/min) 220 54 
空間流速(1/hr) 5.5 0.55 
線速度(m/hr) 1.65 0.41 
通水方法 下向流 飽和流  

成 果 

の概要 
まずリン酸除去のための新規吸着剤の創製に取り組んだ。結合剤なしの造粒物質

は従来の造粒方法とは異なり、実用化の際に結合剤溶出の懸念がなくなるなどの利

点がある。しかし、粒子径を保持することが難しく、本研究では昨年、実証実験で

リン酸吸着が可能であった G-BE を用いた。 
リン酸添加における実験系では、リン酸を高濃度で吸着できることが明らかとな

り、水酸化ナトリウムを用い吸着したリン酸を回収可能であることがわかった。し

かし、吸着時に有機炭素の溶出が認められ、結合剤由来の溶出が示唆され、さらに、

脱着時に Al の溶出も確認できた。これらのことより、G-BE では高濃度のリン酸吸

着が可能となり、水酸化ナトリウムを使用することにより脱着を行い、リン酸を回

収できることがわかった。  

 

琵琶湖原水

送液ポンプ

カ
ラ
ム
（飽
和
流
）

試料採取
測定

in

out
通水経路

リン添加
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

31 水質 
浄化 

凝集沈殿 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

高度処理実験施設 凝集沈殿砂ろ過実験 
受託・協同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 7～9 年度 滋賀県 
実   験   概   要 

目 的  
凝集沈殿・砂ろ過方式により河川水を処理した場合の濁質やリンの浄化特性なら

びに河川浄化への適用性の評価 

調査・ 

実験方法 
 
凝集沈殿・砂ろ過方式によるリン除去特性、汚泥特性、周辺環境影響等について

検討し、本法の河川浄化施設への適用可能性を評価する。 
 

○パラメーターと操作範囲 

操作パラメーター 操作範囲 備考 
処理水量 50～100m3/日 max.100m3/日 

注入量 0～60mL/m3 PAC 
pH 5.0～9.0  

凝
集
条
件 混和条件 急速 or 緩速混合  
ろ過速度 100～200m3/m2･日  
ろ材 砂、アンスラサイト  
汚泥 返送率 max.1％  

 
○モニタリング計画 

モニタリング項目 モニタリング位置 備考 
水質 流入、凝集、ろ過 各条件で 3 回 
汚泥 逆洗排水、濃縮汚泥 各条件で 1 回 

安全性評価 処理水 pH、アルミニウム 
AGP 処理水  

そ
の
他 

臭気 濃縮汚泥、風乾汚泥  
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 
○実験施設の概要 
河川水の直接浄化を想定して、凝集沈殿法、凝集ろ過法、砂ろ過法の 3 タイプの

実験が出来るプラントである。 
施設諸元 

系列数 1 系列 
傾斜板沈殿池 滞留時間  1 時間 規

模 ろ材構成 玉砂利、砂、アンスラサイト 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平面図 

 
 
 
 

断面図 

成 果 

の概要 
○実験結果の評価（方法についての紹介） 

①水質浄化特性 
濁質、リン除去にとって最適な条件の把握 

②浄化副産物特性の評価 
凝集沈殿池から引き抜かれる凝集汚泥の質と量を把握することにより、実施設

での生成汚泥量の推定を行う。また、実験プラントから生成する汚泥の成分分析

を実施して、汚泥の減量化ならびに有効利用の観点から評価を加える。 
③凝集沈殿法式の河川浄化施設による周辺環境影響検討 

浄化施設の稼動に伴う処理施設内での不快生物の発生（ユスリカ等）、汚泥濃縮

に伴う臭気、凝集剤温処理水中への流出等の影響評価を行う。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

32 水質

浄化 脱窒 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

水路型浄化実験施設 固体水素供与体を用いた河川の直接浄化実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 13、14 年度 松下産業情報機器 株式会社 
実   験   概   要 

目 的  
水素供与体として常温で個体かつ水に不溶な個体水素供与体を接触材として実験

水路中に設置し、個体－液体界面反応を積極的に利用することで、動力を用いない

原位置での河川水の窒素除去を目的とする。 
 

調査・ 

実験方法 
○平成 13 年度実験材料 

目付けの異なる 2 種類のウレタンスポンジ(A 材：25mm2当たり開孔セル数 20±4
個、Ｂ材：同 13±3 個、寸法：Ｗ150×Ｌ700×Ｔ10mm)を用い、85℃にて溶融させた

脂肪酸中に浸漬させた後、常温で脂肪酸を固化させてウレタンスポンジにコーティ

ングしたものを使用した。 
 

○平成 14 年度実験材料 

ウレタンスポンジ(25mm2 当たり開孔セル数 20±４個、寸法：Ｗ150×Ｌ500×Ｔ
50mm)、不織布(ポリプロピレン製、８枚羽根型、寸法： 100×Ｌ500m)、ヘチマ(乾
燥した棒状、寸法： 80×Ｌ600m)、ヨシチップ(５cm 程度のチップ状に裁断された

琵琶湖産の乾燥ヨシをネット袋に充填、袋寸法：Ｗ200×Ｌ250×Ｔ90mm)、モミガ

ラ(琵琶湖近傍の水田より入手したものをネット袋に充填、袋寸法：Ｗ200×Ｌ250×
Ｔ90mm)を用い、85℃にて溶融させた固体水素供与体の中に浸漬させた後、常温で

固化させてコーティングした。 
 

○平成 13 年度測定項目 

pH、DO、BOD、TOC、T-N、NH4-N、NOX-N、T-P 
 
○平成 14 年度測定項目 

pH、DO、TOC、NOX-N、NO3-N、NH4-N、T-N、PO4-P 
調 査 

実施日 

○平成 13 年度 

 平成 13 年 3 月 19 日～平成 14 年 1 月 31 日 
 

○平成 14 年度 

 平成 14 年 7 月 19 日～平成 14 年 12 月 20 日 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 
○平成 13 年度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実験水路の配置図 

 

○平成 14 年度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実験水路の配置図 
 

成 果 

の概要 
○平成 13 年度 

・年間を通して DO が 5 以上の好気的流入水にも関わらず、T-N 除去率はほぼ 10％
から 40％の範囲で推移した。また、T-N 除去率は硝酸性窒素除去率に強く依存し

た。 
・脱窒処理前段での十分な硝化促進が、高い T-N 除去を維持するために最も必要と

考えられた。 
○平成 14 年度 

・DO が 6mg/L と好気的条件にも関わらず、ウレタンスポンジ担体や不織布担体な

ど表面積の大きい資材を用いた場合、T-N 除去率は 50％を示すことがあった。こ

れに対して、高級脂肪酸のみで形成された円柱状の資材は、浄化能力が低いこと

が明らかになった。 
・天然素材を用いて室内実験を行った結果、ヨシを用いた資材の場合、窒素やリン

の溶出が確認されたが、ヘチマを用いた場合、高い窒素除去効果が確認された。

Filtration zone    2m                        Denitrification zone                     Settlement 

      4m     Settlement     4m             4m            4m            4m        2m 

                                   
Canal A

Canal B

       

       

Influent Effluent

       

2m 

R zone Depth  70cm 

接触部  沈殿部         脱 窒 部          沈殿

R 部（脂肪酸ｺｰﾃｨﾝｸﾞなしのｳﾚﾀﾝｽﾎﾟﾝｼﾞ）  24m 

150m3･d-1 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

33 水質

浄化 シジミ 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

深池型浄化実験施設他 シジミと砂浜を用いた水質浄化実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 13、14 年度 滋賀県 
実   験   概   要 

目 的  
シジミと砂浜を用いた水質浄化施設の内湖等閉鎖性水域及び湖沼の水際や河川の

河口部への適用可能性について調査した実験である。 
 

調査・ 

実験方法 
 

○浅池型植生浄化実験施設(水際部モデル化浄化実験) 

・水質浄化性能調査 

砂のみ充填した水路と砂とシジミを充填した水路の水質調査を月１回の頻度で

実施した。調査項目は、水温、pH、COD、BOD、TOC、SS、T-N、T-P である。

・シジミの生育状況調査 

上流、中流、下流部に 20×20cm のコドラードを設置し、シジミの生存数、死

亡数を調査した。また、各 50 個体についてシジミの生育状況(殻長、殻幅、殻高、

重量)を調査した。 
・シジミの成分分析調査 

BOD、COD、T-N、T-P、T-C の分析を行った。 
・底質調査 

調査項目は、BOD、COD、T-N、T-P、T-C、粒度分布、ORP である。 
 

○深池型植生浄化実験施設(内湖モデル化浄化実験) 

・シジミの生育状況調査 

シジミの生存数、死亡数調査し、各 50 個体についてシジミの生育状況(殻長、

殻幅、殻高、重量)を調査した。 
・底質環境調査 

調査項目は、T-N、T-P、T-C、強熱減量、粒度分布、ORP、ベントスである。

・水質環境調査 

調査項目は、水温、pH、BOD、COD、SS、DO、T-P、T-N、クロロフィル a、
TOC、植物プランクトンである。 

・水質浄化性能調査 

調査項目は、水温、pH、BOD、COD、SS、DO、T-P、T-N、クロロフィル a、
TOC、植物プランクトンである。 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

 
平成 13 年 6 月～平成 14 年 6 月 
 

技術的 

特 徴 

 

○浅池型植生浄化実験施設(水際部モデル化浄化実験)の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○深池型植生浄化実験施設(内湖モデル化浄化実験)の概要 

 

設定根拠は学識者（滋賀県水産試験場等）へのヒアリング等による

成 果 

の概要 

・浅池型、深池型とも SS、T-P、Chl-a といった粒子状物質及び粒子状を多く含む

物質の除去性能が高いことが示唆された。 
・深池型では、滞留時間、水深が同じ状態で、現水流入方法を変更し底層部の停滞

性を改善した結果、シジミの生存率が高くなった。 

                        初期設定条件 設定根拠 
（平成13年度からの継続調査）                       
ブロック名 Ｌ深 Ｌ中 Ｌ浅 Ｓ深 Ｓ中 Ｓ浅 － 
充填物 シジミと砂 － 
水路規模 6.5ｍ(長)×3.0ｍ(幅) 深池１槽の長1/3、

幅1/2 
流入水 葉山川河川水 琵琶湖流入河川 
水深 1.5ｍ 1.0ｍ 0.5ｍ 1.5ｍ 1.0ｍ 0.5ｍ  
滞留時間 ７日 １日 内湖の滞留時間を

参考 
流入量 3.9m3/日 2.6m3/日 1.3m3/日 27.3m3/日 18.2m3/日 9.1m3/日  
底質 砂（厚さ：0.15m） － 
シジミ セタシジミ  
ｼｼﾞﾐ大きさ 殻長15 mm 殻長14mm以上より

生殖 
ｼｼ ﾐ密度 520 個/m2 最近の琵琶湖内のｼ

ｼﾞﾐ漁場の一般的な
個体数密度 

ｼｼﾞﾐ投入数 10,140個 10,140個 10,140個 10,140個 10,140個 10,140個 密度より算出 
（ブランク比較調査）                       
ブロック名 Ｌ深 Ｌ中 Ｌ浅 Ｂ深 Ｂ中 Ｂ浅 － 
充填物 シジミと砂 砂 － 
水路長 6.5ｍ(長)×3.0ｍ(幅) 深池１槽の長1/3、

幅1/2 
流入水 葉山川河川水 琵琶湖流入河川 
水深 1.5ｍ 1.0ｍ 0.5ｍ 1.5ｍ 1.0ｍ 0.5ｍ  
滞留時間 ７日 内部生産発生する

時間 
流入量 3.9m3/日 2.6m3/日 1.3m3/日 3.9m3/日 2.6m3/日 1.3m3/日  
底質 継続調査終了後、堆積汚泥（表層５cm程度）を除去した砂 Ｌ、Ｂ系列の底泥を

同条件 
シジミ セタシジミ以外の琵琶湖産シジミ  
ｼｼ ﾐ大きさ 殻長15 mm 殻長14mm以上より

生殖 
ｼｼ ﾐ密度 300 個/m2  
ｼｼ ﾐ投入数 5,850個 5,850個 5,850個 0個 0個 0個 密度より算出 

初期設定 設定根拠、その他 
水路名 Ａ１ Ａ２ － 
充填物    シジミ、砂 砂 － 
水路 16.0m(長)×2.0m(幅) 浅池型浄化施設の水路 
流入水 葉山川河川水 琵琶湖流入河川 
水深 0.20 m 本施設で最大にとれる水深 
滞留時間 1.04 h （水路面積×水深）/流入水量 
流入量 148.3 m3/日 平成13年度予備実験結果から 
底質 (継続調査)  砂 

(底質ﾒﾝﾃﾅﾝｽ調査) 
ﾒﾝﾃﾅﾝｽ前：継続調査時に堆積した底泥
ﾒﾝﾃﾅﾝｽ後：砂 

今回のみ試験的に、底質メンテナンスは、水
路の水を抜き、堆積した底泥の表層約5 cmを
掻き取る方法で行った 

厚さ 0.15 m シジミの水平・上下方向の大きな移動なし 
シジミ (継続調査)セタシジミ 

(底質ﾒﾝﾃﾅﾝｽ調査) 
ｾﾀｼｼﾞﾐ以外の琵琶湖産ｼｼﾞﾐ 

 
なし 

「内湖に流入する河川の湾口部、内湖や琵琶
湖等の沿岸部、浅瀬等」の位置づけより琵琶
湖産シジミとする 

ｼｼﾞﾐ大きさ 殻長15 mm なし 殻長14mm以上より生殖を始める 
ｼｼﾞﾐ個体数
密度 

540 個/m2 なし 最近の琵琶湖内のシジミ漁場の一般的個体数
密度 

ｼｼﾞﾐ投入数 17,280 個程度 なし 水路面積32m2×540 個/m2 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

34 水質

浄化 二枚貝 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

深池型浄化実験施設 二枚貝による水質改善実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 18、19 年度 国土交通省 
実   験   概   要 

目 的 琵琶湖沿岸帯・内湖等に生息する二枚貝の水環境保全、自然再生の進展に資する

ため、二枚貝の水質浄化作用の基礎データを得ることを目的とする実験である。 

調査・ 

実験方法 
○実験概要 

 

○測定項目 

測定項目 測定方法 測定場所 検体数 

水温､pH､DO､濁度､透視度､EC 現地測定 3 槽×9 地点 － 
水質 COD､TOC､T－N､T－P､ｸﾛﾛﾌｨﾙ a､

SS､藻類・植物プランクトン 
採水分析 3 槽×1 地点 3 検体／1 回 

底質 ORP 現地測定 3 槽×9 地点 － 
 

項目 流水実験 止水実験 

目的 

3 日間の滞留時間をもって実

験水槽を通過し排水される水質

の状態を流入した原水と比較す

ることにより、様々な水質負荷

に対する浄化効果を評価する。

原水の性状変動を除外し均

一化した条件化で、実験水槽の

水質経時変化を比較すること

により、一定の水質負荷に対す

る浄化効果を把握し、室内実験

で得られた傾向と比較、検討す

る。 
対象種と個体数 タテボシガイ 270 個、ドブガイ 270 個 
実験池の規模 幅 2.9m×長さ 9.0m×水深 1.0m(最大水深 0.5m) 

底質 購入した川砂を曝気洗浄して使用、厚さ 0.2～0.4m 
曝気 なし 

実験前の給水 
20L/分で満水にし、そのまま 5
日間水を通水。 

22L/分で満水にし、その後、

19L/分で 3 槽の濁度が一定に

なるまで 3 日間を通水。 
実験中の通水 滞留時間 3 日で通水。 通水なし。 

調 査 

実施日 

 

流水実験：平成 19 年 8 月 11 日～9 月 20 日 
 
止水実験：平成 19 年 9 月 20 日～10 月 26 日 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 

 
通水する実験用水は、水質が可能な限り一定となるように配慮した。具体的には、

実験センター外周に設けられたコンクリート水路へポンプアップされた葉山川河川

水を深池型実験施設取水路へ導水し、実験水槽の貯留槽へ一旦著理由させ、そこか

らポンプアップして原水ピットへ貯水したものを原水とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

屋外実験水槽のイメージ 

 
 
 
 
 
 

成 果 

の概要 
 
・ろ過作用は、水温に対して顕著に差異がみられ、低水温ではろ過効果が低下した。

・溶存酸素に対して差異はみられず、短時間では貧酸素下でもろ過効果が確認でき

た。 
・ろ過食性の二枚貝によって懸濁物である SS 及びクロロフィル a について浄化効

果が確認できた。 
・溶存態として存在していると考えられた T-N、T-P、TOC については、ほとんど

浄化効果は認められなかった。 
 



資料－149 

調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

35 水質

浄化 ミジンコ 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

専用施設 ミジンコろ床を用いた河川水の浄化実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 13、14 年度 姫路工業大学 
実   験   概   要 

目 的  
湖沼などで水草に付着して生息しているミジンコに注目し、ミジンコろ床を用い

て、ミジンコを定常的に発生させ、河川水を浄化することを目的とした実験である。

 
調査・ 

実験方法 
○実験方法 

実験装置を設置し、通水後、体長 2～3mm のオカメミジンコを投入した。ミジン

コをろ床に付着させて繁殖を試みた。 
繊維ろ床の上流部と下流部、ミジンコろ床の上流部と下流部に設置したテストピ

ース付近の水をテストピースとともに 1L ビーカーで振動させないように取り込み、

ビーカーの中でテストピースを数回ゆすって表面の付着物を採集した。これを検水

として、ミジンコの個体数の計測を行った。 
 

 

 

 

 

 

オカメミジンコ 

 

○運転方法 

ポンプで分配層にくみ上げ水量を調節後、繊維ろ床、ミジンコろ床の順に直列に

水を流し、流量は 1,000L/h、滞留時間は各槽１時間である。原水、繊維ろ床、ミジ

ンコろ床のそれぞれの槽わ寒冷紗で覆った。 
 

○測定項目および頻度 

年度 測定項目 測定頻度 

平成 13 年度 pH、透明度、SS、水温 

平成 14 年度 pH、透明度、SS、水温、T－N、T－P
週１回 

 
調 査 

実施日 

平成 13 年度 7 月～12 月 
平成 14 年度 7 月～12 月 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 

分配槽、繊維ろ床、ミジンコろ床の各槽の容量はそれぞれ、500L、1,000L、1,000L
であり、これらを直列つなぎとした。分配層の寸法は 880×640×515、繊維ろ床槽及

びミジンコろ床槽の寸法は 1,700×1,240×730 である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験装置の概略図 

繊維ろ床は、紐状ろ材、骨組みは塩化ビニールできている。ろ材の間隔は 70mm
とし交互に巻きつけた。比較的大きな濁りを除去する。 
ミジンコろ床は、繊維マットでできている。長さ 900mm、幅 85mm、厚さ 55mm
のもので、水中で浮かないようにおもりとして M22 のナットを取り付けている。ろ

材の間隔は 42mm とした。ろ材はオカメミジンコの増殖に適している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

繊維ろ床概略図              ミジンコろ床の概略 

成 果 

の概要 
○平成 13 年度 

・30℃以上ではミジンコが発生しにくいと思われていたが、実験の初期において、

水温 29℃付近でオカメミジンコは大量に発生した。しかし、大量発生した直後、

捕食者を除去しても大量した直後は、0～数匹と減少した。降雨で河川水に有機物

が少なく、餌のない日が続いたことが原因と考えられる。 
○平成 14 年度 

・河川水を浄化することが確認され、特に懸濁物質の除去効果が高かった。 
・水温が 30℃以上になってもミジンコの個体数を維持するためには、環境要因を考

慮する必要があり、特に pH や濁り、侵入してくる動物プランクトン捕食生物に

関する対策を再検討する必要がある。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

36 水質

浄化 珪藻類 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

深池型浄化実験施設 珪藻等の増殖を目的とした河川・湖沼における 
窒素・ケイ酸濃度制御方法に関する野外水槽実験 

受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 19～21 年度 株式会社 ニュージェック／関西電力 
実   験   概   要 

目 的 湖沼や河川において水質中の過剰な窒素を除去し、不足しがちな溶存態ケイ酸を

補給することにより、珪藻の増殖を促進し、結果的に藍類の以上繁殖を抑制する。

これらの現象を野外水槽実験により確認する実験である。 
調査・ 

実験方法 
○実験概要 

ケイ酸供給により、珪藻類の増殖、藍藻類の抑制、動物プランクトン等の増殖の

確認。沈木による窒素・リンの除去、シラスチップによるケイ酸の供給、処理プラ

ントにおける効果的な配置、運転方法の確認を実施した。 

○測定項目 

 測定項目 測定頻度 

水質 
水温、濁度、クロロフィル a、光量子密度、pH、DO、ORP、T-N、

DTP、NH4-N、NO3-N、NO2-N、T-P、PO4-P、T-SiO2、D-SiO2、

イオン状 SiO2、BOD、COD、TOC、SS、フェオフィチン 他 

生物 植物プランクトン、動物プランクトン、付着藻類、セジメントトラ

ップ 他 

概ね 
月 1回 

 

①ケイ酸添加によるアオコ抑制 
(水質浄化)効果の検証 

②効果的なケイ酸溶出、 
水質制御技術の開発 

実験課題 ケイ酸供給により、珪藻類の増
殖、藍藻類の抑制、動物プランク
トン等の増殖を確認する。 

沈木による窒素・リンの除去、シ
ラスチップによるケイ酸の供給、
処理プラントにおける効果的な
配置、運転方法を確認する。 

平成20年度 
実験内容 

 
 
 
 
 

 

生物 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

調 査 

実施日 

平成 20 年度：平成 20 年 7 月 16 日～平成 21 年 2 月 26 日 
平成 21 年度：実証実験(Ⅰ）：平成 21 年 7 月 1 日～平成 21 年 8 月 31 日 

実証実験(Ⅱ）：平成 21 年 9 月 2 日～平成 21 年 11 月 11 日 
実証実験(Ⅲ）：平成 21 年 11 月 12 日～平成 22 年 1 月 12 日 

野外水槽実験 
（１年次） 

H20.7～H21.3 

野外水槽実験 
（２年次） 

H21.7～H22.1 

室内予備実験 

室内予備実験 

室内予備実験 

室内予備実験 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 

深池型浄化実験施設を使い、実験原水を沈木、シラスチップに浸透・通過させ、

窒素除去・ケイ酸を溶出させた実験である。 
実験条件 

平成 20 年度 平成 21 年度  
実証実験Ⅰ 実証実験Ⅰ 実証実験Ⅱ 実証実験Ⅲ 

栄養塩除去 横流式沈木層 上向流式沈木層
(処理プラント 

なし(沈木槽： 
単独実験) 

上向流式沈木層 
(処理プラント) 

ケイ酸添加 
シラスチップ層 
夏：土のう垂下 
秋冬：濾過式 

浸潤型シラスチップ層 
(処理プラント) 概要 

流量 約 5m3／日 流入なし(実験槽約
6m3／日の循環)

流入なし(実験槽約
10m3／日の循環)

T-N(mg/l) 0.6～1.1 実験：2.8 
ブランク：2.8

実験：4.2 
ブランク：5.3 

実験：2.4 
ブランク：3.4 

T-P(mg/l) 0.05～0.13 実験：0.10 
ブランク：0.13

実験：2.8 
ブランク：0.33

実験：0.07 
ブランク：0.19 

原水 
(初期) 
水質 

D-SiO2(mg/l) 10～16 実験：2.4 
ブランク：2.2

実験：4.1 
ブランク：5.1 

実験：2.1 
ブランク：3.2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

原水・処理水の流れ 

成 果 

の概要 
○平成 20 年度 

・7～8 月において、ブランク槽では水面を覆うほど糸状藻類の異常繁殖を確認した

が、実験槽では異常繁殖は確認されなかった。 
・植物プランクトンを調査した結果、藍藻類の細胞数はブランク槽に比較して実験

槽では約 30％抑制されていた。 
○平成 21 年度 

・ケイ酸を添加することによる珪藻類の増殖、藍藻類の抑制が確認された。 
・植物プランクトンの増殖により、窒素・リン濃度は低下した。底質には枯死した

プランクトンが堆積することにより、底泥の窒素・リン・ケイ酸量は増加した。

・ケイ酸を対象水域に添加することにより、増殖速度の大きい珪藻類の増殖が促進

され、対照的に藍藻類・緑藻類の増殖が抑制された。一部の藍藻類はアオコとし

て有毒性、有害性があることから、有害性プランクトンの増殖抑制の効果が期待

できる。 

実験槽

ブランク槽

処理プラント
（シラスチップのみ）

実験槽

ブランク槽

処理プラント
（シラスチップのみ）

実験槽

ブランク槽

処理プラント
（沈木＋シラスチップ）

実験槽

ブランク槽

処理プラント
（沈木＋シラスチップ）

ブランク槽

実験槽

受水槽
受水槽

葉山川原水

沈木槽

ｼﾗｽﾁｯﾌﾟ槽

ブランク槽

実験槽

受水槽
受水槽

葉山川原水

沈木槽

ｼﾗｽﾁｯﾌﾟ槽

実験槽

ブランク槽

受水槽

葉山川原水

処理プラント
（沈木＋シラスチップ）

実験槽

ブランク槽

受水槽

葉山川原水

処理プラント
（沈木＋シラスチップ）

H20年度H20年度 H21年度

実証実験Ⅰ（掛け流し）
H21年度

実証実験Ⅰ（掛け流し）

H21年度

実証実験Ⅱ（循環）
水槽内の初期水質を富
栄養化状態に調整

H21年度

実証実験Ⅱ（循環）
水槽内の初期水質を富
栄養化状態に調整

H21年度

実証実験Ⅲ（循環）
実証実験Ⅱの継続実
験として

H21年度

実証実験Ⅲ（循環）
実証実験Ⅱの継続実
験として
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

37 水質

浄化 沈水植物 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

水路型浄化実験施設 沈水植物群落の水質浄化機能の評価実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 19～22 年度 滋賀県立大学 
実   験   概   要 

目 的  
南湖における水質改善の要因として、水草帯の回復が考えられているが、その改

善機構については解明されていない。本実験では小型の隔離水塊を用い、水草の植

栽区と非植栽区、さらにそれぞれの区に対して魚の投入区と非投入区とを設け、水

質の変化、水草の成長量、動物プランクトン等の組成等を経時的に測定することに

よって、沈水植物群落の水質浄化機能を明らかにすることを目的としている。 
 

調査・ 

実験方法 
 

○環境測定および水質分析 

現地測定：pH、DO、濁度、電気伝導度、水温 
試水分析：クロロフィル a、T-N、T-P 
生物調査：コカナダモの生長量、動物プランクトン数 

 
○実験材料 

水 草：7 月 5 日に滋賀県米原市丹生川の醒ヶ井養鱒場下流部で採集したコ

カナダモ 
投入魚：体長 4～6cm のキンギョ（和金） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

植栽用ネット 
調 査 

実施日 

○調査日 

平成 20 年 7 月 9 日、7 月 25 日、7 月 31 日、8 月 7 日、8 月 18 日、8 月 28 日、

9 月 5 日 
７月６日（水草の植栽）、８月４日（魚の投入）、８月 18 日（糸状藻類の除去）  
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 

実験センター水路に、植栽と魚投入の有無の条件の 4 通りを 2 組ずつ、計 8 区間

の隔離水塊を設けた。水草は滋賀県米原市丹生川のコカナダモを用い、魚は体長 4
～6cm の金魚を用いた。また、別にコカナダモの刈り取り区を設定し、期間中に計

4 回刈り取りを行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実験区の断面図 

A:水遮断用ビニールシート B:魚類侵入防止用ネット（目合い 1mm） 
C:上面覆い用ネット（目合い 1cm） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

水路の実験区設置図 

成 果 

の概要 ・隔離水塊内に水草が存在することにより水質の改善効果が示され、さらに一定量

なら魚がいても水草による水質改善効果が期待できることがわかった。 

・植栽区、非植栽区ともに大型の動物プランクトンの増量が抑えられていた。その

ため、沈水植物が大型の動物プランクトンの退避地としての役割を果たすという

説は、支持することができない結果となった。 

flow

1４ ２５６７ ３８

24m

①②③

植栽区非植栽区刈り取り区

魚投入区 魚投入区

1m
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

38 底質改善 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

深池型浄化実験施設 酸化剤を用いた底質改善実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 10、11 年度 国土交通省 
実   験   概   要 

目 的 底質処理技術として最も一般的に採用されてきたのは、浚渫（および覆砂）であ

った。しかし、浚渫した底泥の処理・処分、作業に伴う濁りの発生、あるいは湖底

に生活する動植物の除去等の問題から、全ての水域において浚渫が必ずしも最前の

対策とはいえない。浚渫に代わる対策の一つとして、底泥を湖底に置いたまま化学

薬品等で処理する方法がある。 
富栄養化対策の新たな底質改善の手法として、硝酸カルシウムや過酸化カルシウ

ムといった酸化剤による処理を行い、効果の比較および実用化に向けての生態系へ

の影響や処理効果の必要性等、課題を検討し、底質改善技術の確立に資することを

目的とする。 
調査・ 

実験方法 
木材と遮水シートにより深池槽を流下方向に 3 分割し、琵琶湖の底泥、湖水を入

れて実験を実施した。 
 
 
 
 
 

断面図 

 
 
 
 
 
 

平面図 

○水質調査 
水温、pH、DO、T-N、NO3-N、NO2-N、NH4-N、T-P、PO4-P、Ca、クロロフィ

ル a、D･T-N、D･T-P 
○底質調査 
含水率、強熱減量、粒径分布、T-N、T-P、ORP、pH、硫化物、間隙水中のPO4-P
○生物調査 
プランクトン計数、貝類生育状況、魚類生息状況 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

 
年 10 11 12
月 8 9 10 11 1 2 5 6 7 8 9 10 2

日 

7/22 
～ 

8/12 17 21 22 23 25 28 4 25 16 30 25 19 19 24 4 30 29 19 24 22 17

水温､pH､DO ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

T-N､NO3-N､NO2-N､

NH4-N､T-P、PO4-P､
Ca､クロロフィル a 

 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○水
質 

D･T-N、D･T-P        ○

含水率､強熱減量､粒

径分布､T-N､T-P  ○      ○ ○ ○ ○

ORP､pH ○ ○      ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

硫化物  ○      ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

底
質 

間隙水中のPO4-P  ○      ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

プランクトン計数  ○ ○     ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

底生生物計数  ○      ○ ○ ○

貝類生育状況   ○    ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
生
物 

魚類生息状況 臨時観察  

技術的 

特 徴 

・平成 11 年度は、実験を始める際に各槽の水を約 20cm 残してポンプで排水し、葉

山川の水を凝集・砂ろ過した水を注水してから実験を実施した。 
・底泥から栄養塩が溶出する状況を現地で確認するために、Yung and Lee(1991)が
考案した底泥酸素消費速度計測装置を改良し、底泥からの栄養塩の溶出を測定し

た。 
 
 
 
 
 
 
 

測定装置チャンパー部概略図 

成 果 

の概要 
平成 10 年度の調査結果では、硝酸カルシウムおよび過酸化カルシウムによる底質

処理により、底質間隙水中のリンや底質中の硫化物の分析結果などからはばらつき

はあるものの処理の有効性を示すデータが一部得られたが、水質モニタリング結果

は処理の効果を見出しにくいものであった。 
平成 11 年度は底質からの栄養塩溶出による差が出やすいように、あらかじめ各槽

の水を交換して栄養塩類の初期濃度を下げるとともに槽間の差を小さくすることを

試みたが成功しなかった。 
その結果、平成 11 年度のモニタリング結果では槽内水質はもとより、いずれの測

定結果からも、処理の効果を認めることは困難であった。 
魚介類に及ぼす影響についても、底質処理による悪影響は認められないものの、

特に貝類に関しては深池という特殊環境で飼育していることが主原因となって大き

く減少し、その成長に伴う変化をみることができなかった。 



資料－157 

調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

39 底質改善 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

実フィールド 中間水路底質調査 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 10～12 年度 国土交通省 
実   験   概   要 

目 的 草津川放水路供用前における中間水路水域で堆積環境の現状把握を目的とした調

査を行い、浚渫効果の持続性及びトレンチの効果を検討するとともに、草津川放水

路供用後の中間水路水域における浮泥堆積機構の解明に資する試料を得るものであ

る。 
調査・ 

実験方法 
○平成 10 年度 
浚渫区域内、区域外の各 3 地点で試料を採取し、底質分析（pH、酸化還元電位、

乾燥減量、強熱減量、粒度分布、T-N、T-P）、間隙水分析（D･T-N、D･T-P）、水温、

溶存酸素量 
○平成 11 年度 
浚渫区域内、区域外の各 5 地点で試料を採取し、底質分析（pH、酸化還元電位、

含水率、強熱減量、粒度分布、T-N、T-P）、間隙水分析（D･T-N、D･T-P）、水温、

溶存酸素量、生物調査（底生動物相） 
○平成 12 年度 
浚渫区域内、区域外合わせた 7 地点で試料を採取し、底質分析（乾燥減量、強熱

減量、粒度分布、T-N、T-P）、間隙水分析（D･T-N、D･T-P）、沈降物調査を実施し

た。 
 
 
 
 
 
 
 

平成12年度 
浚渫実績 
および調査地点 

調 査 

実施日 

○平成10年度 

浚渫前(8/20) 浚渫前(11/25) 浚渫後(2/18)  
浚渫区内 浚渫区外 浚渫区内 浚渫区外 浚渫区内 浚渫区 

底質分析 ○ ○   ○  
間隙水分析 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
現地状況の測定 ○ ○ ○ ○ ○ ○  
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

○平成11年度 

 調査日 平成 11年 12  
項目  7/30 8/16 9/21 11/26 2/18

備考 

水質分析 溶存酸素 ○ ○ ○ ○ ○ 
各地区表層と底層

盛夏期は各地区 9
層 5ヵ所 

pH、酸化還元電位 ○ ○ ○ ○ ○ 各地区 5ヵ所 5回

底質分析 含水率、強熱減量、

粒径分布、T-N、

T-P 
 ○  ○ ○ 各地区 ヵ所 3回 

隔膜浸

透法 ○ ○ ○ ○ ○ 各地区 5ヵ所 
3 層 5回 

遠心法  ○    各地区 5ヵ所 3層

間隙水 
分  

D･T-N 
D･T-P 

直接法   ○   各地区 5ヵ所 1層

栄養塩 
溶出 

D･T-N 
D･T-P  ○    各地区 2ヵ所 

4 流速 2回 
生物調査 底生動物相  ○  ○ ○ 各地区 3回 

○平成12年度 

堆積深調査：平成 12 年 7 月 28 日、9 月 19 日、11 月 14 日、 
平成 13 年 1 月 11 日、2 月 13 日 

底質分析調査：平成 12 年 8 月 11 日、11 月 14 日、平成 13 年 2 月 13 日 
技術的 

特 徴 

○堆積深調査（平成12年度） 

浚渫区域内、区域外合わせた 17 地点では堆積深調査を実施した。堆積深調査は、

潜水作業により湖底面下に堆積板を埋め、その上に底泥をかぶせて湖底面を堆積板

埋没前と同じように復帰させる。その後、堆積板上に蓄積した堆積物の厚さを測定

して、その期間における堆積（または洗掘）の深さを求める。 
 
 
 
 
 
 
 

堆積板             堆積深測定板 
成 果 

の概要 
・堆積深測定結果は概ねプラスの結果となった。平成 12 年度の調査期間の結果を年

間の堆積速度に換算した場合、最も高いのはトレンチ内の地点で 21.2cm/年とな

った。その他の地点では平成 10～12 年度全てで概ね 1～3cm 程度であった。 
・夏季に間隙水調査を行った結果、トレンチ内の底質直上水の T-N、T-P は非常に

高かったが、その他の地点においては琵琶湖南湖平均水質とほぼ同様の値であり、

底質から直上水への栄養塩の溶出は測定できなかった。 
・浚渫から 8 ヶ月後の時点で浚渫区域内の底生動物の個体数は区域外を上回ってい

た。出現種や優占種もほぼ同様であることから浚渫による影響は認められない。
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

40 底質改善 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

深池型浄化実験施設 底質改善の効果実証実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 14、15 年度 国土交通省 
実   験   概   要 

目 的 模擬的に浚渫を実施した状況を再現し、浚渫による底泥からの栄養塩溶出速度の

削減効果と水質改善効果について調査することによって、底質改善手法の効果につ

いて評価したものである。 
調査・ 

実験方法 
○底質調査及び底質間隙水・直上水調査 

汚濁の異なる２つの底質を用いて、底質自身が持つ栄養塩のポテンシャルとそ

こからの栄養塩類の溶出量を調査する。 

○水質調査及び生物調査 

２つの水槽内の水質及び生物相を分析し、水環境の違いを調査する。 

○日常観察 

水面の植生やプランクトンなどの外観を目視観察する。 

調 査 

実施日 
 

調査内容 項目 時期 
粒度組成 6 月、10 月 

底質調査 pH,ORP､含水比､COD､T-N､

T-P､強熱減量、硫化物 6 月、10 月、１月 

底質間隙水・ 
直上水調査 D-T-N､D-T-P 6 月､7～8 月､8～9 月､9 月､10 月､1 月

水質調査 

水温､電気伝導度､濁度､pH､

COD､SS､DO､T-N､T-P､クロロ

フ ィ ル a ､ NH4-N ､ NO2-N ､

NO3-N､PO4-P 

［定期］ 
6 月､8 月､9 月(2 回)、10 月、1 月 
［モニタリング］ 
6 月 5 日～11 月 3 日の１回/週 

動物プランクトン､植物プランク

トン 

・ピーパー回収時 6 月、8 月、9 月 
（2 回）、10 月､１月 
・アオコ初発生時(植物プランクトン 
のみ) 7 月 

・アオコ濃い時期 8 月 

生物調査 

底生生物調査、槽内生物調査 2 月(実験終了時) 
直上水 
DO 調査 DO 9 月(2 回)、10 月 

日常観察 

通水状況確認 
水草繁茂状況観察 
水質簡易測定 
不攪乱試料採取・底泥表面観察

気象データ収集整理 

調査期間中 03 年 6 月～04 年 1 月 
通水状況観察 (1～3 回/週)全 74 回 
各槽の水草繁茂状況等の観察全 67 回 
水質の簡易測定 全 67 回 
不攪乱試料採取・底泥表面観察全 6 回 



資料－160 

調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 
○実験施設 

深池型浄化実験施設 C 槽を C1 槽、C2 槽の 2 層に区分し、C1 槽には浚渫後底

泥として、平成 14 年度使用した底泥の表層を 5～10cm 程度除去し、表層の汚濁

を取り除いた後、その除去厚だけ川砂で覆砂した。C2 槽には、浚渫前汚濁泥とし

て、平成 14 年度に滋賀県湖南地域振興局が実施した木浜内湖の浚渫底泥を敷設し

た。各々の水槽における底泥の層厚は、0.4m とした。次に底泥の巻き上がりに注

意しながら静かに水槽内に葉山川河川水を流入させた。水深は 1.5m、槽内におけ

る滞留時間を 7 日間となるように水量を調節した。 
○実験内容 

底質間隙水及び直上水の調査方法については、C1 槽、C2 槽各 5 地点にピーパ

ーを設置し、直上水及び間隙水を採取する隔膜浸透法を用いた。1 回の調査にお

けるピーパーの設置期間は約 14 日間とした。 
[ピーパー] 

ピーパーは浸透圧隔膜による濃度平衡状態 
により底泥間隙水を分離する。プレキシガラ 
ス製の貯水部とカバーの 2 つの部品からなり、 
貯水部には容量約 15mL のセルが 20 個あり、 
ポリスルフォン透析紙（Gelman HT450､孔径 
0.45μm）を挟んで、カバーをネジ止めしてある。 
カバーにはセルに合わせて穴が開いていて、底質中または水中の溶存態物質が、

透析紙を通してイオン交換水で満たされた貯水部に拡散するようになっている。

セルの中のイオン交換水に含まれる酸素は、試料に影響を及ぼす可能性がある

ため、ピーパーは、あらかじめ数時間窒素ガスを吹き込んで脱酸素化したイオン

交換水の中で組み立て、セル内に気泡がついていないことを確認した上で、調査

地点に設置する 48 時間以上前から窒素でバブリングを行って使用する。 
成 果 

の概要 
・底質間隙水及び直上水調査の結果から、浚渫による底泥溶出負荷削減効果が期待

されることが示された。 
・夏季における水槽底面植生被度と直上水及び底質間隙水の濃度変化はアオミドロ

を主体とする底面植生容積の経時変化とよく対応しており、その影響が示唆され

た。 
・アオミドロの繁茂は、汚濁泥の水槽の方が多く、底泥からの栄養塩の供給が多い

ことによる影響が示唆された。また、そのアオミドロ内では貧酸素～無酸素状態

になっていることが確認され、底泥表面の嫌気化が底泥溶出量の増大を助長して

いることが考えられる。 
・底面植生容積の経時変化は、表層のクロロフィル a 濃度の経時変化との相互関係

も示唆された。 
・アオミドロ等の底層藻類の光合成は、冬季においても行われていることが確認さ

れたことから、長期的にみると、さらなる底泥の汚濁進行を招くことが予想され

る。 

ピーパー 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

41 生態関連 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

多自然型実験水路他 実験センターにおける生物調査（水域） 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 8～19 年度 国土交通省 
実   験   概   要 

目 的 実験センターの多自然型水路に生息する水生生物は周辺地域と比較して非常に特

徴的な魚類相がみられることから、毎年調査とより詳細な調査の必要性が指摘され

ている。 

本調査は、実験センターにおける魚類の生息状況を継続的に把握することで、琵

琶湖湖岸におけるポンプアップ型ビオトープの特性を把握することを目的とする。

調査・ 

実験方法 
○水質調査： pH、BOD、COD、SS、T-N、T-P、クロロフィル a 
○魚類調査：定量調査（投網、タモ網、セルビン）、定性調査（投網、タモ網） 
○魚類侵入状況調査：取水口全面域調査（採集ネット、投網、タモ網）、 

取水口侵入調査（採集ネット） 
○外来魚調査：繁殖状況調査（産卵床の有無）、成長量調査（採捕し全長、体高、質

重量を計測）、食性調査（胃内容物の分析） 
○底生生物調査：定量調査（方形枠付きサイバーネット 25cm×25cm×2）、 

定性調査（タモ網） 
○水域植物調査：植生（高等植物調査、コドラート調査 100cm×100cm）、植物相

（水際部の植物を記録）、水生植物活着状況（植栽種、個体数、コ

ドラート 50cm×50cm）、藻類（水中に設置した煉瓦上面より採集）

○人工洪水攪乱実験：高圧水流ポンプによる河床の洗浄、底質の吸引採取 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査範囲 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

 

実施内容 
実施年度 

水質調査 魚類調査 魚類侵入 
状況調査 

外来魚 
調査 

底生生物
調査 

水域 
植物調査

人工洪水
攪乱実験

H10 ○ ○   ○ ○  

H11 ○ ○   ○ ○  

H12 ○ ○   ○ ○  

H13 ○ ○   ○ ○  

H14 とりまとめ とりまとめ   とりまとめ とりまとめ ○ 

H15  ○ ○  ○   

H16  ○ ○ ○ ○   

H17  ○      

H18  ○      

H19  ○      

継続年数 4 年 8 年 2 年 1 年 6 年 4 年 1 年 

技術的 

特 徴 

水質調査、魚類調査、底生生物調査、水域植物調査においては、継続して調査を

実施することにより、季節・経年変化を把握した。 
成 果 

の概要 
○水質調査  
・汚濁物質の浄化率を算出した。水路内での経年的な底泥の蓄積や植物枯死体の増

加等により、4 年目除去効果が低下した。 
○魚類調査 
・水路内の魚類、5 目 7 科 28 種を確認した。 
・多自然型水路：多様な環境により多くの魚種の生息場。 
・コンクリート水路：取水により取り込まれる餌生物が豊富で、魚類が蝟集。 
・琵琶湖池：ブルーギルが卓越し、生息魚種が他地点と比べて減少。 
○魚類侵入状況調査 
・魚類の進入経路・状況を把握した。 
・取水口ではコイ科、ハゼ科等の稚仔魚が多く確認された。サンフィッシュ科の仔

稚魚は、取水口前面域に多数生息し、取水口からの進入も確認された。排水口か

らの進入は確認されなかった。 
○外来魚調査 
・琵琶湖型実験池におけるブルーギルの繁殖状況を把握した。 
・5～6 月に産卵床が確認された。卵・仔魚は確認されなかったものの、翌年稚魚の

確認によって、実験池内での繁殖は、ほぼ確実と考えられた。 
○底生生物調査 
・多様な環境であるにもかかわらず、一般の河川と比較して、確認種数は多くはな

かった。また、平成 10 年から平成 16 年にかけて、種数は減少傾向にあった。 
○水域植物調査 
・水路内の植物、46 科 187 種を確認した。 
・12 年度まで漸増したが、13 年度に大きく減少。 
・帰化植物率は 33％から 25％まで減少。 
・ヨシ、オギ等の群落が形成し、生物の生息場となっている。 
○人工洪水攪乱実験 
・自然河川の攪乱を再現し、生物多様性や浄化機能の変化を把握した。 
・植物では、3 ヶ月後には被度 100％となり速やかな回復がみられ、1 年草の比率が

高まったことから、遷移初期の群落が復元された。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

42 生態関連 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

浅池型浄化実験施設 実験センターにおける外来魚音実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 17～19 年度 国土交通省 
実   験   概   要 

目 的 湖岸域や琵琶湖とつながる田んぼにおける外来魚駆除技術を確立するための基礎

資料を得ることを目的に、オオクチバス、ブルーギル、ギンブナの各種の音の刺激

に対する外来魚と在来魚の差異を把握することを目的に選好・忌避反応を実験的に

検証する。 
調査・ 

実験方法 
○音実験の実験条件 

平成17年度 音実験の実験条件 

項目 音実験A（音種別） 音実験B（周波数別） 
対象種・

個体数 

オオクチバス、ブルーギル、ギンブナ各 100

個体程度 

オオクチバス、ブルーギル、ギンブナ

各100個体 

実験池の

規模 
長さ15m×幅2.4m×高さ0.6m、水深0.3m 

長さ 3m×幅 2.4m×高さ 0.6m、水深

0.3m 

音圧 120dB、150dB 150dB 

音種・周

波数 

なし、100Hz、300Hz、500Hz、700Hz、泡の音、

砂の音、カワウ鳴き声、アオサギ鳴き声、落

水音、電子音低音、電子音高音 

50Hz～1500Hz（50Hz毎30パターン）

音の出し

方 
各音種を5分間連続音で、順に継続して発音

各周波数を1分間5秒間隔のパルス音

を6回、順に継続して発音 

観察内容
ビデオ撮影（各個体の音源との距離・個体数）

理化学的要因（気温、水温、pH、DO） 

ビデオ撮影（各個体の反応の有無） 

理化学的要因（気温、水温、pH、DO）

実験回数 3種×2音圧×14音種×1回 3種×1音圧×30周波数×6回 

平成18・19年度 音実験の実験条件 
項目 平成18年度（活性期） 平成 19 年度（活性期） 

対象種 

オオクチバス成魚（北湖産）、オオクチ

バス成魚（南湖産）、オオクチバス未成

魚（北湖産）、オオクチバス未成魚（南

湖産）、ブルーギル成魚、ギンブナ成魚

オオクチバス成魚（南湖産）、ブルーギル

成魚（南湖産）、ギンブナ成魚（南湖産） 

馴致時間 15時間 15 時間 

実験区の規模 
幅2.4m×長さ15.0m×深さ0.6m（最大水

深0.3m） 
幅 2.4m×長さ 15.0m×深さ 0.6m（最大水

深 0.35m） 
水深 0.3m 0.3m 
対照実験 無音（暗騒音90～110dB）60分間 無音（暗騒音90～100dB）60分間 

音圧2種（120、150dB）×12音種（100、200
、500、700Hz純音、泡の音x2、砂の音、カ

ワウ鳴き声、アオサギ鳴き声、落水音、電子

音低音、電子音高音注6） 

音圧2種（120、150dB）×4音種 
（カワウ鳴き声、アオサギ鳴き声、スジエビ

発音、メダカ発音） 本実験 

1音種5分間の連続音 
1音種5分間の連続音、ただし各音種間に

20 分のインターバルを設ける。 
音源の位置 上流、下流 上流  
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

実施時期と実験対象 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技術的 

特 徴 

平成 17 年度～18 年度の音実験の結果から、実験環境の設定において課題が残さ

れた（実験対象魚が落ち着いておらず、音への反応か否かを評価することが困難で

あった）ため、平成 19 年度は実験環境を改善（予備実験）した上で、本実験を実施

した。 
平成 17 年度～18 年度の実験では、実験対象種の捕食者であるカワウ鳴き声、アオ

サギ鳴き声に対して一部反応が確認されたことから捕食・被食に関連する音に対し

て反応がある可能性が高いと考えられた。このため、平成 19 年度の実験に使用する

音は、実験対象種の捕食者であるカワウ鳴き声、アオサギ鳴き声に加え、被食者で

あるスジエビ発音、メダカ発音を用いた。 
 
 
 
 
 
 
 

平成19年度の実験池イメージ 

成 果 

の概要 
実験環境を改善（予備実験）の結果、実験対象とした各魚種（オオクチバス成魚、

ブルーギル成魚、ギンブナ成魚）とも回遊せず一定の場所に定位した状態を保つこ

とができた。 
実験環境を改善した状態で本実験を実施した結果、平成 17 年度～18 年度の結果

と同様に、オオクチバス成魚、ブルーギル成魚では各音種（カワウ鳴き声、アオサ

ギ鳴き声、スジエビ発音、メダカ発音）により行動を常に制御することができるほ

どの反応は確認されず、ギンブナでは一貫してアオサギ鳴き声に忌避反応が確認さ

れた。 

項目

目的

対象種 オオクチバス ブルーギル ギンブナ ブルーギル ギンブナ

実施時期 活性期/6月2 活性期/5月3

採集場所 北湖産4 南湖産5 南湖産 南湖産 南湖産 南湖産

対象個体 未成魚6 成魚 成魚 成魚7 未成魚 未成魚 成魚8 成魚9

実験個体数 100個体 100個体 120個体 20個体10 100個体 100個体 100個体 100個体

平均体長
±SD

125.8mm±
27.8,n=100

121.2mm±
19.0,n=100

82.0mm±
26.1,n=120

283.4mm±
43.6,n=45

120 6mm±
14.4,n=200

143.0±
22.1,n=171

120.6mm±
14.4,n=200

130.6mm±
33.5,n=168

最大～最小体長 75～230mm 87～178mm 45～193mm 230～375mm 97～173mm 105～215mm 97～173mm 74～295mm

項目

目的

対象種 オオクチバス ブルーギル ギンブナ

実施時期 活性期/7月 活性期/7月 活性期/7月

採集場所 南湖産 南湖産 南湖産

対象個体 成魚 成魚 成魚

実験個体数 20個体 100個体 100個体

平均体長
±SD

259.1mm±
44.86,n=20

108.46mm±
14.81,n=99

104.46mm±
25.81,n=100

最大～最小体長 230～403mm 71～140mm 72～193mm

非活性期/11月 活性期/5～7月1

平成19年度

活性期における音による外来魚の忌
避・選好反応の検証

北湖産

オオクチバス

平成17年度 平成18年度

非活性期における音による外来魚の忌
避・選好反応の検証

活性期における音による外来魚の忌避・選好反応の検証
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

43 生態関連 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

深池型浄化実験施設 大型底生動物（貝類）移動能力把握実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 16、17 年度 国土交通省 
実   験   概   要 

目 的 琵琶湖水位変動による貝類への影響評価を行うため、水位低下に伴う貝類の反応

や生存状況を把握するための実験を行い、これらの実験結果と既存資料から、過去

13 年の琵琶湖水位変動による貝類の死亡個体割合を推定することを目的とした。 
調査・ 

実験方法 
○文献調査 

琵琶湖湖岸の情報及び琵琶湖の貝類の分布状況、生態及び水位低下の影響等に

ついて把握するため、文献調査を実施した。 

○移動実験 

湖岸環境を再現し、人為的に水位を変動させ、水位低下に伴う貝類の反応（逃

げ遅れ等）を把握した。実験対象種として、ヒメタニシ、タテヒダカワニナ、チ

リメンカワニナ、ドブガイ、タテボシガイ、マシジミの 6 種を選定した。 
○耐性実験 

水位低下による溜まり環境と干出後の環境を再現し、貝類の生存状況を把握し

た。実験対象種は、移動実験と同様の 6 種を選定した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務フロー 

調 査 

実施日 

移動実験：平成 16 年 6 月 19 日～7 月 9 日､8 月 12 日～9 月 10 日 
耐性実験：平成 16 年 8 月 27 日～9 月 10 日 

平成 17 年 8 月 16 日～10 月 12 日 

H16 年度実施内容 

文献整理 

水位帯別貝類の分布調査 琵琶湖湖岸の環境情報の整理 

実験対象種の選定 実験条件の選定 

移動実験 耐性実験

耐性実験

水位変動に伴う貝類への影響の検討 

H17 年度実施内容 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 
○移動実験 実験条件 

項目 実験回 実験条件 
9cm/day 
5cm/day 
3cm/day 

第 1 回実験 

1cm/day 
9cm/day 
7cm/day 
5cm/day 
3cm/day 

水位変動速度 

第 2 回実験 

0cm/day（コントロール） 
5°溜まりあり 1°溜まりあり 

底面の傾斜角及び形状 
5°溜まりなし 1°溜まりなし 

底質 砂泥（琵琶湖産） 
 
 
 
 
 
 
 
 
○耐性実験 実験区の条件 

環境 想定した環境 状況 
干出後 水位低下により干

上がった環境 
水位を下げ干出さ
せる 

溜まり環境 水位低下により出
現した溜まり環境 

水 位 を 下 げ 水 深
5cm の水深を維持 

日干し環境 自然界ではありえな
いが極度に乾燥し
た環境 

水を入れない底砂
上に貝をのせた状
態 

水循環 水位が低下してい
ない環境 

水位を下げず干出
させず、水を循環  

成 果 

の概要 
・巻貝ではヒメタニシ、チリメンカワニナ及びタテヒダカワニナ、二枚貝ではタテ

ボシガイの移動能力が高かった。 
・二枚貝のうち、ドブガイとマシジミは移動能力が低く、急激な水位変動により、

干し出される可能性が高いと考えられた。 
・溜まり環境における耐性実験では、ヒメタニシが最も長く 58 日以上生存した。マ

シジミについては 11 日程度、それ以外の貝類は 3 日程度生存した。 
・1994 年渇水時（B.S.L.-1.23m）の影響を推定した結果、斃死率はヒメタニシ 11.3%、

タテヒダカワニナ 15.8%、チリメンカワニナ 9.1%、ドブガイ 7.8%、タテボシガ

イ 10.8%、マシジミ 9.7%と推定された。 

【平面図】 【平面図】

【断面図】 【断面図】
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

44 生態関連 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

琵琶湖型実験池 赤野井湾ヨシ移植実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 10 年度 滋賀県 
実   験   概   要 

目 的 本実験は、赤野井湾に流入する守山川の河川浄化事業の一環として計画されてる

植生浄化実験施設へのヨシの移植に対し、移植方法による発芽・活着状況を確認す

ることを目的とし、ヨシ移植設計の参考とする。 
調査・ 

実験方法 ○移植苗について 

計画されている施設の現場付近において、ヨシ苗を大株ごと掘り起こし、ブロッ

ク植え苗、大株植え苗、地下茎植え苗（地下茎の有無の苗、地下茎の長さ各 20cm、

50ccm の 4 ケース）を用意した。 

○移植地について 

実験センター内の琵琶湖池西側の浸水域を、各移植ケースの移植深が水面下

（10cm、30cm、50cm）で水没するように整備した。 

○発芽観察並びに水質調査 

平成 10 年 1 月に移植後 1 ヶ月ごとに、ヨシの本数、茎高を観察すると共に、移植

予定の守山川河口付近と琵琶湖池の水質調査を実施した。 

実験ケース 

ケース 移植深 10cm 移植深 30cm 移植深 50cm 
Ⅰ-1 
Ⅰ-2 

ブロック 
植  ○ ○ ○ 

Ⅱ-1 
Ⅱ-2 

大株植え － ○ ○ 

Ⅲ-1 
Ⅲ-2 

地下茎 
植え 

○ 
(地下茎 20cm､地下茎有)

○ 
(地下茎 20cm､地下茎有)

○ 
(地下茎 20cm､地下茎有)

Ⅳ-1 
Ⅳ-2 

地下茎 
植え 

○ 
(地下茎 50cm､地下茎有)

○ 
(地下茎 50cm､地下茎有)

○ 
(地下茎 50cm､地下茎有)

Ⅴ-1 
Ⅴ-2 

地下茎 
植  

○ 
(地下茎 20cm､地下茎無)

○ 
(地下茎 20cm､地下茎無)

○ 
(地下茎 20cm､地下茎無)

Ⅵ-1 
Ⅵ-2 

地下茎 
植え 

○ 
(地下茎 50cm､地下茎無)

○ 
(地下茎 50cm､地下茎無)

○ 
(地下茎 50cm､地下茎無) 

調 査 

実施日 
平成 10 年 1 月、2 月、3 月、4 月、5 月、6 月、7 月、8 月 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 
○移植苗の採取 

赤野井湾守山川河口付近において、小型バックホウ（0.1m3）を用いてヨシを大株

ごと掘り起こす。大株を株植えのブロック大（20×20cm）に分割して移植苗とする

とともに、大株についてもそのまま移植苗とした。 

○移植地 

移植地は、川砂を敷き詰めて整備を行った。 

○水質調査 

項目 分析方法 
気温 棒状温度計 
水温 ペッテンコーヘル温度計 
pH JIS K0102.12.1 ガラス電 法 
EC JIS K0102.13(L2 ) 
DO JIS K0102.32.1 ウインクラー アジ化ナトリウム変法 

  N JIS K0102.45.2 紫外線吸収法 
T-P JIS K0102.46.3 ペルオキソ二硫酸カリウム分解法  

成 果 

の概要 ○発芽観察結果 

ブロック植え、大株植え、地下茎植え（地下茎有り）については、いずれのケー

スも移植深に関わらず発芽が確認された。これは地下茎が存在し、発芽部位への酸

素の補給が可能であったためと考えられる。 
しかしながら、地下茎植え（地下茎無し）については、発芽が確認されなかった。

これは、地下茎のあるケースについては地下茎を通じて酸素が補給され、ないもの

については酸欠状態で根腐れを起こしたものと考えられる。 
新芽の発芽率が良いケースは、大株植え（地下茎を含んだ泥の塊状態）と地下茎

（50cm）地下茎有りであり、今回の移植条件に適した方法であると考えられる。ま

た、ブロック植えについても発芽率はよいが、地下茎が長いまま存在することから

移植の際の作業がやや面倒であると考えられる。 

○水質調査結果 

赤野井湾の守山川河口の移植予定地においては、夏季（5 月以降）に DO（溶存酸

素）の低下が確認された。実験センターの DO は、期間中を通じて十分な値であっ

た。 
赤野井湾の T-N、T-P については、4 月以降若干変動はあるものの高い値を示して

おり、ヨシ帯付近の水の滞留ならびに、底泥からの栄養塩の溶出に起因していると

推察される。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

45 生態関連 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

実フィールド 赤野井湾におけるヨシ群落保全調査 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 11～13 年度 滋賀県、水資源機構 
実   験   概   要 

目 的 本実験は、平成 9～10 年にかけて行われた滋賀県の調査により琵琶湖赤野井湾の

ヨシ群落が昭和 63 年頃から近年にかけて衰退傾向にあると示されたことを踏まえ、

その衰退要因の一つと考えられる水の停滞に着目し、水流とヨシの生育との関連を

調べることを目的とする。 
調査・ 

実験方法 
○平成11、12年度 

赤野井湾奥のヨシ群落内にポンプを設置

し、人工的に水流を創出した。 
調査内容は、抽水植物群落植生調査およ

び水質・底質・流速調査 
○平成13年度 

赤野井湾奥のヨシ群落内にポンプを設置

し、人工的に水流を創出した。 
調査内容は、植生・水質・底質調査を行

い、また、付加条件コドラートを設置し、

水流の創出以外のヨシ群落保全方法を検討

した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実験施設の全体平面図 

実験位置 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

○ポンプ運転状況 

・平成 11 年 8 月 4 日～8 月 31 日： 8:00～18:00（計 10 時間） 
・平成 11 年 9 月 1 日～10 月 18 日：22:00～8:00（計 10 時間） 
・平成 12 年 6 月 8 日～7 月 19 日： 8:00～13:00､20:00～翌 1:00（計 10 時間） 
・平成 13 年 1 月 17 日～3 月 31 日： 8:00～13:00､20:00～翌 1:00（計 10 時間） 
・平成 13 年 4 月 1 日～6 月 4 日： 8:00～13:00､20:00～翌 1:00（計 10 時間） 

技術的 

特 徴 

○水質調査 

調査項目は、pH、DO、COD、T-N、NH4-N、T-P、PO4-P の 7 項目とし、現地

で各地点の表層水を採取して持ち帰り、室内で分析した。 
○底質調査 

水流創出実験に伴うヨシ等抽水植物群落の変化のモニタリングと併せ、その生育

環境条件との関連性を検討する際のデータを得ることを目的として、実験放水開始

前と放水後における対象水域の底質調査を実施した。 
○植生調査結果 

湾全体と実験施設周辺の群落面積変化の比較 

群 落 区 分 対象範囲 
群落面積変化 

H11     H12     H 3 
増加割合 

H11 H13 
赤野井湾全体  24,770 →  25,240 →   7,739 1.12倍 

ヨシ群落 
実験施設周辺     304 →     546 →     671 2.21倍 
赤野井湾全体 116,080 → 112,470 → 114,979 0.99倍※ 

ハス群落 
実験施設周辺     603 →     952 →     938 1.56倍 
赤野井湾全体   4,140 →   5,900 →   8,183 1.98倍 

混生群落 
実験施設周辺     630 →     573 →     519 0.82倍 
赤野井湾全体  10,340 →   6,700 →   4, 47 0.47倍 その他の 

水生植物群落 実験施設周辺     939 →     438 →     299 0.32倍 
赤野井湾全体   4,710 →   4,660 →   4,660 0.99倍 

木本群落 
実験施設周辺     155 →      36 →      27 1.46倍 

※ハス群落のH11 H12の減少は約10,000m2の人為的除去によるものであり、この分を加算

した場合の増加割合は1.07倍となる。 

成 果 

の概要 
○水流の確認された場所ではヨシが増加傾向にあることから、水流がヨシの生育に

プラスに作用したと考えられるが、一方でハスも増加傾向を示しており、水流の

創出が必ずしもヨシのみにプラスに作用しないと思われる。 
○水流の創出により停滞水域であった当該地域の水質を改善されることが確認でき

た。但し、水質の改善は取水する水域の水質程度までであると考えられる。なお、

水質の改善のヨシの生育に関する具体的な効果を明らかにはできなかった。また、

水流を創出することで、底質が嫌気状態から好気状態になることが確認できたが、

底質の改善のヨシの生育に関する具体的な効果を明らかにはできなかった。 
○付加条件コドラートとして、砂質コドラートとハス刈り取りコドラートを設置し

たが、本実験で設定した条件下では、ヨシの生育にプラスに作用することは確認

できなかった。  
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

46 生態関連 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

湖岸フィールド実験施設 琵琶湖岸におけるヨシ植栽実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 9～14 年度 水資源機構 
実   験   概   要 

目 的 本調査は琵琶湖南湖東岸にある Biyo センター内のわんど型実験施設およびなぎ

さ型実験施設において、各種工法によるヨシ人工植栽を実施し、それらの調査結果

を用いて、地盤安定度および植栽工法について検討を行った。これにより植栽工法

および消波施設の違いとヨシ生育環境との関係についての知見を得るとともに、今

後のヨシの保全や復元の効果的な実施に資することを目的とする。 
調査・ 

実験方法 
○地盤安定度検討 

地盤整形による影響，自然現象・施設形状による影響、ヨシ植栽による影響の 3
つの項目について検討を実施 
○ヨシ生長調査および植栽方法検討 

植栽工法の違いによる生育への影響、水深・地盤変動等による生育への影響につ

いて検討を実施 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
わんど型実験施設は、北側に A、B ゾーン、南側に C ゾーンがあり、消波施設と

して鋼矢板が設置されその中央部を開放することで外部との水交換が可能な構造と

なっている。なぎさ型実験施設には、北側にE ゾーン、南側に D ゾーンがあり、消

波施設として幅 1m のコンクリートブロックが 3 段階の高さで設置され、北部 40m
は開放区域となっている。 

調 査 

実施日 

平成 9 年：12/25 
平成 10 年：1/30､3/2､4/11､4/29､5/9､5/26､6/16､7/16､8/29 
平成 11 年：3/14､4/5､5/8､5/29､6/20､7/17､8/28､10/16 
平成 12 年：3/2､4/8､5/7､6/2､6/19､7/15､8/26､10/14 
平成 13 年：3/6､4/7､5/6､5/26､6/16､7/14､8/25､10/13     計 34 回 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 

実験で用いた植栽工法 

植栽工法 手法及び特徴 写真 

マット 
植栽法 

播種し発芽した苗を シ 維のマットに植えつけて成長さ

せたものを、マットごと植栽地に植える手 。他事例では非

 に高い活着率が報告されている 、単価が高いため、費用

がかかる。 

 

ポット苗 
移植法 

秋季に採取した種を初夏に苗床に播種し、発芽成長後(約 50
日)ポットに移し、さらに高密度に繁殖し、ヨシ株となった

 、植栽地に移植する 法。ポット苗は 売 れており、材

料費がかかるが、人力での取り扱いが可能である。 

 

土のう 
工法 

植栽時の根周辺の土砂の流出を防ぐために、ポット苗と土

砂を土のう袋に入れ、土のう袋ごと植栽する手法。ポット

苗移植法に対して、若干の手間と材料費が増える。 

 

大株苗 
移植法 

ヨシ帯に生育しているヨシをサイコロ状に株ごと掘り起こ

して(40～50cm の立方体) 植栽地に移植する方式。材料費

はかからないが、人力での取り扱いは困難である。また、

株を得るために、既存のヨシ群落を傷つけることとなる。

 

ビット 
マン工  

ヨシ群落内の若い シ茎を切 取って苗とし、根から 50cm
のところでカットし、差して植える方式。人力での植栽が

可能であるが、大株苗移植法ほどではないが、既存のヨシ

群 を傷つけることとなる。 

 

地下茎 
工法 

ヨシの根を採取し、土中深さ 10cmのところに植える 式。

この手 においても、大株苗移植法･ ットマン工法と同じ

く、既存のヨシ群落を傷つけることとなる  

 

 
成 果 

の概要 
○整地または植栽後の地盤の維持について 

地盤安定度検討結果から、整地または植栽後の地盤を維持させるには、以下の項

目を考慮して行うことが有効ではないかと考えられる。 

・整地から 1～2 年後までは、植栽をせずにそのまま放置しておき、整地による影響

が小さくなった時点で植栽を行う。 
・緩勾配の区域においては、ふとん籠等により土留めを行い、勾配は自然勾配のま

ま地盤高を上昇させる。 
・整地による盛土で地盤が元より急勾配になった区域や元が急勾配であったのを緩

勾配にした区域では、背の高い消波施設を設置して波や水位等の影響を軽減する。

・水の循環等の関係から消波施設に開口部を設ける場合は、その場所での波浪の特

性について調査し、出来るだけ施設内に入る波が少なくなるような配置を考える。

○ヨシの植栽工法の選定について 

従来、ヨシの人工植栽は、傾斜がなだらか(勾配 3%程度)で水深 60 から 80cm 程

度までが可能であると言われてきたが、琵琶湖のように水位変動幅の大きな湖沼沿

岸帯では、その水位変動を考慮した植栽可能地盤高を想定しなければならない。こ

こでは年間平均水深を指標とし、水位変動を考慮した植栽可能区域の設定基準を検

討した。以下に植栽工法別の効率的な植栽地盤高を提案する。 
・マット植栽法は、E ゾーンで確認されたように B.S.L.-70cm まで植栽可能であり、

一方で陸域における植栽にはあまり適さない。 
・ポット苗移植法は B.S.L.-50cm、土のう工法は B.S.L.-50cm まで植栽可能だが、

B.S.L.-40cm 以深では活着率が 90%を下回る。 
・大株移植法は B.S.L.-50cm まで植栽可能であり、B.S.L.0cm 以高において植栽後

2 年目に茎個体数密度が増加したことから、特に陸域における植栽が適する。 
・ビットマン工法と地下茎工法は、陸域の波浪、地盤変化等の影響が極力小さな区

域に植栽が限られる。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

47 生態関連 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

湖岸フィールド実験施設他 琵琶湖岸における生態系調査 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 11～14 年度 水資源機構 
実   験   概   要 

目 的 本調査は琵琶湖・淀川水質浄化共同実験センター内の湖岸フィールド実験施設の

ワンド型実験施設および守山市木浜地区ヨシ植栽地において実施した植物、底生動

物等の調査結果をもとに、 
①ヨシ帯が有する生物多様性保全効果 

②ヨシの保全のための消波施設が生態系に与える影響 

について検討・評価することを目的とする。これにより類似環境整備における期

待効果を示す参考データが得られると期待される。 
調査・ 

実験方法 
調査は、ワンド型実験施設では植物調査、底生動物調査、魚類調査、水質調査、

土質調査を実施した。木浜地区ヨシ植栽地では植物調査、底生動物調査を平成 13、
14 年度に実施した。 

各年度の実施調査項目概要 

調査項目 1999 2000 2001 2002 備 考 木浜地区 
実 状況 

植生 ○ ●変更 × × 
コドラート２箇所。2000
年は 1999 年から若干の
変更 

× 

植物相 ○ ○ ○ ○ 全域 ○ 

断面調査 × ○ ●追加 ●追加

2000 年はヨシ区、ヨシ対
照区の２基線のみ。2001
以降ヨシ区北側、ヨシ区
南側追加 

2001 年１基
線、2002 年
3 基線実施 

優占種 
（相観植生） × × ○ ○ 全域 ○ 

植物 

ヨシ生育 
状況 × × × △秋季 秋季のみ実施 ○ 

定量調査 ○ × ○ ○ ○ 
底生 
動物 

定性調査 ○ ○ ○ ○ 

ワンド型施設ではヨシ
区、対照区、消波施設外
区、小浜地区では消波施
設内、消波施設外、ヨシ
参考区を設定 ○ 

定量調査 ○ ○ × × × 
魚類 

定性調査 ○ × × × 
ワンド型施設のヨシ区、
対照区についてのみ実施 × 

水質 × × × △春季   
土質 × × × ○    

調 査 

実施日 

平成 11 年 8 月、10 月 
平成 12 年 8 月、10 月 
平成 13 年 8 月、10 月 
平成 14 年 6 月 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 

○水質調査 

ワンド型施設では 3 地点、木浜地区では 2 地点において水深、pH、EC（電気伝

導度）、濁度、DO（溶存酸素）、水温について計測を行った。 
 

○土質調査 

夏季にはワンド型施設では 3 地点、木浜地区では 2 地点において底質の粒径分析

と強熱減量を分析した。秋季には、ヨシの植栽部分は干出していたが、底質（土壌）

の状況をより詳細に把握するためワンド型施設、木浜地区で設定したヨシ生育状況

調査（コドラート）地点 3 箇所、消波施設外側（湖側）1 箇所において土壌サンプ

ルを採取し、粒径組成、pH、水温、全窒素、全リン、強熱減量、有機炭素、有効水

分保持量について分析を行った。 
 

○植物の変化 

ワンド型植生施設 木浜地  
・水生植物群落が平成 14 年にはほとん

ど消失 
・若干の裸地増加 
・ウキヤガラ優占群落の微増 
・ヨシ優占群落、キシュウスズメノヒエ

優占群落の減少 
・アカメヤナギ優占地域の増加 
・優占種の細分化 

・ウキヤガラ優占群落の減少 
・裸地の微増 
・水生植物群落の定着 

 

成 果 

の概要 
①植物相の経年調査の結果、ワンド型施設では 4 年間に 91～156 種の植物が観察さ

れた。また木浜地区では、平成 13 年度に 27 種、平成 14 年度に 39 種の植物が観

察された。植物種は、ワンド型施設の方が多く、ヨシが優占している木浜地区で

は少なかったが、これはワンド型施設が湖側に傾斜しており、植栽基盤が基準水

位以上から以下まであることにより、陸域から水域まで種々の植物が生育できる

条件を有しているためである。これに対し、木浜地区の植栽基盤は、基準水位以

下であるため、出現する種は水生植物や湿性植物がほとんどであった。 
底生動物の経年調査結果では、ヨシ植栽地とヨシが生育していない区域を比較

すると植栽地の方が、確認種数が多い傾向にあった。また、ヨシの植栽地では、

渇水による干出後にも、水位が高くなると短期間のうち底生動物相が回復し、ヨ

シが生育していない場所と比較しても確認種数は多くなった。このことはヨシの

生育が底生動物の回復にも有効であることを示唆しているものと考えられた。 
 

②鋼矢板による消波施設が設置されているワンド施設では、平成 13 年度調査におい

てヨシ区の奥部で底質に還元層がみられ、悪臭が認められた。一方、木浜地区に

設置された木柵は通水性があり、底質や水質に異常はみられなかった。 
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旧草津川 

調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

48 生態関連 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

実フィールド 消波施設撤去がヨシ帯に及ぼす影響調査 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 14～19 年度 水資源機構 
実   験   概   要 

目 的 本調査は、消波施設撤去後のヨシ帯の浸食状況およびヨシの生育状況を把握すること

により、ヨシ帯による浸食防止効果の検証およびヨシ帯造成のために設置した消波施設

の評価を行い、今後のヨシ帯復元および新たな湖岸創生手法のための条件等を考察する

ことを目的とする。 

調査・ 

実験方法 
平成 14～17 年度は基礎資料を得るため、調査に重点を置き実施し、その後消波施

設撤去による影響を多面的に検討した。 
 

○地盤高調査：実験区・対照区ともに横断測量・平面測量を平成 14～17 年度は 10m
間隔、平成 18 年度は 30m 間隔で実施 

○ヨシ帯面積調査：実験区・対照区ともにヨシ面積調査を平成 14～17 年度に 10m
間隔で実施 

○植生調査：実験区・対照区ともに定点コドラート調査および群落組成調査による

植生図・フロラリストの作成 
○ヨシ生長調査：実験区・対照区でヨシ茎数、ヨシ最長草高,水深を平成 14～17 年

度に測定 
○底質調査：実験区・対照区で沖・陸地点で土壌粒度調査を実施 
○定点撮影調査：実験区・対照区の季節変化を平成 14～17 年度に定点撮影 
○沈水植物調査：実験区の調査範囲で沈水植物の潜水目視観察を平成 18 年度に実施

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

調査場所 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

  
調査項目 平成 14･15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 

地盤高調査 5､11 月 5､11 月 5 月 11 月 
ヨシ帯面積調査 5､11 月 5､8､11 月 7 月 － 
植生調査 5､8､11 月 5､8､11 月 － 8､11 月 
ヨシ生長調査 春～秋計 6 回 春～秋計 4 回 8 月 － 
底質調査 6､8､10 月 6､8､10 月 8 月 8､11 月 
定点撮影調査 春～秋計 6 回 春～秋計 7 回 6､8､9 月 － 
沈水植物調査 －  － 9 月  

技術的 

特 徴 

○植生調査 

植物社会学的手法（Braun-Blanquet 法）に基づいた目視調査を実施。 
消波施設撤去直後は、ヨシの被度は高いが指標植物の侵入も確認され、撹乱を受

けた植生であったと判断できる。4 年後には、撹乱を示す指標植物である帰化植物

や一年生草本の出現が確認されず、安定した植生へと遷移した様子が伺える。 
 
 
 
 
 
 

消波施設撤去直後の植物群落       消波施設撤去後約4年後 

○底質調査 
直径 70mm、口径 64mm、長さ 1m のアクリルパイプ製の柱状採泥器（コアサン

プラー）を地中に貫入して、表層から地表下 50cm までの土壌をコア状試料として

採取した。表面を下草が覆っている地点では、それを取り除いた後に土壌採取を行

った。各地点において表層から地表から深さ 10cm までの土壌を試料として実験室

に持ち帰り、粒度、T-P、T-N の測定を行った。 
成 果 

の概要 
①消波施設内側（植栽ヨシの前面）に繁茂していたチクゴスズメノヒエは施設撤去

後に消失した。 
②施設撤去直後と今年度の比較では、植栽ヨシ帯内の一年生草本や帰化植物が消失

していた。 
③施設内側の植栽ヨシ帯の土壌に蓄積していたリンは消波施設撤去後に低下した。

④施設を撤去した植栽ヨシ帯沖側には緩傾斜が成立した。 
⑤施設を撤去した植栽ヨシ帯沖側の土壌では砂分の割合が高まった。 
⑥施設撤去により成立した緩傾斜にネジレモが定着したことが確認された。 
⑦施設撤去後と今年度の比較では、植栽ヨシ帯の土壌に含まれる窒素が増加してい

た。 
以上から、本調査を実施した植栽ヨシ帯においては、消波施設を撤去することで、

より自然に近い琵琶湖湖岸のヨシ群落へ遷移したことが確認されたといえる。 

40m

13m

30m

20m

ヨシ チクゴスズメノヒエ ウキヤガラ クサヨシ マコモ

75-100

50-75

25-50

1-25

0

被度(%)

40m

13m

30m

20m

ヨシ チクゴスズメノヒエ ウキヤガラ クサヨシ マコモ

75-100

50-75

25-50

1-25

0

被度(%)
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多自然型水路
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

49 生態関連 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

Biyo センター内 実験センターにおける生物調査（陸域） 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 10～14 年度 関西電力 株式会社 
実   験   概   要 

目 的 琵琶湖・淀川水質浄化共同実験センター内に設置された多自然型水路及びその周

囲における植物及び動物について、平成 10～13 年度の生息・分布の状況を取りまと

め、評価・検討を行い、今後の琵琶湖・淀川水系の水辺環境の創造に役立てること

を目的とする。 
調査・ 

実験方法 
調査は、琵琶湖・淀川水質浄化実験センター内の多自然型水路及びその周辺にて

実施した。 
 

 
 
 
 
 
 
 

多自然型水路の位置 

調 査 

実施日 

調査項目と調査実施時期 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
植物群落の 
管理手法と 
実施年度 

 

春 夏 秋 冬 春 夏 秋 冬 春 夏 秋 冬 春 夏 秋 冬

１．植物 水域 植生 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

植物相 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

陸域 植生 ○ ○ ○ ○

植物相 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

２．魚類 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

３．底生動物 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

４．昆虫 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

５．哺乳類 ○ ○ ○ ○ ○ ○

６．鳥類 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

７．両・爬虫類 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

８．付着藻類 ○ ○ ○ ○ ○

Ｈ13年度               年度
項目

Ｈ10年度 Ｈ11年度 Ｈ12年度

管理手法（頻度／年） 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度
刈り取り（7回／年）
刈り取り（5回／年）
刈り取り（2回／年）
選択的刈り取り（2回／年）
放置（管理なし）
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 

○評価項目 

多自然型水路およびその周辺に、どのような生物が進入し、どのような生物が生

息の場として利用しているか、また時間的にどのように変化しているかを把握する

ことによって、多自然型水路とその周辺の生物生息空間としての評価を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○注目種の選定基準 

典型性 調査地域の生態 の機能に重要な役割をもつ種であり、植物にお ては

優占度の高い種であり、動物においては個体数の多い種を対象とした。

特殊性 環境要素や環境条件に生息が強く規定される種を対象とした。 

上位性 
調査地域の生態 において栄養段階の上位に位置する種を対象とする 
対象種は、生態系の撹乱や生態系の変化などに影響を受けやすいと考え

られている。 

○整備・管理手法のマニュアル作成 

平成10年度から平成13年度までの調査より得られた情報を基にし、低地の水辺環

境の造成地を修復していく際の一般的な植生修復技術についてまとめた。 
なお、本調査地は造成後わずか5年ほどしか経ていないため、マニュアルに不足し

ている知見は文献等を参考に作成した。 

成 果 

の概要 
①実験センター内で成立する食物連鎖をみると、水域では浮葉・沈水植物群落、付

着藻類 ベントス（底生動物） 魚類 魚食性鳥類へ至る流れが食物連鎖の主脈

を成している。 
②陸域では、高茎・低茎植物群落 陸生昆虫類 クモ類 動物食の小型鳥類 シマ

ヘビへ至る流れが食物連鎖の主脈を成している。 
③草刈り回数は、年 5 回と年 7 回では、景観的には大きく違いはなかったが、種組

成では年 7 回がより単調であった。それに比較し、年 2 回では一年生草本から多

年生草本まで多様な生活型の植物種が確認された。 
④選択刈り取り区ではセイタカアワダチソウのような強い繁殖力で他の種の侵入を

妨げる種の抑制をすることができ、オギ群落などの望ましい群落の育成に貢献で

きた。放置区ではセイタカアワダチソウの高い優占率が継続しているが、一部に

オギが広がり始めているため、遅いながらも群落の転換は期待できる。 

評価項目

項目 概要 種類 種数 帰化種
の消長

生活型 植被率or

個体数
優占種 多様性 注目種

の消長
生物
指標

利用
状況

周辺
比較

(１)
植
物

Ａ．植物相 種数、種数帰化率、生活型の経

年変化を把握することにより、植

生環境を評価する。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｂ．植生 植生の遷移状況を把握する。
多様性の評価にはShannonの多
様性指数を用いる。 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）魚類 種数、個体数の増減・分布、優
占種・注目種の消長等から河川
環境を評価。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）底生生物 種数、個体数の増減・分布、優
占種・注目種の消長、生物指標
等から河川環境を評価。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（４）昆虫 種構成の経年変化、水域陸域
の利用状況を把握する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（５）哺乳類 確認種の経年変化、センター内
の利用状況(繁殖、採餌など）を
把握する。

○ ○ ○ ○ ○ ○

（６）鳥類 確認種の経年変化、センター内
の利用状況(繁殖、採餌など）を
把握する。

○ ○ ○ ○ ○

（７）両生類・爬虫類 確認種の経年変化、センター内
の利用状況(繁殖、採餌など）を
把握する。

○ ○ ○ ○ ○ ○

種類、種数、優占種から河川環
境を評価。 ○ ○ ○ ○ ○

（8）付着藻類
※H11,12年のみ
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

50 生態関連 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

湖岸フィールド実験施設 マット工法ヨシ植栽実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 12、13 年度 
全国ポラカブル工業会 
東洋紡 株式会社 
株式会社 ラーゴ 

実   験   概   要 

目 的 本実験は、湖岸フィールド実験施設なぎさ型実験施設において材質の違う 3 種類

のヨシ生育基盤マット（ヤシ繊維、ポーラスコンクリート、ポリエステル）により

ヨシの植栽を行い、ヨシの活着状況及び生育状況、植物相、底生動物の調査を実施

し、今後の琵琶湖湖岸におけるヨシの植栽に必要な情報として、主に植物に関する

基礎資料を得ることを目的とする。 
調査・ 

実験方法 
○実験区域の環境調査 

・植物相調査 
調査範囲は実験枠全体（約 100 ㎡）とし、生育する種（原則として自生する維管

束植物）の記録を行った。 
 
 
 
 
 
 
 

植栽配置図 

・底生動物調査 
調査は、各区画 20cm×20cm の方形区一区画内の底生動物を定量採集し、この際、

ヨシ一株を含むようにし、ヨシの根元に付着する底生動物も含まれるようにした。

 
 
 
 
 
 

底生動物調査地点 
○植裁種生長量調査 

調査はヨシ植栽マット 1 枚（1ｍ2）を 9 等分に区分し、区画内に生育するヨシ

茎個体数、区画内最長草高および株近傍の水深を測定した。 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

L-1 T-1 K-1 L-2 T-2 K-2

S-1

S-2

S-5

S-3

S-4

S-6

S-7

○：ヨシ株

□：ヨシマット

L(ヤシマット）

T（樹脂マット）
K（PoCマット)

S-1～7は沖陸方向別の区分

湖周方向別
の区分

湖

陸

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

T2‐1 K2‐1

L1‐4 T1‐4 K1‐4 L2‐4 T2‐4 K2‐4

L1‐1 T1‐1 K1‐1 L2‐1

L1‐7 T1‐7 K1‐7 L2‐7 T2‐7 K2‐7

L-1 T-1 K-1 L-2 T-2 K-2

S-1

S-2

S-5

S-3

S-4

S-6

S-7

○：ヨシ株

□：ヨシマット

L(ヤシマット)

T（樹脂マット)
K（ＰｏＣマット)

S-1～7は沖陸方向別の区分

湖周方向別
の区分

湖

陸

：底生動物調査地点
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調査・実験事例紹介票（2/2） 

調 査 

実施日 

植物相調査：夏季、秋季 
底生動物調査：平成 12 年 7 月、9 月、10 月、11 月、平成 13 年 5 月、8 月、11 月

植栽種生長量調査： 
平成 12 年 7 月 18 日、8 月 25 日、9 月 28 日、10 月 26 日、11 月 27 日 
平成 13 年 6 月 12 日、8 月 1 日、10 月 12 日 

技術的 

特 徴 

北部 40m 区間において外部との水交換が可能となっている、なぎさ型実験施設の

北側の開口部にて、3 種類のマット植栽法を用いて 42 枚のヨシマットを植栽した。

 
 
 
 
 
 
 
 

なぎさ型実験施設および植栽区域 

使用したマットの概要 

名称及び素材 規 格 
縦×横×厚(m)、重さ 特徴 

ヤシマット 
ヤシ繊維 

0.8×1.25×0.08 
27kg/1 枚 

100%ヤシ繊維を使用した布団型マット
で、約 10年で腐植分解し、環境への影響は
少ない。ドイツで開発されたマットである
が、日本における実績も豊富である。 

PoC マット 
ポーラスコンクリート 

1.0×1.0×0.25 
265kg/1 枚 

（ 0.25×16 個） 

従来からのポーラスコンクリートの持つ
透水性、緑化・植栽機能や中小、微生物の
生息空間としての機能を球形に形成かつ、
３次元のユニットとして、組み合わせるこ
とで様々な用途がある。 

樹脂マット 
ポリエステル 

0.9×0.9×0.06 
3kg/1 枚 

リサイクル可能な連続有機繊維で構成され
たマットであり、有機繊維で構成されてい
るため、腐食分解されにくく、かつ環境に
悪影響を及ぼさない。 

  
成 果 

の概要 
①植物相調査により、各植栽法（マット）における出現種の違いはほとんど認めら

れなかった。また、底生動物調査から、確認された生物の多くがヨシ帯で生活を

する生物であり、ヨシの生育に問題がなく、水が枯渇することがなければ、植栽

法（マット）の違いは、底生動物の分布には影響がないと推測された。過去に多

くの実績のあるヤシマット以外は、人工的な材料（ポリエステル、ポーラスコン

クリート）であり、植物相や底生動物の分布に影響を及ぼす恐れが考えられたが、

本実験の環境調査においては、ヤシマットと差異は認められなかった。 
②平均ヨシ茎個体数の比較から、植栽直後は地盤が安定するためか、PoC（ポーラ

スコンクリート）マットの生育が良好である。植栽後 1 年が経過すると、全ての

植栽法においてヨシ茎個体数が大きく増加した。各植栽法の差は少なく、どの植

栽法もヨシの生育基盤として問題はないと考えられる。 

20ｍ

100ｍ

石 積

突 堤 突 堤

消 波 ブ ロ ッ ク
（B .S .L .)± 0cm

消 波 ブ ロ ック
（B .S .L .)-30cm

消 波 ブ ロ ック
（B .S .L .)-60cm

ヨ シ 植 栽 区 域
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

51 生態関連 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

水路型浄化実験施設 実環境下におけるポーラスコンクリートによるヨシ植栽実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 14～18 年度 立命館大学 
実   験   概   要 

目 的 湖岸道路などの建設にとり遠浅の部分が減少した現在の琵琶湖では、沿岸域への

波浪などの影響が大きいために従来から一般的に行われている植栽方法では、ヨシ

の活着はあまり望めない現状にある。そこで、本研究はエココンクリートに分類さ

れるポーラスコンクリートを用いて、実自然環境下における波や水深による影響お

よび生育状況の観察を行うことにより、ポーラスコンクリートによるヨシの植栽手

法の有効性について実験検討を行った。 
調査・ 

実験方法 
Biyo センター内の湖岸フィールド実験施設において、ポーラスコンクリート植栽

基盤を用いたヨシの植栽工法（ポーラスコンクリート工法）が、ヨシの生育状況、

地盤環境に及ぼす影響を評価した。また、ポーラスコンクリート工法の有効性につ

いて比較・検討するため、琵琶湖において一般的に行われているマット工法による

ヨシの植栽も行った。 
○ポーラスコンクリートの環境影響評価 

ポーラスコンクリートからの溶出成分量を把握するために、六価クロム、アル

カリ分の溶出量（pH 値）を測定した。ヨシ植栽地域の地盤測量を行うことにより、

消波ブロックとしての効果について評価を行った。 
○ヨシの生育調査 

ヨシの生育調査項目は、ヨシ茎個体数、ヨシ高さ、株内最長ヨシ高さ、最長ヨ

シの茎径とした。ポーラスコンクリート植栽基盤へのヨシ植栽後 1 年 6 ヶ月が経

過したポーラスコンクリート供試体を切断することにより、供試体内部に伸びた

ヨシの根の観察を行った。 
調 査 

実施日 

平成 14 年 5 月 21､28 日 ポーラスコンクリート植栽基盤作成 
平成 14 年 7 月 4 日 ポーラスコンクリートへのヨシの植栽 
平成 14 年 7 月 11 日 ヨシの生育調査 
平成 14 年 8 月 28 日 ポーラスコンクリート工法 琵琶湖への設置 
平成 14 年 9 月 4 日 マット工法 琵琶湖への設置 
平成 14 年 9 月､11 月 生育調査、9 月 水準測量 
平成 15 年 1 月 六価クロム溶出試験、ｐH 試験、4 月～11 月 生育調査、 
      9 月 水準測量 
平成 16 年 1 月 根の調査、4 月～11 月 生育調査、9 月 水準測量 
平成 17 年 4 月～11 月 生育調査、9 月 水準測量 
平成 18 年 4 月～11 月 生育調査、9 月 水準測量 



資料－182 

調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 
○ヨシ植栽の使用材料 

材料 主要な性質 

セメント（C） 高炉セメント B 種,密度：3.02g/cm3 
粉末度：3950cm2/g、高炉スラグ混入量：40～45% 

シリカフューム（SF） ノルウェー産粉体,密度：2.20g/cm3,SiO2：93.1% 
粉末度:2.0×105cm2/g,平均粒径：0.15μm 

粗骨材（G） 土山産砕石,表乾密度：2.68g/cm3,,FM=6.98 
吸水率：0.45%,実績率：57.7%,粒径：13～20mm 

高性能 AE 減水剤（SP） ポリカルボン酸系,密度：1.05g/cm3 
ヨシ株 ポット苗（ 15×15cm）,2 年生育株,ヨシ高さ 50～150cm 

ヨシマット 
80×120cm のヤシマットにヨシ株を 6～9 株植栽後 2 年
半生育 
ヨシ高さ：50～100cm 

植栽用土嚢 バーク堆肥と川砂を 1：4 の割合で混合 
 
○ポーラスコンクリートの示方配合 

単位量（kg/m3） P/G 
(%) 

W/B 
(%) 

SF/B 
(%  W C SF G 

SP
(%)

目標空
隙率(%)

22.5 22.5 15 46.7 176.5 31.2 1432.4 1.1 35 
P/G:ペースト粗骨材率（容積比）、W/B:水結合材比、SF/B：シリカフューム置換率

 

○ポーラスコンクリート植栽基盤部の物性（平均） 

全空隙率(%) 連続空隙率(%) 透水係数(cm/s)
水頭差(cm) 

ﾌﾚｯｼｭ時に
おける連続
空隙率(%) 容積法 質量法 簡易法 容積法 質量法

2 7 12

圧 縮 強
度(MPa)

曲 げ 強
度(MPa)

28.3 38.1 37.3 38.6 36.6 37.3 13.1 5.52 4.35 6.93 1.73 
 
 
 
 
 
 
 
 

ポーラスコンクリート 
植栽基盤 

成 果 

の概要 
・ポーラスコンクリートから溶出する六価クロム量は、琵琶湖における環境水質基

準を満足していた。 
・ポーラスコンクリート工法により植栽したヨシの生育状況は、従来工法であるマ

ット工法により植栽したヨシと比較すると、良好な傾向が見られた。ヨシ株の活

着率は、ポーラスコンクリート工法で 60%、マット工法で 15%となり、ポーラス

コンクリートにより植栽したヨシの方が高い活着率を示した。 
・ポーラスコンクリート植栽基盤が地盤高の変動に与える影響はほとんどなく、消

波ブロックの役割を果たせる可能性が示唆された。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

52 生態関連 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

深池型浄化実験施設 浚渫土を利用したヨシ原復元実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 16～17 年度 株式会社 フジタ 
実   験   概   要 

目 的 浚渫泥土をFTマッドキラーにより土質改良して植生基盤としたヨシ原を造成し、

在来工法である川砂使用の植生基盤のヨシ原との比較実験を行うことにより、浚渫

泥土の改良土によるヨシ植生基盤の有効性を検証することを目的とした。 

調査・ 

実験方法 
 

○実験による検証内容 

・改良土によるヨシ植生基盤のヨシ生育に関する有効性の検証 

・改良土によるヨシ植生基盤が湖水に及ぼす影響の検証 

・改良土によるヨシ植生基盤の安定性の検証 

・改良土がヨシ以外の生物に及ぼす影響の検証 

 

○実験区の設定 

名称 植生基盤の土質 

実験区 A 

浚渫改良土 
 
 施工時の改質土の締固め強度 コーン指数ｑｃ＝300kN/m2（湿地ブルドー

ザで走行可能な強度） 

実験区 B 

浚渫改良土 
 
 施工時の改質土の締固め強度 コーン指数ｑｃ＝500kN/m2（中型普通ブル

ドーザで走行可能な強度） 

対照区 川砂使用 
 

○調査項目 

・水質調査 

・ヨシ生育状況 

・動物プランクトン 

・メイオベントス 

・沈水植物生育試験 

・土壌 

・植生基盤の変位 

・気象条件 

・一般項目 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

 

技術的 

特 徴 
○コンセプト 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○技術の概要 

FT マッドキラーによる泥土改良工法（FT マッドキラー工法）は、製紙工場から

発生するペーパースラッジを焼成した灰(PS 灰)を高温焼成して製造した多孔質セラ

ミック質材料の改質材（FT マッドキラー）を使用し、泥土と FT マッドキラーを混

合することにより、瞬時に埋立や盛土材等に使用できるまで改良する工法である。

 
 
 
 
 
 
 

FTマッドキラー 

成 果 

の概要 
・実験区 A（浚渫改良土 qc300kN/m2）、実験区 B（浚渫改良土 qc500kN/m2）とも

に川砂を基盤とした従来工法に比べて高密度に生育した。 
・浚渫改良土では大きな沈下は見られず地形が安定していると判断された。在来工

法の川砂の場合、若干の継続的な沈下傾向が見られた。 
・土質改良した浚渫土がヨシ植生基盤として有用であることが確認できた。 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
事前調査・許認可

実験施設の建設
造成工事 計測設備工事 撤去工事

ヨシの密度・草高 ●6/30 ●8/27 ●10/22 ●4/28 ●6/28 ●8/24 ●10/28

地上部刈り取り調査 ●12/3

地下茎調査 ●1/19

SS､CODMｎ､T-N ●6/2 ●7/7 ●8/11 ●10/2 ●12/28 ●2/28 ●4/27 ●5/28 ●6/25 ●7 31 ●8/31 ●9/22 ●10/19

NH4-N､NO3-N､NO2-N ●5/28 ●8/31

T-P ●6/2 ●7/7 ●8/11 ●10/2 ●12/28 ●2/28 ●4/27 ●5/28 ●6/25 ●7 31 ●8/31 ●9/22 ●10/19

PO4-P ●5/28 ●8/31

DO ●6/2 ●7/7 ●8/11 ●10/2 ●11/1 ●12/28 ●2/28 ●4/27 ●5/28 ●6/25 ●8/31 ●9/22

ｐH ●6/2 ●7/7 ●8/11 ●10/2 ●11/1 ●12/28 ●2/28 ●4/27 ●5/28 ●6/25 ●7 31 ●8/31 ●9/22 ●10/19

生物 動植物プランクトン ●5/28

粒度分布、粒子密度 ●5 31 ●8/11 ●10/31

湿潤密度 ●1/19

水分､窒素含有量､
リン含有量､Ig･loss

●5 31 ●8/11 ●10/31

pH ●5 31 ●10/31

溶出試験(底泥抽出） ●5 31

現場溶出試験 ●8/9～12

室内カラム溶出試験
●6/1 ●7/7 ●8/9 ●11/15 ●2/28 ●4/27 ●8/31 ●10/19

●6/2 ●7/7 ●8/11 ●10/2 ●11/1 ●12/28 ●2/28 ●4/27 ●8/31 ●10/19

気象調査気温､水温、土壌湿度 6/19

中間 終了

2005年度

●5 31～6/3

年月
実施項目

ヨシの生
育状況

水質

土壌

準備工

報告書作成等

2004年度

基盤形状

一般調査項目

電子顕微鏡写真(×500)で見られ
るように多孔質です。無数の微細
孔は焼成時に PS 灰の残存未燃カ
ーボンの微粒子が燃え、ガス化し
て抜けたときに生じた孔です。
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

53 生態関連 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

琵琶湖型実験池 タナゴ類の増殖実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 19～22 年度 ぼてじゃこトラスト 
実   験   概   要 

目 的 平成 19 年度から、イチモンジタナゴの増殖・再放流を目標とした増殖実験を開始

した。その結果、ヌマガイを産卵母貝として繁殖することが確認されたため、平成

21 年度から琵琶湖池で琵琶湖への再放流に向けて実験を継続してきた。 
調査・ 

実験方法 
○平成19年度 

【実験 1：二枚貝選好性実験】 

イチモンジタナゴが好む二枚貝を明らかにするために、タテボシガイとヌマガイ

を用いて二枚貝の選択実験を行った。タナゴと二枚貝を導入し産卵させ、二枚貝軟

体部の観察により、産卵数を推定した。 
【実験 2：継続観察】 

野外での系統保全池設置に必要な知見を得る為の実験を行った。保全池に適した、

二枚貝種を選定する事に注目し、イチモンジタナゴと二枚貝（ヌマガイ，タテボシ）

をそれぞれ導入し，長期的（1 シーズン）観察した。実験は 2 実験区で行った。 

○平成20年度【実験：継続観察】 

より広い水路型浄化実験施設において、100 匹のイチモンジタナゴを放流し長期

間の増殖実験を行った。 

○平成21年度【実験：継続観察】 

タナゴ類が繁殖しやすいように野外の生息環境を改善・創出する技術の確立を目

指して、琵琶湖への再放流のステップとして、より自然に近い琵琶湖型池での導入

実験および魚類モニタリング調査を実施した。 

・孵化仔魚の確認（目視、同定（イチモンジタナゴorタイリクバラタナゴ）） 

・貝のサンプル調査（両貝の個体数、タナゴ類産卵の有無） 

・イチモンジタナゴの個体数（成魚、稚魚別）、全長  

・魚種別個体数（アメリカザリガニ等の魚類以外の生物は種類のみ確認） 

・二枚貝の生息・繁殖状況、ブルーギルの産卵床の有無 

○平成22年度【実験：継続観察】 
魚類調査項目：イチモンジタナゴの個体数（成魚、稚魚別）、全長。魚種別個体数

（アメリカザリガニ等の魚類以外の生物は種類のみ確認） 
貝類調査項目：貝のサンプル調査（ドブガイ、タテボシガイの個体数、タナゴ類

産卵の有無） 
その他：二枚貝の生息・繁殖状況、ブルーギルの産卵床の有無 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

○平成19年度 

平成 18 年 3 月 31 日～平成 19 年 3 月 31 日まで 
1 週間ごとに複数回繰り返し、1 週間経過後に貝を回収した。 

○平成20年度 
平成 20 年 5 月 21 日～平成 21 年 4 月 23 日まで 
イチモンジタナゴと個体識別したヌマガイを放流：5 月 21 日 
ヌマガイを引き上げ、イチモンジタナゴの卵・仔漁等を観察：  

6 月 16 日、8 月 26 日、11 月 12 日、11 月 22 日、3 月 15 日 
イチモンジタナゴの個体数・サイズ等を観察： 

5 月 21 日、6 月 16 日、8 月 26 日、11 月 12 日、3 月 15 日 
○平成21年度 
平成 21 年 3 月 15 日～平成 22 年 3 月 31 日まで 
季節ごとの調査：6 月 10 日(春)、8 月 26 日(夏)、11 月 26 日(秋)、2 月 23 日(冬) 
目視による観察：5 月 20 日 
任意調査：7 月 19 日 

○平成22年度 
季節ごとの調査： 6 月 27 日(春)、7 月 24 日(夏)、10 月(秋)  

技術的 

特 徴 

○平成19年度 
実験は、1 週間ごとに複数回（5～10 回）繰り返し、1 週間経過後に貝を回収した。

初回オス 5 匹、メス 5 匹からスタートし、その都度、貝開きにより二枚貝内部の卵，

仔魚を計数した。 
○平成21年度 
琵琶湖型池からイチモンジタナゴの移出を防ぐため、流入量の制限や移出防止ネ

ットなどの対策を講じた。 
 
 
 
 
 
 

実験施設          実験に使用した二枚貝 

（大型がヌマガイ、小型がタテボシガイ） 
成 果 

の概要 
平成 19 年度の二枚貝選好性実験ではヌマガイのみに産卵が確認された。 
継続観察でのイチモンジタナゴの数は、平成 19 年度は 144 個体、平成 20 年度に

は 1550 個体確認された。しかし、平成 21 年度には 1000 個体放流したにも関わら

ず春調査で 2 個体、任意調査で 2 個体しか確認できなかった。放流した貝の約 4 割

が子房しており、ザリガニに被害を受けた形跡があった。 
平成 22 年度は池干しした秋調査にて 5 個体確認したのみであった。この理由とし

て二枚貝類の繁殖に適さない環境(底質やザリガニ等)であったこと、タイリクバラタ

ナゴやブルーギルの侵入などが考えられる。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

54 生態関連 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

深池型浄化実験施設 水草繁茂及び水温上昇による影響検討実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

その他 平成 21 年度 国土交通省 
実   験   概   要 

目 的 地球温暖化に伴う水温上昇、ならびに、水草除去・湖底耕耘などの人的行為が、

琵琶湖の水環境（水質や底泥の性状、動植物プランクトン類の種構成など）に及ぼ

す影響を把握することを目的とする。 
調査・ 

実験方法 
深池槽を４分割してそれぞれに実験条件を設定し、各槽で水質や底泥の調査を行

って水環境の変化を把握した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平面図 
 
 
 
 

側面図 
実験層の分割と実験条件 

○水質の分析項目 

調査区分 分析項目 
底泥 含水比、COD、T-N、T-P、強熱減量、硫化物、酸化還元電位(ORP)、

全鉄、マンガン、亜鉛、シリカ、粒度組成、従属栄養細菌 
水質 水温、電気伝導度、濁度、pH、DO、クロロフィル a、COD、 

D･COD、TOC、DOC、SS、T-N、T-P、NH4-N、NO2-N、NO3-N、

PO4-P、難分解性有機物 
プランクトン 植物プランクトン、動物プランクトン  

Ａ槽（比較対照槽） 
（Ｂ～Ｄ槽との比較検証用） 

底泥あり(耕耘なし) 
水草あり(刈取なし) 

Ｃ槽（水温上昇槽） 

（Ａ槽より水温約２℃高め設定） 
底泥あり(耕耘なし) 
水草あり(刈取なし) 

Ｄ槽（底泥耕耘槽） 
（底泥耕耘対策実施） 
底泥あり(耕耘あり) 

水草なし 

Ｂ槽（水草刈取槽） 
（水草刈取対策実施） 
底泥あり(耕耘なし) 
水草あり(刈取あり) 

         φ200管 φ50管

流入水
排水

Ｄ槽 

Ａ槽 Ｂ槽 

断熱材

Ｃ槽 

電熱ヒーター

2.9m 

9.0m 

ヒーター線取付 底泥 流量計
バルブ

凡例

排水越流越流

1.65m

（30cm 厚：浚渫土25cm＋堤脚水路泥5cm）
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

 
採水・採泥：7/31、8/28、9/17、10/6、10/22、11/5、11/19 の計 7 回 
データの比較・評価： 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技術的 

特 徴 
○実験条件として、以下の点を行った。 
給水：水源は河川水（葉山川）、滞留時間は琵琶湖南湖の滞留時間を想定して 15

日とした。流出はオーバーフローした水をポンプで排水する方式とした。

水温調整：C 槽に熱線式ヒーターを設置して調整を行った。また、A 槽と C 槽と

の隔壁には断熱材を設置した。 
底泥：大同川揚陸施設に仮置きされていた琵琶湖浚渫土を 25cm 厚で実験槽に敷

きならした。また、表層土として志那地区堤脚水路の堆積泥を 5cm 厚で上

乗せした。 
水草：C 槽では底泥から発生・成長し繁茂した。他の槽では 9/4 に琵琶湖南湖で

採取したオオカナダモ、センニンモ、マツモなどを含む水草の植え付けを

行った。 

成 果 

の概要 ①水温上昇により底泥の COD、T-N が上昇した。水質は D-P、D-N、POC が低下

した。 

②水草の刈り取りは底泥に大きな影響を与えなかった。D-P、D-N が小さく、POC
が上昇したため植物プランクトンに取り込まれたことによるものと考えられた。

③底泥耕耘により、底質は浮泥の還元状態がやや好気的な環境に変化した。また、

水質濃度の変化については植物プランクトンや水草に窒素・リンが取り込まれた

ことによるものと考えられた。 

 期間１ 期間２ 期間３ 

採泥、採水回 第１回、第２回 第３回～第４回 第５回～第７回 

概  況 

・水温上昇槽の水温条件

が未達成 

・アオコの発生が見られ

る 

・水温上昇槽の水温条件が整

う 

・全ての槽に水草を投入し、

水草の繁茂が見られる 

・水草刈取槽の水草刈取実施

後である 

・底泥耕耘槽の底泥耕耘実施

後である 

比較対

照槽 

(Ａ槽) 

実験条件が揃っていない

ため比較検証には使用し

ない 

 

 

水草刈

取槽 

(Ｂ槽) 

実験条件が揃っていない

ため比較検証には使用し

ない 

実験条件が揃っていないた

め比較検証には使用しない 

 

水温上

昇槽 

(Ｃ槽) 

実験条件が揃っていない

ため比較検証には使用し

ない 

 

 

比 較 検 証

作 業 に 使

用 す る デ

ー タ の 期

間 

 

(矢印で表示) 

底泥耕

耘槽 

(Ｄ槽) 

実験条件が揃っていない

ため比較検証には使用し

ない 

実験条件が揃っていないた

め比較検証には使用しない 

 

※B槽、D槽と比較するときは期間３のみのデータとした。



資料－189 

調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 

 
実用化の有無 

55･56 生態

関連 ヨシ生育 － 

実験施設 実   験   名 

深池型浄化実験施設 航路維持浚渫土の有効利用実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

55：受託事業 
56：その他 

55：平成 18～21 年度 
56：平成 22 年度 水資源機構 

実   験   概   要 

目 的 粒径の異なる浚渫土砂を用いてヨシ生育試験を行うことにより、ヨシ群落造成基

盤としての適応性の把握を行い、航路浚渫土の有効利用の基礎資料を得ることを目

的とする。 
調査・ 

実験方法 
深池型浄化実験施設を４区画に分割し、茎個体数密度等ヨシの生育調査と底質モ

ニタリング調査を行った。 
 
平面図 
 
 
 
 
 
 
 
各種断面図 
 
 
 
 

実験施設概要図 

○観測項目 

定期調査 

調査項目 茎個体数密度、最長草高、平均茎径 
調査頻度 6～11月の原則月 1回の計 6 回 

調査範囲 全コドラート(約 1.0 m×1.0 m) 
4 条件×2系列×8区画：64コドラート 

底質モニタ

リング調査 

調査項目 
物理的性状試験 強熱減量、含水率、粒度分布、湿潤密度 
化学的性状試験 含有量試験：COD,T-P,T-N 

溶出量試験：COD,T-P,T-N,TOC 
調査頻度 1 回(1月) 

調査範囲 
A-1槽：シルト質浚渫土、A-3 槽：砂質浚渫土 
A-4槽：上層(砂質)、下層(シルト質) 
A-6 槽：川砂               各槽 1点 

検体数 4 槽×5層(表層+25cm 毎) 
 

P

P
流入
ピット

余剰水
排水

A-2槽：ブランク A-5槽：ブランク

排
出
ピ
ッ
ト

排水

原水(葉山川河川水)

A-6槽：川砂(対照試料)A-3槽：砂質浚渫土区

A-1槽：シルト質浚渫土区

A-4槽：シルト質浚渫土(下層)＋砂質浚渫土(上層)

9
5
0

95
0

1
5
0

1
9
0
0

1
5
0

9
50

95
0

1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 30 3400 00 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000

φ40 VP)

【A-6槽】

【A-4槽】

砂質浚渫土

シルト質浚渫土

川砂

3
0
0

5
0
0

5
0
0

3
0
0

1
0
0
0

【A-3槽】

【A-1槽】

砂質浚渫土

シルト質浚渫土

3
0
0

1
0
0
0

3
0
0

1
0
0
0
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
調 査 

実施日 

○定期調査 

平成 19 年度：6/2、6/23、7/27、8/28、9/14、11/3 
平成 20 年度：5/17、6/4、7/4、8/11、9/26、10/24、11/17 
平成 21 年度：5/16、6/20、7/18、8/24、9/19、10/24、11/9 
平成 22 年度：6/26、7/24、8/23、9/21、10/18、11/5 

○底質モニタリング調査 

平成 19～22 年度 各年 1 回 
技術的 

特 徴 

粒径の異なる浚渫土（シルト質及び砂質）を植栽基盤とし、複数の基盤条件を比

較対象として閉鎖型の実験系におけるヨシの生長調査を行った。 
実験フィールドは深池型浄化施設 A 槽を改造・整備して、生育試験のための実験

区画を設け、植生基盤である浚渫土砂を搬入、植栽、モニタリングを実施した。 

ヨシ生育試験：造成条件 

 浚渫土名 層厚 発生場所 
A-1 槽 シルト質浚渫土 1.0m H18 尾上漁港航路浚渫土 
A-3 槽 砂質浚渫土 1.0m H17 柳川漁港航路浚渫土 

A-4 槽 
上層：砂質浚渫土 
下層：シルト質浚渫土 

0.5m
0.5m

H17 柳川漁港航路浚渫土 
H18 尾上漁港航路浚渫土 

A-6 槽 川砂 1.0m 野洲川産（購入土） 

ヨシ生育試験：環境条件 

  

実験場所 Biyo センター深池型実験施設A 槽 
実験槽の大きさ 横 1.9m×長さ 8.0m×深さ 1.5m 

植栽方法 
購入したポット苗の移植による 
各槽 2 株/m2×2 系列×8m2=32 株 
（平成 19 年 2 月 26 日植栽） 

実験原水 葉山川河川水 

水深 30cm(勾配なし) 
通水 
条件 

滞留時間注 3 時間(但し、平成 19 年 8 月 17 日までは 6 時間) 

成 果 

の概要 
植栽後 4 年目までの調査結果から、最も良好なヨシ帯が形成されているのは、A-3

槽(砂質)であると考えられる。また、3 年目までは A-4 槽(砂質＋シルト質)について

も、比較的良好な状況であると言えるが、4 年目に外来種が侵入したため、4 年目に

おける明確な傾向がみることができなかった。A-1 槽(シルト質)については、生育の

非常に良いコドラートと、一部ヨシ茎が存在しないコドラートがあり、ばらつきが

大きくなってきている。 
A-6 槽(川砂)については、植栽後 3 年目、4 年目においても、他の実験槽に比べて

茎個体数密度がやや少ない。植栽後 2 年目に侵入してきた外来種の影響も大きいと

考えられるが、年々ヨシの成長も比較的良好になってきており、生育基盤として有

効であることが考えられる。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

57 その

他 実施設調査 
 

○ 

実験施設 実   験   名 

土壌浄化実験施設 土壌浄化実験施設モニタリング調査 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

受託事業 平成 14～19 年度 国土交通省 
実   験   概   要 

目 的 琵琶湖流入河川である北川の水質浄化を行い、栄養塩負荷を削減することを目的

として計画された土壌浄化施設の稼動・通水後の維持管理の一環として、モニタリ

ング調査を行った。 
調査・ 

実験方法 
前処理施設では、処理効果を把握するために前処理流入、前処理流出の水質調査

を行った。土壌浄化施設の浄化効果を把握するために土壌浄化施設流入（前処理施

設流出）、土壌浄化施設流出の各地点において水質調査を行った。また、土壌浄化施

設における土壌層の閉塞状況を把握するため透水試験を行った。 
水質調査項目 

調査地点 
調査項目 

A 前処理施設 
流入 

B 前処理施設

流出 
D1 土壌浄化 
施設流出(1) 

D2 土壌浄化 
施設流出(2) 

pH △ △ △ △ 
DO △ △ △ △ 
EC △ △ △ △ 
SS ○ ○ ○ ○ 

COD ○ ○ ○ ○ 

BOD ○ － ○ ○ 

T-N ○ ○ ○ ○ 

T-P ○ ○ ○ ○ 

PO4-P ○ ○ ○ ○ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

水質調査地点 
調 査 

実施日 

平成 14 年 6 月～平成 19 年 2 月 
（平成 14～16 年度は水質調査を各月 2 回、透水試験を各年 2 回実施） 
（平成 18 年度は水質調査、透水試験を 3 ヶ月に 1 度の頻度で実施） 

 
土壌(1)

土壌(2)

前処理施設

D1:土壌施設流出(1) B:前処理施設出口

A:前処理施設入
D2:土壌浄化施設流出2)
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 

土壌浄化施設の処理水は、新草津川を介して中間水路に流入する。参考として中

間水路へ流入している十禅寺川に指定された生活環境の保全に関する環境基準（河

川）A 類型と、平成 18 年度の水質調査結果を比較すると以下の通りとなる。 
・BOD、SS は環境基準を満たし、浄化効果が高いことを示している 
・DOはA地点が7.7～11mg/L、D地点が2.4～6.3mg/Lであり、環境基準（7.5mg/L）

を満たしていない場合もあるが草津川に流入するまでに十分に再曝気されてい

ることから、河川水質に特に影響をあたえることはないと考えられる。 
環境基準（河川）A類型とモニタリング結果  

 pH BOD SS DO 大腸菌群数 

環境基準 6.5 以上 
8.5 以下 2mg/L 25 mg/L 7.5 mg/L 1000MPN/100mL

成 果 

の概要 
○前処理施設 
ヨシの植栽されたフローティングマットを取り除いたが、SS の除去効果は確認さ

れており、前処理施設流出水の目標値である SS 濃度 8mg/L は概ね達成している。

○土壌浄化施設１ 
SS、T-P の除去率が低下したが、SS の平均濃度は 1.7mg/L、T-P は 0.034mg/L

と低い値を示していることから、浄化効果は維持されているものと考えられる。透

水試験の結果は良好であった。 
○土壌浄化施設２ 

T-P 除去率は過年度とほぼ同じ水準であり、引き続き高い浄化効果を示している。

透水試験の結果は良好であった。 
○施設全体 
平成 18 年度の T-P 除去率は 62.7％であり、目標である T-P 除去率 65％をやや下

回るものの、依然として高い浄化能力を維持している。なお、本年度の T-P 負荷削

減量は、0.109kg/日であった。（減負荷量目標値は、T-P で 0.03kg/日以上） 
主要項目の除去率 [%]  

項目 H14 H15 H16 H17 H18 
COD -0.7 4.0 1.7 11.6 5.6 
SS 13.1 15.1 1.1 4.8 31.6 
T-N 0.7 -2.1 0 -0.8  .4 
T-P 11.8 9.3 8.8 18.1 16.8 前処理施設 

PO4 P 14.2 9.1 16.8 28.6 17.3 
 OD 51.0 46.3 46.0 41.9 42 8 
SS 72.2 81.5 7 .0  8.9 49.2 
T-N 10.1 7.8 14.9 14.1 10.1 
T-P 64.1 57.0 54.3 57.9 48.5 土壌浄化施設１ 

PO4-P 62.8 47.7 40.5 45.1 33.  
COD 48.8 50.0 49.1 45.7  3.2 
SS 75.1 8 .4 81.5 79.7 69.2 
T-N 6.9 8.6 13.6 11.1 13 6 
T-P 56.5 61.7  2.7 61.3 61.8 土壌浄化施設２ 

PO4-P 49.7 54.3 48.7 50.0 51.8 
COD 49.5 50.2 48.2 50.5 46.2 
SS 76.7 83.8 80.3  9.5 72.1 
T-N 9.8 6.0 14.1 12.7 16.6 
T-P 64.7 63.0 61.9 66.6 62.7 

施設全体 

PO4-P 61.2 55.0 53.4 62.1 52.4  
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

58 その

他 水質測定 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

実フィールド 水質連続モニタリングシステムの開発実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 14 年度 京都大学大学院 
実   験   概   要 

目 的 ダム湖や内湖などの閉鎖性水域における富栄養化対策の効果を向上させるには、

汚濁物質や栄養塩類の流域内挙動の物質動態を把握した上で対策を立案、推進する

ことが肝要である。 
本実験では、第一段階として硝酸態窒素、CODMnおよび SS を測定対象に、非破

壊で複数水質項目を同時にかつ迅速に計測可能な手法の確立を目的とする。 
調査・ 

実験方法 
自然水の光学現象を利用し、多変量解析を導入することで実用的な水質モニタリ

ング手法の確立を目指すため、国土交通省淀川工事事務所が管理している鳥羽礫間

浄化施設の流入口および流出桝から採水した。 
試料水は 1L のポリ瓶に採水後、その一部を用いて現場にて試作分光器により試料

水の吸収スペクトルを測定した。また、試料水の一部を現場にて WhatmanGF/B 濾

紙にてろ過した。分析用の未ろ過試料水および濾紙、ろ液は保冷箱に入れ、速やか

に実験室に持ち帰り、それぞれ CODMn、SS、硝酸態窒素の測定に供した。CODMn

は過マンガン酸カリウム酸性法（下水試験方法）、SS はガラス繊維ろ紙法（下水試

験方法）、硝酸態窒素はカドミウム・銅カラム還元-ナフチルエチレンジアミン吸光

光度法（下水試験方法）に基づいて分析した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

採水地点概略 

調 査 

実施日 

流入水：平成 14 年 6 月 7 日～12 月 24 日（51 回） 
流出水：平成 14 年 10 月 12 日～12 月 24 日（31 回） 
※うち、11 月 1 日の雨天時調査、12 月 5･6 日の 24 時間調査を含む 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 
技術的 

特 徴 

○採水試料による濃度推定式の構築 

硝酸態窒素：採水調査による NO3－－N の化学分析値、吸光度測定値および吸光

係数を用いてサンプルごとに NO3－－N 以外の物質による吸光度を

求めた。また、求めた吸光度から比吸光度を求めた。 
SS：懸濁成分補正波長の吸光度により濃度推定の可能性があると考えられ、式を

構築した。 
CODMn：吸光度値から NO3－－N のスペクトルを引いた共存物質の吸光度の一定

値より、stepwise 法を利用して波長を選定し、重回帰分析を行って濃度

推定式を構築した。 
○定点連続測定への適用と評価 

硝酸態窒素濃度推定式は誤差平均値が高く、水質モニタリングに適用するのは難

しいと考えられたため、補正アルゴリズムを検討し、効果の検証を実施した。 
 
礫間浄化施設連続測定結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

成 果 

の概要 
水質モニタリング実施にあたり硝酸態窒素を中心に連続水質モニタリングのため

の水質計測手法を検討した結果、考案したアルゴリズムを適用することによって長

期連続測定における精度改善が達成された。 
①採水地点ごとに硝酸態窒素の濃度推定式を従来法により構築したが、測定誤差平

均値は 1.28～1.41mgN/L と大きかった。これは共存妨害物質のスペクトル変化に

起因していることが明らかとなった。 
②SS は 633nm の吸光度を用いた単相関による誤差平均値 1.24mg/L の精度で測定

可能であった。 
③CODMn は硝酸態窒素のスペクトルを差し引いた 225～260nm の紫外吸光度を用

いて、stepwise法により波長を選定し、重回帰分析を行った結果 225nmと 260nm
の紫外吸光度を用いて濃度推定式が構築され、誤差平均値は 1.28mg/L であった。

④吸光度の変化量ΔA を用いて共存妨害物質の比吸光度 r の変化量を逐次計算によ

り算出するアルゴリズムを考案し、濃度推定式の逐次補正を行った結果、2 ヶ月

以上に及ぶ硝酸態窒素の連続計測実験において従来法で 2.17mgN/L であった測

定誤差が 0.46mgN/L 改善した。 
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調査・実験事例紹介票（1/2） 

番号 実験分類 実用化の有無 

59 その

他 堆肥化 
 

－ 

実験施設 実   験   名 

Biyo センター内 雑草および汚泥の有効利用実験 
受託・共同・自主 実施期間 発注機関（主幹企業等） 

共同実験 平成 14 年度 東レエンジニアリング 株式会社 
東レテクノ 株式会社 

実   験   概   要 

目 的 環境保全上の観点および社会情勢等から、発生する刈草および汚泥を有効利用す

ることが必要と考えられ、刈草および汚泥を堆肥として再資源化し、住民への配布

や持ち帰りによって有効利用することを目的とする。 
調査・ 

実験方法 
○最適条件の調査 

最適条件の抽出を、「仕込み時最適条件調査（1 次）」において原料である刈草・

汚泥の混合割合および調整材、副資材の添加条件を変えた 9 ケースについて発酵・

分解調査を実施、その結果より適当と考えられる 3 ケースを抽出した。 
「仕込み時最適条件調査（2 次）」では絞り込んだ 3 ケースについて再度堆肥化を

行い、発酵・分解調査、肥効成分調査を実施し、最適な 1 ケースを抽出した。 
・原料調査 
堆肥の原料となる刈草と汚泥の成分分析を実施した。 

調査項目および調査頻度 
調査項目 調査頻度 

含水率 1回／バッチ 
pH、BOD、T-C、T-N、C/N、P2O5、K2O 1回（バッチ 1） 

・発酵・分解状況調査 
堆肥を作製する際の最適条件に関する調査の成分分析を実施した。 

調査項目および調査方法 
調査頻度  調査項目 調査方法 

仕込み時最適条件調査（１次）仕込み時最適条件調査（２次）

外気温度 熱電対および 
KEYENCE 
NR-1000温度計

 
１回／ｈ×１０日（０～１０日目） 

試料温度 熱電対および 
KEYENCE 
NR-1000温度計

 

一次発酵 

色、臭い、状態 目視等（定性） １回／日×１０日（０～１０日目） 
外気温度 棒温度計 － 
試料温度 棒温度計 － 

温度・ 
状態調査 

二次発酵 

色、臭い、状態 目視等（定性） － 
１回／１０日 

生物化学的酸素要求量(BOD) JIS K 0101-21 
Ｃ／Ｎ 分析結果より算出

２回／ケース 
（0日目,10日目） 

３回／ケース 
（0日目,10日目,二次発酵後）

腐熟度 

陽イオン交換容量（CEC） 肥料分析法  １回／ケース（二次発酵後） 
全窒素（T-N） 肥料分析法 
リン（P２O５） 肥料分析法 
カリウム（K２O） 肥料分析法 
カルシウム（CａO） 肥料分析法 

肥効成分 

マグネシウム（MｇO） 肥料分析法 

－ １回／ケース（二次発酵後） 

含水率 肥料分析法 

成分・ 
品質調査 

取扱い性 
ｐH 肥料分析法 

２回／ケース 
（0日目,10日目） 

３回／ケース 
（0日目,10日目,二次発酵後）

○法的調査 

完成した堆肥を公に配布する場合に必要となる法的分類および法的手続きについ

て調査した。 
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調査・実験事例紹介票（2/2） 

調 査 

実施日 

原料調査：10 日間（一次発酵） 
発酵・分解状況調査： 

仕込み時最適条件調査（1 次） 10 日間 
仕込み時最適条件調査（2 次） 10 日間および二次発酵後（60 日目） 

技術的 

特 徴 

○実験場所 

調査は、Biyo センター内の浅池型植生浄化実験施設南側に設置されたコンポスト

ハウス内で行った。 
○検討項目 

仕込み時最適条件調査（1 次）は以下の項目により判断し、また、再現性につい

ても検討した。 
・外見調査 
・米糠添加割合に対する平均温度（堆肥化開始から 5 日目までの平均試料温度）

・初期重量に対する一次発酵後（10 日目）の重量 
・C/N および初期 BOD に対する 1 次発酵後の BOD の相関 

仕込み時最適条件調査（2 次）は、二次発酵終了後の最終生成物の品質について

堆肥の品質を評価するための項目により判断した。 
・腐熟度（外見、成分） 
・肥効成分 
・取扱い性（pH、含水率、状態） 

○法的整理 
生成物の公の配布や販売での消費（再利用）を展開する場合の法的分類、規制、

手続きについての整理。 
成 果 

の概要 
①堆肥化における刈草：汚泥混合割合（乾燥重量当たり）は、(1)70:30 または(2)50:50
が良いと考えられた。また、米糠混合率（乾燥重量当たり）は(1)の場合 7.5%、(2)
の場合 10.0%が最も発酵条件として良かった。 

②作製した堆肥の成分を調査した結果、主な植物原料堆肥や蓄糞原料堆肥と同レベ

ルであり、バーク堆肥品質基準も概ね満たしていた。 
③本実験で作製した堆肥は、肥料取締法の規定に従いながら、「土壌改良資材」等の

「資材」として再利用することが適切である。 
肥料取締法の普通肥料→原料として、浄化副産物および公共用水域における堆積汚

泥が含まれるため、汚泥肥料として分類したもの 
肥料取締法の特殊肥料→原料として、雑草が含まれるため動植物質の有機物質を堆

積または撹拌し、腐熟させた堆肥として分類したもの 
肥料取締法に分類されない生成物→肥料以外の分類 

課題として、本格運用には「堆肥化処理計画の策定」「大規模運用における堆肥化

の管理（散水、切り返し、温度・酸素・含水率管理）」「安全性確認」「施設設計」「周

辺環境影響」「堆肥利用状況」「住民参加型」などについて調査・検討を行う必要が

ある。また、最適条件による堆肥を作製するには誰もができるようなマニュアルを

作成することが望ましいと考えられた。  
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4.4 公募実験 

Biyo センターでは、琵琶湖・淀川水系の水環境改善の促進および水質浄化技術に関する研

究開発のため、平成 12 年度より新しい実験を公募し、共同実験を行ってきました。 
 

1）趣旨 

琵琶湖・淀川水系の水環境は、富栄養化によるアオコや淡水赤潮の発生、微量有害物

質等による影響懸念など水質汚濁の広域化、複雑化に伴う様々な課題を抱えています。 
Biyoセンターでは、これらの課題解決に資する水環境改善策や水質浄化技術について

共同で研究を行うために新しい実験アイデアを広く募集し、公募実験を実施してきまし

た。 
 

2）募集内容 

【対象となる実験】 

a. 河川、湖沼等の公共水域への面源負荷削減対策のための水質浄化技術の研究開発 
b. 悪化した閉鎖性水域の水質・底質改善のための研究開発 
c. 湖沼等の公共水域における水質・水環境メカニズム解明のための研究 
d. 公共水域の水環境における地球温暖化の影響把握及び対応策のための研究・実験 
e. 既往の水質浄化技術の実フィールドへの適用性評価のための実験 
f. 河川や湖沼等から発生する副産物等の有効活用に関する研究開発 
g. その他河川や湖沼等の水質・底質及び生物の生息環境の改善に寄与する技術の研

究開発 
【実験計画の条件】 

(1) 実験のための基礎的な原理が周知または解明されていること。 
(2) 将来的に河川、水路、湖沼等の公共水域の浄化に寄与、または応用が見込まれる

実験であること。 
(3) 実験後の処理水は公共水域への新たな負荷を与えないものであること。また、薬

品等の使用による新たな化学反応物質又は生成物質の発生を伴わないこと。 
【応募資格】 

民間企業、大学及び研究機関等の団体、その他の団体 
 

3）選考方法 

１．選考は、（財）琵琶湖・淀川水質保全機構の学術委員等の学識経験者の意見を聞き、

国土交通省近畿地方整備局、滋賀県、独立行政法人水資源機構関西支社および（財）

琵琶湖・淀川水質保全機構で構成する共同実験センター運営検討会において実施し

ます。 
２．選考にあたっては、公益性および水環境改善効果への期待および適用性等を総合的

に勘案し、上記運営検討会の承諾により採否を決定します。 
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4）実施方法 

実験の実施は、応募者が主体的に行いますが、実施にあたって応募者は実験計画書を

提出し、（財）琵琶湖・淀川水質保全機構とあらかじめ協議を行い、覚書を締結したう

えで実験を開始します。以後、実験状況については随時打合わせを行い、毎年度末又は

実験終了後に成果報告書等を提出します。 
 

5）実施状況 

公募実験は平成 13 年度には 41 件の応募があり、そのうち 7 件を採用しました。翌、

平成 14 年度には 22 件のうち 8 件を採用しましたが近年は減少傾向にあります。 
公募した新しいアイデアによる共同実験が実用化へと結びき、一部の琵琶湖・淀川水

系の課題が解決したと言えます。 
表 4.6 公募実験実施状況一覧 

年度 応募件数 採用件数 
平成 12 年度 8 4 
平成 13 年度 44 7 
平成 14 年度 22 8 
平成 15 年度 7 1 
平成 16 年度 5 4 
平成 17 年度 － － 
平成 18 年度 2 0 
平成 19 年度 9 5 
平成 20 年度 4 0 
平成 21 年度 1 1 
平成 22 年度 1 0 

合計 103 30 
＊平成 17年度は募集を行っていません 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.2 公募実験実施状況 
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